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1. はじめに
我が国における脳血管疾患患者数は、厚生労働

省の統計では 2023年時点で 188.4万人と推計さ
れている 1）。また、脳血管疾患により片麻痺を呈
することも多く、我が国における要介護状態とな
る原因疾患としては、2023年時点で脳血管疾患が
認知症に次いで多く、全体の 16.1％となってい
る 2）。片麻痺者では歩行獲得のため短下肢装具（以

下、Ankle Foot Orthosis : AFO）を製作することが
ある。先行研究では、今後必要となるのはどのよ
うな患者がどの AFOをいつ使用することが適切
であるか見極めることであると述べられてい
る 3）。一般的には入院中に処方された AFOを退院
後も継続して使用することが多く、入院中と退院
後で異なる種類の AFOを処方した報告は少な
い。全国の回復期リハビリテーション病棟を対象

◎症例報告

片麻痺患者のニーズに応じた短下肢装具処方が
歩行パラメータに及ぼす影響

The Impact of Ankle-Foot Orthosis Prescription Based on the Needs of Hemiplegic Patients on Gait Parameters

森嘉裕 1,2），春名弘一 3），早川康之 4），加藤士雄 3），
加藤雄大 1,5），安彦かがり 1），雄谷太一 6），昆恵介 4）

要 旨

本研究は、脳卒中後片麻痺患者において、患者ニーズに応じた短下肢装具（AFO）の選定が
歩行パラメータに与える影響を検証することを目的とした。対象は、50歳台男性で、入院時
に安定性を重視したWOT（WalkOn Trimable®）退院後に歩行速度向上を目的とした GSD

（GaitSolutionDesign®）を処方した。3次元動作解析装置を用いて、Symmetry Index、足関節
背屈モーメント、歩行速度、足部パワー、歩行周期割合などのパラメータを計測・解析した。
結果として、WOTは背屈制動機能により動的バランスを向上させ、GSDは油圧による底屈
制動機能により Heel Rocker（HR）の構築を促進し、歩行速度向上に寄与した。HR構築の
ための GSDの適応として、先行研究同様、歩行速度が重要であるという結果となった。本
研究は、患者ニーズと根拠に基づいた AFO選定が、患者の社会復帰や生活の質向上に寄与
する可能性を示唆するものである。今後は、多くの症例を対象に長期的な装具機能の効果を
検討する研究が必要である。

キーワード：患者ニーズ、短下肢装具、制動機能
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に AFO処方の実態を調査した研究では、109病院
において 1年間に 3543件の AFOが処方され、そ
の内訳は 34種類に及ぶことを報告している 4）。割
合の多い順ではシューホーン AFO、両側金属支柱
AFO、オルトップ AFO、タマラック・ジレット継
手 AFO、GSDであり、上位 5種類で 85.9％を占
めたとされる。このように AFOは多様な種類と
機能を有しているにもかかわらず、実際の臨床で
は入院中に選定された装具がそのまま退院後も継
続使用されることが少なくないのが現状である。
先行研究において、装具に必要な機能は遊脚期

の下垂足を防止する背屈補助モーメントおよび患
側接地時の底屈制動モーメントが挙げられ、これ
を実現するために油圧による底屈制動が可能な
GaitSolutionDesign®（以下、開発された 5）。一方で、
背屈制動機能の付加については見解が分かれてお
り、下腿三頭筋の筋緊張亢進例では背屈制動モー
メントの増加により立脚中期以降の下腿前方回転
が制限される可能性を指摘し、背屈制動機構を付
加しない方がよい場合があると述べている 6,7）。こ
れに対し、片麻痺者では立脚中期から後期にかけ
て下腿および身体を前方へ回転させることへの恐
怖感が存在するため、背屈制動機構を付加するこ
とで恐怖感が軽減し、膝折れの防止や身体前方回
転の増大につながる可能性があると仮説が提示さ
れている 8,9）。
このように、AFOの機能選択は一律ではなく、

対象者の身体機能、歩行能力、さらには生活環境
や本人のニーズに応じて再検討されるべきである
と考えられる。特に脳卒中後の片麻痺患者では、
発症からの経過とともに身体機能や活動範囲が変
化するため、装具もそれに応じて変更することで
能力を最大限に発揮できる可能性がある。
本研究では、脳卒中発症後に片麻痺を呈し、回

復期リハビリテーション病院退院後に社会復帰し
た症例を経験した。本症例に対し、入院中および
退院約 1年後に異なる種類の AFOを処方し、そ
の時点の本人ニーズおよび歩行能力に基づき装具
選定を行った。入院中と退院後で異なる AFOを
処方し、その歩行パラメータへの影響を 3次元動
作解析装置により検証した報告は少ない。そこで
本研究では、症例のニーズや歩行能力に応じた

AFO処方が歩行パラメータに反映されているか
を検証することを目的とし、3次元動作解析装置
を用いて検証したため報告する。

2. 対象と方法
2─1	 対象と経過
対象は左被殻から視床にかけて脳出血を発症し
右片麻痺を呈した 50歳台男性（身長：1.73 m、体
重：73.3 ㎏）とした。職業は会社員で事務作業を主
に担っていた。本症例の基本情報を表1に示す。
本症例は発症後約 3週間後に回復期リハビリテー
ション病棟へ転棟した。入院中にブレースカン
ファレンスにて処方装具を検討し、OttoBock社製
のWalkOn Trimable®（以下、WOT）を処方した。処
方理由として、対象者ニーズ（表1）は①靴が履き
やすい装具②安定して歩ける装具③通勤（仕事で
も使える）で使用できる装具の希望があった。これ
らを踏まえ、シューホーン型 AFOでは、継手付き
のプラスチック AFOより靴は履きやすいが固定
性が強くなり、 GSDでは麻痺側の後退が出現し
屋外歩行では特に左右方向の動揺や歩行速度の低
下が顕著であった。そこで、対象者ニーズの靴が
履きやすく安定性を確保できる AFOとして底背
屈制動機能があるWOTでの屋外歩行を評価し
た。WOTは他のシューホーン型 AFOや GSDと
比較し歩行の安定性、耐久性、速度の向上を認め
たため、処方装具をWOTにした。WOT処方後
は、屋外歩行、買い物、地下鉄乗車、通勤練習な
ど多様な実用歩行練習を実施した。退院時には、
セルフケアや杖と AFO使用にて屋外歩行自立も
獲得し、自宅退院となった。退院後は、週 2回の
訪問リハビリテーションと週 3回の通所リハビリ
テーションを利用し、退院から約 1カ月後に職場
復帰も果たした。
退院から約 1年後に当院装具外来にて AFOの
再製作を行った。この時にはフルタイムでの復職
を果たし、屋外歩行は通勤含め杖と AFOで自立
であった。AFO再製作にあたっての本人ニーズ
は、①速く歩きたい、②階段でも使いやすい（通勤
で地下鉄利用時にエレベータを使用していたが、
自宅から近い階段の入口を使いたいため）、③靴が
履きやすいであった。そこで、通所リハビリテー
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ション担当者と協議し、屋外歩行（不整地や階段昇
降など）を評価した。その結果、本症例では背屈制
動を付加すると階段昇降の妨げや傾斜路面での不
安定性が認められた。一方、底屈制動のみとする
ことで長距離屋外歩行時の安定性および耐久性が
担保できたため、最終的に製作装具を GSDとし
た。本症例の入院時から AFO再製作までの流れ
を図1に示す。対象者にはヘルシンキ宣言に従っ
て、研究内容と方法について口頭および書面にて
十分に説明を行い、書面にて同意を得た。本研究
は、北海道科学大学倫理委員会（研究倫理第 437
号）、札幌麻生脳神経外科病院倫理委員会（研究倫
理第 2021─35号）の承諾を得て実施した。また、本
研究において利益相反関係にある企業等はない。

2─2　方法
対象者のニーズや歩行能力に応じた AFO処方

が歩行パラメータに反映されているかを検証する
ため、GSDとWOTについて歩行パラメータを解
析した。主な解析項目は、入院時の本人ニーズで
安定性が挙げられ、安定性に関するパラメータを
検証した。また、退院後のニーズである、速く歩
きたい、階段を使用したい、との希望があり、底

屈制動背屈遊動の GSDを処方したため、GSDの
底屈制動の適応や、歩行速度などのパラメータを
検証した。詳細な方法を以下に記す。

2─2─1　計測機器
計測には、3次元動作解析システムを用いた。赤
外線カメラは 15台（Veroカメラ 6台、Tカメラ
8台、Bonitaカメラ 1台；VICON Motion Systems 
Ltd. Oxford, UK）を使用した。床反力計は 10基
（AMTI社 製；Advanced Mechanical Technology, 

表 1　対象者の基本情報
退院時 退院から約 1年後

身体機能

Br. stage（上肢 /手指 /下肢） Ⅴ /Ⅴ /Ⅳ Ⅴ /Ⅴ /Ⅳ

筋緊張
（Modified Ashworth  

Scale : MAS）

膝関節伸展 0 0

足関節背屈 1＋ 1

麻痺側筋力 
（Manual Muscle  

Testing : MMT）

股関節屈曲 3 4

股関節伸展 2 4

股関節外転 2 3

膝関節屈曲 3 3

膝関節伸展 3 5

足関節背屈 3 3

足関節底屈 2 2

歩行
（T-cane＋ AFO）

10 m歩行（至適 /最大努力） 12.30 s/8.65 s 9.79 s/7.98 s

6分間歩行 295 m 340 m

装具ニーズ

屋外で使える 速く歩きたい

仕事でも使える 階段でも使いやすい

靴が履きやすい 靴が履きやすい

安定したもの

図 1　対象者の入院時からの経過
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Inc. Watertown, MA, USA）を用いた。計測路面は
15 mとし、その中央部に床反力計を左側に 4基、
右側に 4基、前後に 1基ずつ配置した。

2─2─2　マーカ貼付
3次元動作計測に当たっては身体に φ14 mmの

反射マーカを、プラグインゲイトモデル 10）に従っ
て 39点を貼付し、それに加えて、両股関節、両膝
関節内側部、両足関節内側部、両第 1中足骨頭部、
両第 5中足骨頭部、装具内外側上縁、装具内外側
下縁の頂点内外側の計 53点に貼付した。

2─2─3　データ処理方法
3次元動作解析装置にて得られた計測データの
解析に使用したソフトは、Nexus2.12.1（VICON 社
製）を用いた。計測時のマーカに対するサンプリン
グ周波数は 100 Hz、床反力計から得られるアナロ
グデータに対しては 100 Hzとした。計測で得られ
たモーションキャプチャー専用ファイル（c3d形
式ファイル）を解析専用ソフトである Visual3D 
x64 Student Edition v2024.03.3（HAS ─Motion, 
Kingston, ON, Canada, ver.2024.03.3）に読み込み、
ローパスフィルタを実施した。その際の遮断周波
数について、マーカ座標は 6 Hz、床反力は 18 Hz
とした。このカットオフ周波数は、歩行中の床反
力に含まれる周波数成分の特性に基づき、先行研
究を参考に設定した 11,12）。ローパスフィルタをか
けたデータから頭部、体幹、骨盤、上腕、前腕、
手、大腿、下腿、足部のリンクモデルを構築した。

2─2─4　解析方法
算出したパラメータは、歩行の安定性の評価と

して、歩幅の Symmetry Index（％）を算出した。次
に、底屈制動の適応として、 歩行速度（m/s）、足
関節内部背屈モーメント最大値（Nm/kg）、荷重応
答期（Loading response : LR）の割合（％）、足部の
粘弾性要素から放出されるパワー（J）とした。パラ
メータの算出方法を以下に示す。
2─2─4─1　Symmetry Index（SI : ％）
先行研究 13）を参考に、非観察側のつま先離地時
の観察側踵マーカから観察側つま先離地時の非観
察側踵マーカの y座標位置との差から歩幅を求め
た。麻痺側歩幅（V1）と非麻痺側歩幅（V2）を元に、
式（1）を用いて Symmetry Indexを算出した。

 式（1）

2─2─4─2　歩行速度（m/s）
歩行速度は、COGの y（進行方向）方向への移動
距離を時間で微分した値を使用し、1歩行周期の
平均の歩行速度を算出した。
2─2─4─3　 足関節内部背屈モーメント最大値 

（Nm/kg）
足関節背屈モーメントは、 親セグメントを下腿

部、子セグメントを足部にし、足関節軸を回転中
心とした際のオイラー角（xyz）で計算し、足関節内
部背屈モーメント（Nm）を算出した。個々の体重
の影響を取り除くため、これを対象者の体重で除
し、Nm/kgとし最大値を求めた。
2─2─4─4　歩行周期の割合（％）

1歩行周期中の、LR、立脚中期（Mid Stance : 
MSt）、立脚終期（Terminal Stance : TSt）、前遊脚
期（Pre Swing : PSw）、遊脚期（Swing）を抜き出し
た。踵接地は床反力計を踏んだ瞬間、つま先離地
は床反力計から離れた瞬間とした。踵離地は非観
察側のつま先離地から観察側の踵接地までの間で
観察側の踵マーカの z方向の移動速度が
0.06 m/sを超えた瞬間とした。これらの歩行周期
の合計を 100％とした時の LRの歩行周期の割合
を求めた。
2─2─4─5　 足部の粘弾性要素から放出されるパ

ワー（以下、足部パワー）（J）
足部の粘弾性要素から放出されるパワーは先行
研究 14）を参考に算出した式（2）。

 

 式（2）

ただし、F：足部から下腿部に作用する体節間浸
透力、V：足継手の移動速度、･：ベクトルの内 積、
M：矢状面足関節モーメント（底屈モーメントを
正）、ω S：下腿部の矢状面角速度（身体右側面か
ら見て反時計回りを正）。足部の力学的エネルギー
は足部の位置エネルギー、並進の運動エネルギー、



Journal of Assistive Technology in Physical Therapy　Vol.6　No.1　2026 9

回転の運動エネルギーを考慮した。 このパワー
をそれぞれ四つの区分に分け（J1：接床期の
ショック吸収、J2：下腿の立ち上がりを助けるパ
ワー、J3：立脚後期の背屈により蓄積されるパ
ワー、身体の転倒にブレーキをかける、J4：下肢
の振りを助けるパワー）、それぞれの区間の積分
値（J）を求めた。

2─2─5　計測方法
計測で用いた AFOは、WOT、GSDを使用した。

計測前の準備として、それぞれの条件で計測に慣
れるため、十分な練習時間を確保した。3次元動
作解析では、加速路と減速路をつけた 10 m歩行
路を至適速度で歩行するように指示した。対象者
の疲労も考慮し、1条件につき 4から 5施行実施
した。条件はそれぞれ、1）WOT条件、2）GSD条
件の 2条件とした。計測は、退院から約 1カ月後
（以下、退院 1カ月後）と、退院から約 1年後（以
下、退院 1年後）の 2回実施した。GSDの油圧設
定に関しては、理学療法士の歩行分析に基づき設
定し、退院時の計測は油圧設定 3.0とし、退院後
の計測は油圧設定 2.5とした。

2─3	 統計手法
統計解析には BellCurve® for Excel（社会情報

サービス株式会社、東京、日本、ver.4.04）を用い
た。3次元動作解析により得られた歩行パラメー
タについて、退院 1カ月後 GSD歩行、退院 1カ

月後WOT歩行、退院 1年後 GSD歩行、退院 1年
後WOT歩行の 4条件を Steel-Dwass法を用いて
解析した。なお、本症例は単一症例による検討で
あるが、各時期における身体機能や環境変化が著
しく、各計測データは独立した試行におけるパ
フォーマンスを示すものと定義し本手法を選択し
た。有意水準は 5％とした。また、退院 1カ月後
と退院 1年後の比較は主解析ではなく、発症後経
過に伴う身体機能およびニーズの変化を示す補足
的解析として位置づけた。

3. 結果
表2は今回着目した評価パラメータを中央値
と四分位数（第 1四分位数：Quartile～第 3四分
位数：quartile 3）で示しており、表の統計結果に
は、検定結果が有意になったパラメータ同士を大
小関係で記した。
安定性の評価結果として、退院時の SI（値が 0％

に近いほど対称性が高いことを示す）は GSD（SI
＝－21.1％）に比べWOT（SI＝－13.6％）で 7.4％
低値を示し、GSDよりWOTで対称性が高い結果
となった。
次に、AFOの底屈制動の適応についての結果
は、足関節内部背屈モーメントでは、退院 1カ月
後の GSDに比べ、退院 1カ月後のWOTと退院
1年後の GSDにおいて有意に増加を認めた。ま
た、足部パワーの時間変化を図2に示す。統計結

表 2　各条件における歩行パラメータ結果
A：退院 1カ月後

GSD歩行
B：退院 1カ月後

WOT歩行
C：退院 1年後 

GSD歩行
D：退院 1年後 

WOT歩行 統計結果

歩行速度（m/s） 0.55（0.51-0.56） 0.57（0.55-0.60） 0.83（0.72-0.85） 0.75（0.67-0.79） A,B＜ C,D

足関節背屈モーメン
ト最大値（Nm/kg） 0.02（0.02-0.06） 0.16（0.08-0.26） 0.11（0.02-0.14） 0.04（0.02-0.23） A＜ B,C

足部パワー J1（J） 1.31（1.02-1.64） 1.85（1.36-2.11） 1.25（0.83-1.45） 1.82（1.47-2.23） n.s.

足部パワー J2（J） 0.11（0.03-0.31） 0.20（0.06-0.30） 1.01（0.27-2.49） 0.28（0.20-0.54） A,B＜ C

足部パワー J3（J） 3.81（3.19-4.77） 2.70（1.60-3.02） 4.70（3.88-6.81） 6.08（5.52-6.51） B＜ A,C,D/A＜ D

足部パワー J4（J） 1.00（0.40-1.63） 2.42（1.70-3.13） 8.66（6.20-13.58） 4.43（3.95-6.39） A＜ B,C,D/B＜ C,D

※ GSD : GaitSolutionDesign, WOT : WalkOnTrimable
※パラメータの値は中央値（Q1-Q3）

※ p＜ 0.05
※ J1 : 接床期のショック吸収

※ J2 : 下腿の立ち上がりを助けるパワー
※ J3 : 立脚後期の背屈により蓄積されるパワー

※ J4 : 下肢の振りを助けるパワー
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果では J2の退院 1年後の GSDにおいて、退院
1カ月後の GSD、WOTと比較し有意に増加した。
J2は J1で吸収したパワーを放出する期間であ
り、この積分値が大きいほど J1で吸収したパワー
を J2で放出できていると解釈できる。さらに、
図3は各条件における歩行周期の割合を示して
おり、LRに着目すると、退院 1年後の GSDでよ
り正常歩行に近い割合となっている。

4. 考察
本症例の AFO選定に際し、入院中の本人ニー

ズは屋外を安定して歩ける装具の希望があった。
先行研究において、歩行の非対称性は動的バラン
スの低下をきたすことが示されている 15）。今回、
本症例の安定性の評価として動的バランスに焦点
を当て歩幅の SIを求めた。その結果、歩幅の SI
は退院 1カ月後の GSDよりもWOTで 0に近い

値を示す傾向がみられた。したがって、本症例で
はWOT使用時に左右対称性が高まり動的バラン
スの改善に寄与していた可能性が示唆される。こ
の要因として、背屈制動の AFOに関して、麻痺側
立脚期の安定性を改善することが報告されてお
り 16）、装具の背屈制動機能が動的バランスに影響
を及ぼしていたと考えられる。つまり、本人ニー
ズである安定性に関しては、動的バランスにおい
てWOTが本人ニーズに沿った処方であったと考
えられる。
次に、退院 1年後には階段昇降をしやすく歩行
速度を向上させたいとニーズがあった。階段昇降
に関しては、AFOに背屈制限もしくは制動を付加
することで下腿の前傾を妨げるため、階段昇降時
の下腿前傾が妨げられ昇降のしにくさに繋が
る 17,18）。そのため、AFOは背屈遊動が望ましいこ
とが考えられる。また、歩行には Heel Rocker : 
HR、Ankle Rocker : AR、ForeFoot Rocker : FFR、
Toe Rocker : TRの四つのロッカー機能が存在す
ると定義されている 19）。この Rocker機能は歩行
の推進力に関連しており、円滑な歩行を実現する
ために必要不可欠な機能である。そのため歩行速
度向上を目指すにあたり Rocker機能の構築は重
要で、本人ニーズの靴が履きやすい装具として最
適と考えたのが GSDであった。先行研究におい
て片麻痺者の歩行を詳細に分析した結果、ARに
至る前の HRに特徴があることが明らかされ
た 20）。そこで GSDの底屈制動により HRを構築
できているかを、足関節背屈モーメント、足部パ
ワー、歩行周期における LRの割合に着目した。 
本症例は入院中には GSDの油圧による底屈制動
では HRを構築できなかった。この要因として歩
行速度の低下が挙げられる。油圧による底屈制動
機能がある GaitSolutionはストローク量に加えて
動作速度にも依存して抗力が増大するため、油圧
ダンパーでは速度が大きいほど大きな抗力を発生
することが報告されている 5）。このことから、退
院 1カ月後の本症例では歩行速度の低下に伴い、
GSDの油圧制動を十分に利用できなかったと考
えられる。本症例では、退院 1年後の GSD使用
時に背屈モーメントおよび足部パワー J2の増加
が認められた。これらの変化は、油圧による底屈

図 2　足部パワーの相分け
（上：江原義弘 義足足部のエネルギー放出量の計算方式　義装
会誌 Vol.17 No.4 2001より引用 13））と対象者の条件ごとの結果
（下）
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制動機構が踵接地直後のエネルギー吸収を制御
し、MSt以降の下腿前方回転を促進した結果と考
えられる。J1と J2のエネルギーバランスが改善
していたことから、HR機能がより効率的に構築
されていた可能性が示唆された。
さらに、本症例では前脛骨筋筋力に明らかな変

化は認められなかったが、末梢では GSDの底屈
制動モーメントが遠心性制御を補助し、中枢では
股関節および膝関節周囲筋の機能向上が身体前方
移動を可能にしたと推察される。これにより立脚
後期の推進力が増加し、足部パワー J3および J4
の増加につながった可能性がある。
本報告の特徴は、入院中と退院後で異なる AFO

を選定した点にある。一般的には同一装具を継続
使用することが多いが、本症例では病期や活動レ
ベルの変化に応じて処方を変更した。その結果、
HR機能の構築および歩行速度の向上が認められ
たことは、患者ニーズに即した装具選定の重要性
を示唆するものである。

5． 結論
本研究の結果、WOTは底背屈制動機能を活か

して動的バランスを向上させた。一方、GSDは油
圧による底屈制動機能を活かし、HRの構築を促
進することで歩行速度を向上させた。HRを機能
させるための GSDの適応としては、歩行速度は

重要であり、先行研究と同様の結果となった。本
研究は、患者ニーズと根拠に基づいた AFO選定
が、患者の社会復帰や生活の質向上に寄与する可
能性を示唆するものである。しかし、本研究は単
一症例の報告であり、評価項目や歩行課題も限定
的で、一般化には限界がある。今後は症例数を増
やし、多様な歩行課題を含めた検討が必要である。
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Abstract:

This study aimed to evaluate the impact of selecting appropriate anklefoot orthoses (AFOs) 

based on patient needs on gait parameters in post-stroke hemiplegic patients. The subject was a 

male in his 50s who was prescribed the WalkOn Trimable® (WOT) during hospitalization to 

prioritize stability and the GaitSolutionDesign® (GSD) after discharge to improve walking speed. 

Using a 3D motion analysis system, parameters such as the symmetry index, ankle dorsiflexion 

moment, walking speed, foot power, and gait cycle proportions were measured and analyzed. 

The results indicated that the WOT improved dynamic balance through its dorsiflexion braking 

function, while the GSD contributed to improved walking speed by promoting the construction 

of the Heel Rocker (HR) through its hydraulic plantarflexion braking mechanism. Similar to 

previous studies, walking speed was found to be a critical factor in determining the applicability 

of the GSD for HR development. This study suggests that selecting AFOs based on patient 

needs and evidence-based rationale may contribute to social reintegration and improved quality 

of life for patients. Future studies should focus on examining the long-term effects of AFO 

functionality across a larger number of cases.

Key words: Patient Needs, Ankle-Foot Orthosis, Control Function
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1. はじめに
外反母趾とは母趾が母趾中足趾節関節で外反し

た変形である。65歳以上の 35.7％が罹患する足の
障害で、女性に多いことが報告されている 1）。変
形は加齢とともに進行し 2）、疼痛 3）だけでなく、歩
行能力低下 4）や転倒リスクの増加を伴う 5）。重度
の外反母趾に対しては、除痛や足部機能の改善を
目的とした矯正術が施行される。日本では人口の
高齢化にともない矯正術を施行する高齢者が増加
している 6）。
外反母趾に対して矯正術が施行された患者の後

療法では、術後早期に前足部の免荷が必要になる。
当院では矯正術を施行した翌日、医師が足関節中
間位でヒール付きギプスを作成し、踵荷重でのリ
ハビリテーションを開始する。通常、歩行を中心
とした日常生活動作能力の獲得が入院中のリハビ
リテーションの目標となるため、踵荷重が安定し
なければ入院期間は延長してしまう。2023年に当
院で外反母趾矯正術が施行されたのは 7症例（女
性 6例）であった。平均年齢は 69.9± 8.2歳、全症
例が片側であった。後療法は、全症例がヒール付
きギプスを使用し、術翌日から歩行練習を開始し

◎症例報告

両側同時に外反母趾矯正術を施行した高齢患者に
補高靴を作成した経験

Experience of creating a support shoe for an elderly patient 
who underwent simultaneous bilateral hallux valgus correction surgery

鳥山貴大，関崎研八

要 旨

【目的】高齢かつ両側同時に外反母趾矯正術が施行された患者に対して、前足部の免荷を目的
とした補高靴を作成した。結果、術後早期に歩行を獲得し自宅退院に至った。本症例に作成
した補高靴の工夫と術後経過について報告する。

【症例紹介】60歳台後半の女性。両側に重度の扁平足と外反母趾、歩行時にリスフラン関節
とバニオン部に疼痛があり、X日に矯正術が施行された。術後より踵荷重が許可された。

【介入】X日に補高靴を作成した。既製品の介護靴にオーダーメイドでアウトソールの補高を
行い、さらに理学療法士が前足部をグラインダーで切削した。

【結果】X＋ 1日から補高靴を使用して歩行練習を開始、X＋ 2日に歩行器歩行が自立、X＋
7日に自宅退院した。補高靴の使用による有害な事象は生じなかった。

【結論】補高靴は、前足部の荷重制限を遵守できない、転倒リスクが高い、歩行自立までに長
期の入院リハビリテーションを要する症例に対して、ヒール付きギプスの治療と同等の効果
を示す。

キーワード：外反母趾、補装具、急性期、歩行
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た。術後に歩行が自立するまでの日数は平均 2.3
± 1.7日であった。平均術後入院期間は 10.0± 4.5
日であり、全症例が自立した歩行（松葉杖や歩行器
などの歩行補助具を使用）と自宅生活に必要な日
常生活動作を獲得し退院した。
外反母趾患者は術前からバランス能力が低

下 7,8）している。加えて、ヒール付きギプスは支持
基底面が小さく限定され、足関節も固定されるた
め、バランス戦略には不利である。足関節の可動
性 9）はバランス能力に関連する重要な因子である
が、隣接関節の機能も低下する高齢患者では、立
位や歩行の不安定性が課題となる。
本症例は高齢かつ両側同時の矯正術が予定され

たため、術後早期の歩行獲得に難渋する可能性が
あった。そこで本症例にはヒール付きギプスの代
替として、踵部分のアウトソールのみが補高され
た靴（補高靴）を作成した。その結果、術後早期に
歩行を獲得することができた。本症例に作成した
補高靴の工夫と術後経過について報告する。

2. 対象
症例は 60歳台後半の女性（身長 156.7 cm、体重

54.5 kg）。現病歴として数年前より両側に重度の
扁平足と外反母趾あり。歩行時にリスフラン関節
とバニオン部に疼痛があった。手術（X）─2カ月に
当院整形外科に紹介受診。X─14日に矯正術
（DLMO法）が計画された（図1）。
術前の日常生活活動は全て自立しており、歩行

は独歩であった。夫と 2人暮らし、専業主婦で家
事をしていた。既往歴に右変形性股関節症（人工股
関節置換術）があった。なお、本報告に関しては、
対象者に口頭にて説明を行い、同意を得た。

3. 補高靴の作成経過
X─14日の診察時に医師から本症例に術後リハ

ビリテーションについて説明を行い、補高靴を作
成することが決定した。同日、医師から理学療法
士に足サイズ計測と至適な靴の評価が依頼され
た。担当医より、ヒール付きギプスでは術後の歩
行獲得に難渋し、入院期間が延長する可能性があ
るため、補高靴を作成するよう指示を受けた。補
高靴を必要と判断した理由は、一つ目に、矯正術
後に前足部荷重のリスクが高いためであった。こ
れは、歩容が体幹前傾位で両側ともにヒールロッ
カーが不足しており、常に前方重心になってしま
うことから判断された。二つ目にヒール付きギプ
スで足関節が固定された場合に、転倒リスクが高
まると予測されたためであった。これは、腰椎に
右凸の側弯と両側立脚期にデュシェンヌ跛行（右
＞左）があり、股関節や体幹でのバランス戦略が乏
しいことから判断された。三つ目に、本症例は手
術後にヒール付きギプスで生活することに対し
て、「不安定で転びそう」という発言があり、アド
ヒアランスは不良であった。
補高靴の条件として①踵部分のみが補高されて
いること、②前足部が矯正した母趾に干渉しない

図 1　術前後の Xp画像
a：術前（荷重位）
b：術直後（非荷重位）
c：術後 7週（前足部の鋼線抜去後）（非荷重位）
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ことが挙げられた。補高靴の材料には、前足部が
ベルクロで開排可能な介護靴が適していた。矯正
術の術後管理では数日間、母趾をガーゼと包帯で
保護するため、前足部が幅広かつベルクロでサイ
ズ調整が可能であることが必要であった。
患者の足サイズ計測の結果（右 /左）を示す。足

長 は 22.6 cm/22.6 cm、 足 幅（ 免 荷 ）は
9.3 cm/9.3 cm、足幅（荷重位）は 10.3 cm/9.6 cm、
足囲（免荷）は 23.2 cm/23.6 cm、足囲（荷重位）は
23.2 cm/23.6 cmであった。JIS規格を参考にする
と、靴のサイズは 3E、23.0 cmと判断された。同
サイズの介護靴を試し履きし、使用感に問題ない
ことを確認した。介護靴はアウトソールをオー
ダーメイドで 2 cm補高し、注文から 2週間で納
品された（オープンマジック：徳武産業株式会社
あゆみ、両足の税込み価格 13,530円、自己負担 10
割）（図2a）。

X日に補高靴を作成した。踵部分の形状は、フッ
トプリントとレントゲン画像、術後の足趾アライ
メントを考慮して医師と協議の上決定した。介護
靴の前足部の不要なアウトソールはグラインダー
（マキタ電機製作所）を用いて切削した（図2b）。補
高靴を作成した理学療法士はインソールの作成を
目的として、日常的にグラインダーを使用するこ
とがあった。しかし、今回と同様の方法でアウト
ソールの加工を行うのは初めてであった。ただし、

1年に数回アウトソールに用いられる素材を切削
し、簡易な補高やウェッジソールを作成する経験
を有していた。
補高靴作成に費やした時間は一足 60分であっ

た。ヒール付きギプスと比較した場合に、補高靴
では荷重できる踵部分の面積が拡大した（図3）。

図 3　靴底の比較（イメージ図）
補高靴の足底にギプスヒールの足底を重ねて比較した。
足底面の前後長は補高靴が 10.3 cm、ギプスヒールが 5.2 cmで
あった。

図 2　補高靴（加工前後）
a：加工前　b：加工後

グラインダーを用いて介護靴の前足部の不要なアウトソールを切削した。ヒール部分の前端は内側楔状骨の直上であった。介助靴はア
ウトソールを切削しても前方に倒れることはなく安定していた（b）。
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4. 術後経過
X＋ 1日から補高靴を使用して歩行練習を開始

した。安静時痛はなかったが、歩行時に NRS3の
創部痛があった。補高靴の着脱は患者本人が容易
に可能であった。X＋ 2日に歩行器歩行が自立し
た。歩行時には NRS1の創部痛があった。X＋ 3
日に 20 cm程度の段差昇降が介助下で可能と
なった（夫の介助があれば自宅生活が可能である
ことを確認できた）。X＋ 7日に自宅退院した（図
4）。創部痛は NRS0、関節可動域は背屈 40°/40°、
底屈 10°/10°であった。
退院後の生活の状況について、外来の理学療法

介入時（X＋ 2週、X＋ 4週）に聴取したが、補高
靴の取り扱いに問題はなかった。補高靴は X＋ 4
週に足底接地が許可されるまで使用したが、矯正
術を施行した母趾および靴を含めて有害な事象は

生じなかった（表1）。補高靴の価格面と使用感に
ついて患者の満足度は高かった。その理由は、①両
側同時の矯正術を実施したが早期から安定した歩
行が可能で、早期の退院が可能であったことと、
②容易に着脱が可能であったことが挙げられた。

5. 考察
外反母趾は女性かつ高齢者に多い一般的な足部
変形で、片側よりも両側での発症が多いことが報
告されている 10）。両側外反母趾症例に対して、片
側ずつの段階的矯正と両側の同時矯正が施行され
た場合の有効性に関しては十分なコンセンサスが
得られていない。しかし、両側同時外反母趾矯正
術は片側外反母趾矯正術と比較した場合に、機能
面や放射線学的結果において治療成績が劣ること
はなく 11）、両側同時に矯正術を施行することを推
奨する報告もある 12）。本症例は医師から外反母趾
矯正術に対する治療計画について説明された後、
両側同時の外反母趾矯正術を選択した。
当院で加療される外反母趾矯正術患者の一般的
な後療法では、術翌日からヒール付きギプスを使
用し歩行練習を開始する。2023年度に加療された
7例は、全例が片側矯正術であった。平均年齢は
69.9± 8.2歳、平均術後入院期間は 10.0± 4.5日、
術後に歩行が自立するまでの日数は平均 2.3±
1.7日であった。一方、本症例は、高齢かつ両側同
時の矯正術が計画されたため、ヒール付きギプス
では術後の歩行獲得に難渋し、入院期間が延長す
る可能性があり補高靴を作成した。今回作成した
補高靴は、ヒール付きギプスと比較した場合に、
支持基底面が大きく、足関節が固定されないため
術後早期の歩行獲得に有益であった。本症例の術
後経過は良好で、X＋ 2日に歩行器歩行が自立、X
＋ 7日に自宅退院した。これは、当院で加療され

図 4　補高靴を使用した歩行の様子（X＋ 4日）
歩行器を使用して自立歩行が可能であった。

表 1　経過
　 診療経過 理学療法経過

X─14日 矯正術計画 理学療法介入開始
X─1日 入院

X日 矯正術（DLMO法）施行 補高靴作成
X＋ 1日 補高靴使用、歩行練習開始
X＋ 2日 歩行器歩行自立
X＋ 7日 退院
X＋ 4週 足底接地許可 補高靴の使用終了
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た片側矯正術の一般的な治療経過と比較しても同
等の治療成績であった。以上より、高齢かつ両側
同時の矯正術が施行されることにより、術後に前
足部の荷重制限を遵守できないこと、転倒リスク
が高いこと、歩行自立までに長期のリハビリテー
ションが必要で入院期間が延長する可能性が予測
された症例には、補高靴の適応があると考える。
しかし、補高靴の作成にかかる費用は自己負担 10
割であることから、ヒール付きギプスで安全に早
期に歩行が自立する症例には非適応と考える。
補高靴の作成に使用した介護靴は広く流通して

おり入手しやすいものであった。一方、アウトソー
ルの加工にはグラインダーを使用する必要があっ
たため、作成方法が一般化しにくいこと、作業時
間が長かったこと、前足部を過剰に切削してし
まった場合には修正が困難であることが課題で
あった。我々が渉猟する限り、過去にグラインダー
を用いて補高靴を作成した報告はなかった。しか
し、一部の理学療法士は、理学療法の手段の一
つ 13）として、インソールの作成 14）にグラインダー
を使用している。今回、補高靴を作成した理学療
法士もインソール等の作成を目的として日常的に
グラインダーを使用していたことから、補高靴の
アウトソールの加工を実施することができた。作
成した補高靴は、使用する前に靴としての安全性
や耐久性が得られているかには十分な配慮が必要
であり、グラインダーが使用できるだけでなく、
靴の構造に関する知識も必要であると考える。作
成する補高靴の安全性を考慮した場合、日常的に
グラインダーを使用している理学療法士、または
義肢装具士などの専門家が作成に携わるべきと考
える。
高窪ら 15）は、リウマチ性疾患患者に対する前足
部矯正術後に、前足部を免荷した足部装具を使用
したことで早期歩行が可能であったと報告してい
る。使用された足部装具は踵部分のみで構成され、
足部装具と足部はベルトで固定されていた。本症
例に作成した補高靴も基本的な構造は類似した
が、前足部の形状に相違があった。本症例に作成
した補高靴は前足部が開口する靴を使用したこと
で前足部を保護する機能も兼ね備えたと考える。
本症例に作成した補高靴は、既製品の介護靴に

オーダーメイドの補高を行い、さらに理学療法士
が前足部を切削加工することで作成したが、一般
化されていない補装具を身近な臨床で作成して使
用することは難しい。
今後の展望としては、3Dデジタル技術の活
用 16,17）や、医工連携 18）の実践により患者の個別性
に対応しなければならない状況において、最新の
知見や技術が反映される支援工学理学療法の体制
を確立していく必要があると考える。また、本症
例では、身体機能面の術前評価項目が不足してい
たが、バランス能力が評価できていれば、さらに
補高靴の適応を明確にすることができたと考え
る。

6. 結論
補高靴は、高齢かつ両側同時の矯正術が施行さ
れることにより、術後に前足部の荷重制限を遵守
できない、転倒リスクが高い、歩行自立までに長
期の入院リハビリテーションを要する症例に対し
て、ヒール付きギプスの治療と同等の効果を示す。

7. 利益相反
開示すべき利益相反はない。
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Abstract:

Objective : Custom-made shoes were created for an elderly patient who underwent corrective 

surgery for bilateral hallux valgus to prevent weight-bearing on the forefoot. Consequently, the 

patient regained the ability to walk early postoperatively and was discharged. This report details 

the design features of the custom-made shoes created for this patient and the postoperative 

course.

Case Presentation : A woman in her late 60s had severe flat feet and bilateral hallux valgus. 

Corrective surgery was performed on date X. Postoperatively, the patient was permitted to bear 

weight only on the heel area.

Intervention : On date X, the physical therapist created customized shoes. These shoes feature 

thick soles only in the heel area.

Results : Walking practice with custom-made shoes began on day X + 1. Independent walking 

with a walker was performed on day X + 2. The patient was discharged on day X + 7.

Conclusion : This case suggests that custom-made shoes can be as effective as heeled casts in 

cases that pose high risks of weight bearing on the forefoot, falling, or requiring long-term 

inpatient rehabilitation to achieve independent walking.

Key words: hallux valgus, custom-made shoes, Acute phase, walk
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1. はじめに
脳卒中片麻痺患者における歩行障害は主要な障

害の一つである 1）。脳卒中片麻痺患者は歩行速度
や自立度の低下をきたし、発症後 3カ月時点で約
35％の患者が歩行に介助を要しているとされてい
る 2）。さらに、亜急性期の脳卒中片麻痺患者の歩
行自立度は、回復期病棟退棟後の活動範囲 3）や退
院先 4）に影響を及ぼすことから、脳卒中片麻痺患
者に対する歩行自立度の改善は、理学療法におい

て主要な治療目標の一つであると考えられる。
亜急性期の脳卒中片麻痺患者の歩行自立度を改
善する手段の一つとして、近年、Robot Assisted 
Gait Training （以下、RAGT）の有効性が報告され
ている 5─10）。脳卒中治療ガイドライン 2021（改訂
2023）7）では、歩行が困難な発症後 3カ月以内の脳
卒中片麻痺患者に対して、歩行練習支援ロボット
を用いた歩行練習を行うことは妥当であるとされ
ている（推奨度 B、エビデンスレベル中）。さらに、

◎原著

歩行練習支援ロボットを用いた歩行練習を実施した
亜急性期の脳卒中片麻痺患者における歩行自立度の改善と

練習時のアシスト調整との関連
Relationship between gait independence and assistive function of robot in patients 

with subacute hemiplegic stroke after robot-assisted gait training
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要 旨

【目的】ウェルウォーク練習（以下、WW練習）中のアシスト機能ならびに練習設定と歩行自
立度の改善との関連を検証すること。
【方法】対象は、WW練習を実施した亜急性期の脳卒中片麻痺患者 79名とし、WW練習実施
前後の歩行自立度の変化率と練習時間の合計、歩行距離の合計（以下、総歩行距離）、練習初
日から最終日までの練習速度と膝伸展アシスト、振り出しアシストの変化率とした。ロジス
ティック回帰分析を用い、歩行自立度の改善に関わるWW練習中のアシスト機能ならびに練
習設定を検討した。
【結果】歩行自立度の改善と振り出しアシストの変化率および総歩行距離との間に関連を認め、
ロジスティック回帰分析では練習速度の漸増が関連因子として抽出された。
【結論】亜急性期の脳卒中片麻痺患者に対する歩行練習支援ロボットを用いた歩行練習におい
て、歩行自立度の改善には練習速度の漸増を通じた歩行練習量の増加が関連する可能性が示
唆された。
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2020年のコクランレビュー 8）や先行研究 9,10）にお
いて、亜急性期の脳卒中片麻痺患者に対するリハ
ビリテーションに RAGTを追加することは歩行
自立度の改善に有効であることが報告されてい
る。
本邦において、2020年の診療報酬改定により運

動量増加機器加算が新設され、各施設で歩行練習
支援ロボットの導入が進んでいる。現在、本邦で
導入されている歩行補助ロボットの代表的な機器
として、ウェルウォークWW─2000、WW─1000
（以下、ウェルウォーク）11,12）やロボットスーツ

Hybrid Assistive Limb® 13）が挙げられ、それぞれ介
入効果が報告されている。
本邦において多く活用が進められている歩行練

習支援ロボットの一つであるウェルウォークは藤
田医科大学とトヨタ自動車株式会社が共同開発し
た歩行練習支援ロボットであり、2024年において
全国で計 107台以上が導入されている 14）。ウェル
ウォークの効果として、歩行時に介助を要する亜
急性期の脳卒中片麻痺患者を対象に、ウェル
ウォークを用いた歩行練習（以下、ウェルウォーク
練習）を実施した群は、通常の歩行練習を実施した
群と比較し、歩行自立度の改善、歩行自立度の改
善効率が高いこと 11,12）や歩行時の距離、時間因子
の改善と異常歩行パターンを是正したことが報告
されている 15）。
以上より、亜急性期の脳卒中片麻痺患者におけ

る様々な歩行障害に対する RAGTの有効性に関
しては、一定の知見が得られている。また、RAGT
のアシスト調整によって歩行自立度の改善を認め
た報告では、Kuoら 9）は、亜急性期の脳卒中片麻
痺患者で Functional Ambulation Categories（以下、
FAC）が 3未満の者を対象に、RAGTに搭載されて
いる股関節、膝関節、足関節の屈伸アシストを全
て同じタイミング・割合で漸減していくことで、
アシストを漸減しない場合と比較し、歩行自立度
の改善が有意であったことを報告している。Park
ら 10）は、亜急性期の脳卒中片麻痺患者や脊髄損傷
患者を対象に、股関節・膝関節の屈伸アシスト、
体重免荷量を漸減し、練習速度を漸増することが
歩行自立度の改善に関連することを報告してい
る。さらに、福王寺ら 16）は、亜急性期の脳卒中片

麻痺患者に対する RAGTにて、股関節の屈伸をア
シストすることで、両側股関節伸展角度の拡大が
歩行速度の向上に寄与したことを報告しており、
歩行時のロボットによるアシスト機能は少なから
ず歩行中の関節運動へ影響を及ぼす可能性が示さ
れている。
その一方で、これらの研究では、解析対象のア
シスト機能や練習設定が限定的かつどのようなア
シスト機能の漸減が歩行自立度の改善に有用であ
るか不明確である点が研究限界として挙げられ
る。そのため、歩行自立度の改善に関わる RAGT
のアシスト機能や練習設定を包括的かつアシスト
機能別に検討することで、RAGTにおける最適な
練習設定の選択やアシストの漸減戦略に関する知
見を得ることができると考えられる。
以上より、亜急性期の脳卒中片麻痺患者の歩行
自立度の改善と RAGTの練習設定ならびにアシ
スト漸減戦略は関連するという仮説を立て、本研
究では、当院においてウェルウォーク練習を実施
した亜急性期の脳卒中片麻痺患者を対象に、ウェ
ルウォーク練習中のアシスト機能および練習設定
と、歩行自立度の改善との関連を後方視的に調査
し、歩行自立度に関連する練習設定の選択に関す
る知見を得ることを目的とし、検証した。

2. 対象および方法
2─1　研究デザイン
本研究は、単一施設においてウェルウォーク練
習を実施した亜急性期の脳卒中片麻痺患者を対象
とした後方視的観察研究であり、練習中のアシス
ト機能および練習設定に関する蓄積データを用い
て、歩行自立度の改善との関連について予備的に
検討を行った。

2─2	 対象
本研究の対象は、2018年 2月から 2022年 8月
までに回復期リハビリテーション病棟に入棟した
脳卒中片麻痺患者で、脳卒中を発症してから 90日
以内、回復期病棟入棟後 60日以内にウェルウォー
ク練習を開始した者とした。除外基準は、ウェル
ウォーク練習を中断、評価困難・データ欠損、ウェ
ルウォーク練習の実施期間が 2週間未満であった
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者とした。
本研究はヘルシンキ宣言に基づき、鵜飼リハビ

リテーション病院の倫理審査委員会によって承認
を得て実施した（承認番号：0016）。

2─3	 方法
2─3─1　 歩行練習支援ロボット：ウェルウォー

クWW─1000

ウェルウォークは、ロボット脚、安全懸架装置、
脚免荷ハーネス、正面モニタ、操作パネル、低床
トレッドミル、膝関節モータ角度センサ、足関節
可動範囲可変機構、足圧センサが主な構成要素で
ある。ウェルウォークには様々なアシスト機能が
搭載されており、膝伸展アシストは麻痺側立脚期
の膝関節伸展を補助し、最小 1～最大 10までの
10段階に調整が可能であり、振り出しアシスト
は、麻痺側遊脚期において前方のワイヤーでロ
ボット脚を上方牽引することで股関節屈曲を補助
し、最小 1～最大 6までの 6段階に調整が可能で
ある。また練習速度は 0.20～ 3.00 km/hの範囲で
0.05 km/h毎の調整が可能である 17）。

2─3─2　ウェルウォークを用いた歩行練習
当院におけるウェルウォーク練習の対象者の選

択基準は、先行研究に準じ 12,18,19）、テント上に一
側病変を有した初発の脳卒中片麻痺患者、Stroke 
Impairment Assessment Set（以下、SIAS）─ Lower 
Extremity（以下、LE）の運動機能（股関節と膝関
節、足関節）の合計が 5点以下の者、ウェルウォー
ク練習開始前の FAC 2以下の者とし、除外基準
は、心肺機能障害による練習制限、コントロール
不良の高血圧（安静時の収縮期血圧≧ 160 mmHg
または拡張期血圧≧ 100 mmHg）、頻脈（安静時≧
120/分）、重度の関節症または四肢の変形がある
者としている。
当院におけるウェルウォーク練習は、週 5～ 6
日、1日 40分のセッションを 2週間以上行った。
なお、40分間の練習時間には、対象者の休憩時間
や機器の着脱時間も含まれている。練習は臨床経
験が 10年以上の理学療法士 1名と担当の理学療
法士 1名で行った。ウェルウォーク練習の治療方
針は、徒手での介助やロボットのアシストを漸減
し、ウェルウォーク上にて監視下での歩行の獲得、

継続することであった。そのため、Assist─as─
needed20）の理論に基づき、練習中はロボットのア
シスト量を最小限に調整し、対象者が最大限の力
を発揮できるように調整した。アシスト量を漸減
する際の確認事項として、膝伸展アシストを漸減
する場合は、麻痺側立脚期における膝関節の屈曲
角度を確認した。振り出しアシストは、麻痺側遊
脚期における足部の引っかかりの有無と出現頻度
を確認した。練習速度は、アシスト量の調整に影
響を与えない範囲で漸増した。練習中の膝関節屈
曲開始タイミング、膝関節屈曲・伸展時間、膝関
節屈曲角度は対象者の歩容の変化に応じて調整し
た。また、体重免荷は歩行中に体幹を垂直位で支
持することが困難な場合に使用し、対象者の能力
の変化に応じて漸減した。全ての練習設定、アシ
スト量の調整は、練習に従事していた 2名の理学
療法士で協議し、決定した。ウェルウォーク練習
を終了する目安は、主治医と担当の理学療法士で
協議した上で、平地歩行において短下肢装具を使
用し、監視下での歩行を獲得した時点、あるいは
ウェルウォーク練習中の介助量が 2週間以上変化
を認めない時点とした。ウェルウォーク練習以外
の時間における理学療法は、主に起立練習や装具
を用いた歩行練習等を行い、治療の内容に制限は
なかった。ウェルウォーク練習を含めたリハビリ
テーションの 1日の総実施時間は、理学療法、作
業療法、言語聴覚療法が合計 3時間行われた。

2─3─3　調査項目
対象者の調査項目は、基本情報として、当院の
電子カルテならびにデータベースより、年齢、性
別、麻痺側、ウェルウォーク練習開始時の発症後
経過日数を収集し、さらにウェルウォーク練習実
施前後の Brunnstrom Recovery Stage下肢のスコ
ア、SIAS─LE運動機能の合計、SIAS─Abdominal、
ウェルウォーク練習実施前後に平地歩行練習で使
用していた下肢装具の種類・歩行補助具の種類、
歩行自立度の評価として FACを収集した。なお、
本研究の目的が下肢機能および歩行能力に焦点を
当てているため、上肢機能は解析対象外とした。
FACの評価は、2名の理学療法士がウェルウォー
ク練習の開始前後に歩行観察を行い、協議の上、
評価した。さらに、歩行自立度における練習実施
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前後の変化として、ウェルウォーク練習実施後の
FACと実施前の FACの差を求め、実施前の FAC
で除し、歩行自立度の変化率を算出した（以下、
⊿％ FAC）。なお、⊿％ FACは値が高いほど、歩
行自立度の改善度が高いことを示す。ウェル
ウォーク練習中のアシスト機能ならびに練習設定
における項目は、ウェルウォークの測定データよ
り、ウェルウォーク練習の初日から最終日までの
練習時間の合計（以下、総実施時間）とウェル
ウォーク練習中の歩行距離の合計（以下、総歩行距
離）、練習初日と最終日の練習速度と膝伸展アシス
ト値、振り出しアシスト値を収集した。練習速度
と膝伸展アシスト値、振り出しアシスト値は、ウェ
ルウォーク練習最終日の各練習設定値からウェル
ウォーク練習初日の各練習設定値の差を求め、
ウェルウォーク練習初日の値で除し、各練習設定
値の変化率（以下、⊿％練習速度、⊿％膝伸展ア
シスト、⊿％振り出しアシスト）を算出した。な
お、⊿％練習速度は値が高いほど、練習期間中の
トレッドミル速度が漸増したことを示し、⊿％膝
伸展アシスト、⊿％振り出しアシストは値が高い
ほど、練習期間中にアシストが漸減されたことを
示す。

2─3─4　統計学的検討
はじめに、亜急性期の脳卒中片麻痺患者におけ

る歩行自立度の改善に関わるウェルウォーク練習
中のアシスト機能ならびに練習設定を検討するた
め、⊿％ FACと総実施時間、総歩行距離、⊿％練
習速度、⊿％膝伸展アシスト、⊿％振り出しアシ
ストとの関連について Spearmanの順位相関係数
を用いて検討した。さらに、歩行自立度の変化の
有無を従属変数としたロジスティック回帰分析を
行った。交絡因子は、先行研究 21,22）に基づき、年
齢、練習開始時の SIAS─LE運動機能の合計とし
た。独立変数はウェルウォーク練習中のアシスト
機能ならびに練習設定に関する項目とし、独立変
数間の相関関係を確認し、多重共線性が懸念され
る変数については同時投入を避けた。さらに Vari-
ance Inflation Factorを確認し、多重共線性の影響
を考慮した上で解析を行った。
なお、歩行自立度の変化の有無については、ウェ
ルウォーク練習実施前後で FACが 1以上の変化
を認めた場合は変化あり、変化が 0以下であった
場合は変化なしとした。統計処理には統計ソフト
R Version 4.2.2（The R Foundation社製）を用いて
実施し、有意水準は 5％とした。

3. 結果
本研究では、当院でウェルウォーク練習を実施
した脳卒中片麻痺患者 119名のうち、79名が解析

図 1　解析対象者のフローチャート
ウェルウォーク練習：ウェルウォークを用いた歩行練習
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対象となった（図1）。解析対象者の基本情報と調
査項目の結果を表1、2に示す。対象者のうち、歩
行自立度に変化があった者が 33名、変化がなかっ
た者が 46名であった。次いで、⊿％ FACと総実
施時間、総歩行距離、⊿％練習速度、⊿％膝伸展
アシスト、⊿％振り出しアシストとの相関分析の

結果を表3に示す。相関分析の結果、歩行自立度
の改善を示す⊿％ FACと関連を認めた項目は、
⊿％振り出しアシスト（ρ＝ 0.34、p＝ 0.002）、総
歩行距離（ρ＝ 0.28、p＝ 0.012）であった。さらに、
独立変数間の相関分析を行った結果、総実施時間
と総歩行距離の間にのみ有意な高い相関（ρ＝

表 2　ウェルウォーク練習中のアシスト機能ならびに練習設定
FAC非改善群（n＝ 46） FAC改善群（n＝ 33）

ウェルウォーク練習の総実施時間（分） 159.16（123.98、225.51） 186.20（143.40、216.20）
ウェルウォーク練習の総歩行距離（m） 1443.70（960.52、2238.48） 2141.00（1468.20、3412.80）
⊿％練習速度 27.68（10.31、50.00） 40.39（18.80、66.67）
⊿％振り出しアシスト 33.33（0.00、137.50） 100.00（0.00、150.00）
⊿％膝伸展アシスト 112.50（0.00、400.00） 100.00（0.00、400.00）

中央値（四分位範囲）
ウェルウォーク練習：ウェルウォークを用いた歩行練習　　FAC : Functional Ambulation Categories
⊿％練習速度：（ウェルウォーク練習最終日の練習速度─ウェルウォーク練習初日の練習速度） / ウェルウォーク練習初日の練習速度 × 100
⊿％振り出しアシスト：（ウェルウォーク練習最終日の振り出しアシスト値─ウェルウォーク練習初日の振り出しアシスト値） / ウェル
ウォーク練習初日の振り出しアシスト値× 100
⊿％膝伸展アシスト：（ウェルウォーク練習最終日の膝伸展アシスト値─ウェルウォーク練習初日の膝伸展アシスト値） / ウェルウォー
ク練習初日の膝伸展アシスト値× 100
⊿％練習速度は、値が高いほど練習速度が漸増され、⊿％振り出しアシストおよび⊿％膝伸展アシストは、値が高いほどアシストが
漸減されたことを示す。

表 1　本研究の対象者の基本属性
FAC非改善群（n＝ 46） FAC改善群（n＝ 33）

調査項目 WW実施前 WW実施後 WW実施前 WW実施後
年齢（歳） 70（58、76） － 58（51、70） －
性別　男 /女（名） 31（67.4）/ 15（32.6） － 18（54.5）/ 15（45.5） －
診断名　脳梗塞 /脳出血（名） 25（54.3）/ 21（45.7） － 9（27.2）/ 24（72.7） －
障害側　右 /左（名） 27（58.7）/ 19（41.3） － 16（48.5）/ 17（51.5） －
発症後経過日数（日） 42.0（28.0、55.8） － 35.0（24.0、43.0） －

BRS下肢（名）
Ⅰ： 3 Ⅱ： 28
Ⅲ： 15 Ⅳ： 0
Ⅴ： 0 Ⅵ： 0

Ⅰ： 0 Ⅱ： 15
Ⅲ： 23 Ⅳ： 8
Ⅴ： 0 Ⅵ： 0

Ⅰ： 1 Ⅱ： 18
Ⅲ： 13 Ⅳ： 1
Ⅴ： 0 Ⅵ： 0

Ⅰ : 0 Ⅱ : 8
Ⅲ : 17 Ⅳ : 7
Ⅴ : 0 Ⅵ : 1

SIAS─LE運動機能の合計 1（0、2） 3（1.5、5.5） 2（0、3） 4（3、6）
SIAS─Abdominal 1（0、2） 2（1、3） 2（1、2） 2（2、3）
平地歩行で使用した装具
長下肢装具（名） 36（78.3） 8（17.4） 28（84.8） 1（3.0）
短下肢装具（名） 10（21.7） 38（82.6） 5（15.2） 32（96.9）
平地歩行で使用した補助具
平行棒（名） 29（63.0） 18（39.1） 24（72.7） 0（0.0）
四点杖（名） 12（26.0） 17（36.9） 5（15.2） 19（57.6）
一本杖（名） 0（0.0） 5（10.9） 3（9.1） 7（21.2）
その他（名） 5（10.9） 6（13.0） 1（3.0） 7（21.2）
FAC 1（1、2） 1（1、1.8） 1（1、2） 3（2、3）
⊿％ FAC 0.0（0.0、0.0） 100.0（50.0、200.0）

中央値（四分位範囲）、または人数（百分率）
WW : ウェルウォーク　　BRS : Brunnstrom Recovery Stage　　SIAS─LE : Stroke Impairment Assessment Set─Lower Extremity
ウェルウォーク練習：ウェルウォークを用いた歩行練習　　FAC : Functional Ambulation Categories
⊿％ FAC：（ウェルウォーク練習実施後の FAC─ウェルウォーク練習実施前の FAC）/ ウェルウォーク練習実施前の FAC× 100
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0.76、p＜ 0.01）を認めた。そのため、ロジスティッ
ク回帰分析では多重共線性を考慮し、総実施時間
の投入を避けた。ロジスティック回帰分析の結果
を表4に示す。ロジスティック回帰分析の結果、
歩行自立度の改善に対して、⊿％練習速度（オッ
ズ比：1.02、95％信頼区間：1.00─1.03、p＝ 0.015）
が有意な因子として抽出された。

4. 考察
本研究では、ウェルウォーク練習を実施した亜

急性期の脳卒中片麻痺患者において、ウェル
ウォーク練習中のアシスト機能ならびに練習設定
と歩行自立度との関連について検討した。その結
果、ウェルウォーク練習においては、振り出しア
シストの漸減と総歩行距離が多いことが歩行自立

度の改善に関連することが示唆された。また、ロ
ジスティック回帰分析の結果では、亜急性期の脳
卒中片麻痺患者における歩行自立度の改善に関連
する因子として、練習速度の漸増のみ抽出された。
はじめに、ウェルウォーク練習を実施した亜急
性期の脳卒中片麻痺患者において歩行自立度の改
善と振り出しアシストの漸減との間に関連を認め
た要因として、脳卒中片麻痺患者の異常歩行の一
つである、振り出しが困難であることと歩行自立
度との関連性が挙げられる。脳卒中片麻痺患者に
おいて振り出しが困難である特徴として、麻痺側
遊脚期における股関節と膝関節屈曲不足による足
部のクリアランス低下が挙げられる 23─25）。特に運
動麻痺が重度であるほど、麻痺側の前遊脚期にお
ける股関節屈曲の遅延や遊脚期中の股関節屈曲角

表 3　ウェルウォーク練習実施前後の FACの変化と練習設定・アシスト機能との相関関係
⊿％ FACと各練習設定・アシスト機能との相関係数 p値

ウェルウォーク練習の総実施時間 ρ＝ 0.08 0.466

ウェルウォーク練習の総歩行距離 ρ＝ 0.28 0.012＊

⊿％練習速度 ρ＝ 0.21 0.066

⊿％振り出しアシスト ρ＝ 0.34 0.002＊

⊿％膝伸展アシスト ρ＝ 0.15 0.190

ρ：相関係数　　＊ : p＜ 0.05
ウェルウォーク練習：ウェルウォークを用いた歩行練習　　FAC : Functional Ambulation Categories
⊿％練習速度：（ウェルウォーク練習最終日の練習速度─ウェルウォーク練習初日の練習速度）/ウェルウォーク練習初日の練習速度× 100
⊿％振り出しアシスト：（ウェルウォーク練習最終日の振り出しアシスト値─ウェルウォーク練習初日の振り出しアシスト値）/ウェル
ウォーク練習初日の振り出しアシスト値× 100
⊿％膝伸展アシスト：（ウェルウォーク練習最終日の膝伸展アシスト値─ウェルウォーク練習初日の膝伸展アシスト値）/ウェルウォー
ク練習初日の膝伸展アシスト値× 100
⊿％練習速度は、値が高いほど練習速度が漸増され、⊿％振り出しアシストおよび⊿％膝伸展アシストは、値が高いほどアシストが
漸減されたことを示す。

表 4　FACの変化の有無に対するロジスティック回帰分析の結果
独立変数 オッズ比 95％信頼区間 p値 VIF

ウェルウォーク練習の総歩行距離 1.00 1.00–1.00 0.296 1.06

⊿％振り出しアシスト 1.00 0.99–1.01 0.093 1.24

⊿％膝伸展アシスト 0.99 0.97–1.00 0.521 1.26

⊿％練習速度 1.02 1.00–1.03 0.015＊ 1.21

年齢 0.93 0.89–0.98 0.003＊ 1.21

練習開始時の SIAS─LE運動機能の合計 1.54 1.06–2.24 0.017＊ 1.17

＊ : p＜ 0.05
FAC : Functional Ambulation Categories
⊿％練習速度：（ウェルウォーク練習最終日の練習速度─ウェルウォーク練習初日の練習速度）/ウェルウォーク練習初日の練習速度× 100
⊿％振り出しアシスト：（ウェルウォーク練習最終日の振り出しアシスト値─ウェルウォーク練習初日の振り出しアシスト値）/ウェル
ウォーク練習初日の振り出しアシスト値× 100
⊿％膝伸展アシスト：（ウェルウォーク練習最終日の膝伸展アシスト値─ウェルウォーク練習初日の膝伸展アシスト値）/ウェルウォー
ク練習初日の膝伸展アシスト値× 100　　SIAS─LE : Stroke Impairment Assessment Set─Lower Extremity
⊿％練習速度は、値が高いほど練習速度が漸増され、⊿％振り出しアシストおよび⊿％膝伸展アシストは、値が高いほどアシストが
漸減されたことを示す。
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度の低下を認めると報告されており 26）、これらの
異常歩行は歩行速度の低下や歩行自立度の低下と
の関連を認めることが明らかとなっている 27,28）。
また、脳卒中片麻痺患者において、歩行時に自己
にて麻痺側下肢の振り出しが困難な場合、介助量
が多くなることが懸念され、歩行練習量が少なく
なる可能性がある 17）。したがって、歩行障害が重
度な脳卒中片麻痺患者は、歩行中の股関節屈曲の
制御が困難であり、麻痺側下肢を振り出すために
介助を必要とする場合が多く、さらに、低歩行速
度となることで歩行練習量が少なくなる可能性が
考えられる。ウェルウォーク練習では、振り出し
アシストを用いることで、練習初期から麻痺側下
肢の振り出しを補助し、アシストのない状態での
歩行と比べて、早い段階から歩行練習量を担保で
きる可能性が考えられる。また、van Kammen
ら 29）の報告では、RAGTにおいてアシスト量を漸
減することで、筋活動が向上することが報告され
ている。よって、ウェルウォーク練習において、
振り出しアシストを漸減することは、対象者の股
関節屈筋の筋活動を向上させ、平地歩行において
自己での麻痺側下肢の振り出しを獲得させること
に寄与する可能性が考えられ、その結果として歩
行自立度の改善に関連した可能性が考えられた。
さらに、ウェルウォーク練習を実施した亜急性

期の脳卒中片麻痺患者において歩行自立度の改善
と総歩行距離との間に関連を認めた要因として、
脳卒中片麻痺患者において、運動量の増加は運動
機能の回復に影響し 30）、さらには、歩行自立度の
改善や歩行速度の向上に有効である点が挙げられ
る 28,31）。亜急性期の脳卒中片麻痺患者に対する
RAGTにおいても、練習量の構成要素であるセッ
ション数 32）や練習中の歩行距離 33）が歩行自立度
の改善と関連すると報告されている。本研究の結
果より、ウェルウォーク練習において歩行自立度
の改善と総歩行距離の間に関連を認め、先行研究
の結果を支持する結果であった。
しかし一方で、ロジスティック回帰分析では、

歩行自立度の改善を示す因子として練習速度の漸
増のみが抽出された。⊿％練習速度のオッズ比は
1.02と小さい値であったが、本研究で用いた⊿％
練習速度は練習速度の変化率を示す連続変数であ

り、1％増加あたりのオッズ比を示していること
から、変数のスケールの影響を受けた可能性があ
る。一方で、このような 1％増加ごとの小さな評
価単位で解析した場合においても歩行自立度の改
善との有意な関連を認めたことから、練習速度の
漸増は歩行自立度の改善と関連する臨床的に意義
のある練習設定である可能性が示された。脳卒中
片麻痺患者において、練習速度を漸増させる歩行
練習は、歩行速度や歩行自立度の改善に有効であ
ることが報告されており 10,34）、本研究の結果もこ
れらの先行研究を支持するものと考えられる。さ
らに、練習速度の漸増は、一定時間内における歩
行練習量を増加させる重要な手段である。脳卒中
片麻痺患者に対する RAGTにおいて、歩行練習量
の増加 32,33）は歩行自立度の改善に重要な因子であ
り、練習速度の漸増が歩行自立度の改善に対して
重要な因子であった可能性がある。
また、ロジスティック回帰分析にて、歩行自立
度の改善を示す因子として総歩行距離と振り出し
アシストの漸減が抽出されなかった要因として、
対象者の属性のうち年齢や練習開始前の下肢運動
機能が、総歩行距離および振り出しアシストの漸
減に影響を及ぼした可能性がある。先行研究より
年齢、練習開始前の下肢運動機能は歩行自立度の
改善に影響する因子 21,22）であり、若年かつ練習開
始前の下肢運動機能が良好であるほど、随意的な
振り出しが可能であり、歩行練習量を確保しやす
い可能性がある。したがって、総歩行距離および
振り出しアシストの漸減は、対象者の属性による
影響を受ける指標であった可能性があり、ロジス
ティック回帰分析では歩行自立度の改善を示す因
子として抽出されなかったと考えられる。
そのため、今後は症例数を増やした上で、対象
者の属性に応じた、歩行自立度の改善とアシスト
機能および練習設定との関連を検証する必要があ
る。また、前向き研究を通じて、対象者の属性に
よる影響を可能な限り小さくし検討することで、
どのようなアシストや練習設定が歩行自立度の改
善に有用であるかを検証する必要がある。
本研究の限界として、第一に、体重免荷量 9）や

練習頻度 32）など、歩行自立度の改善に寄与すると
される他の RAGT構成要素を解析に加味してお
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らず、これらの影響を十分に検討できなかった可
能性がある。第二に、本研究は単一施設における
後方視的研究であり、対象者の選定やアシスト設
定には臨床判断が関与しており、施行者間の判断
の違いによるばらつきは完全には排除できず、情
報バイアスや選択バイアスが生じていた可能性が
ある。第三に、本研究では生体計測を実施してい
ないため、各アシスト機能や練習設定がどのよう
な運動学的、運動力学的、あるいは電気生理学的
変化を通じて歩行自立度の改善に寄与したかは明
らかではない。第四に、本研究では上肢機能を評
価していないため、歩行自立度の改善に対する上
肢機能の影響については検討できていない。今後
は、上肢機能を含めた多面的な評価により、その
影響を検討する必要がある。
しかし、本研究の知見は、予備的な調査ではあ

るが、亜急性期の脳卒中片麻痺患者を対象とした
RAGTの設定選択の一助となり得る可能性があ
る。今後は、対象者の臨床的背景や多様なアシス
ト機能や練習設定を統合的に捉えた前向き研究を
通じて、歩行自立度の改善に資する最適な練習設
定の選択指針を構築するための知見を検証してい
く必要がある。

5. 結論
本研究は、ウェルウォーク練習を実施した亜急

性期の脳卒中片麻痺患者を対象に、ウェルウォー
ク練習中のアシスト機能ならびに練習設定と歩行
自立度の改善との関連を調査した。その結果、振
り出しアシストの漸減および総歩行距離と歩行自
立度の改善との間に関連が示唆された。一方で、
交絡因子を調整したロジスティック回帰分析で
は、練習速度の漸増のみが歩行自立度の改善に関
連する因子として抽出された。以上より、亜急性
期の脳卒中片麻痺患者に対し RAGTを行う場合、
歩行自立度の改善には練習速度の漸増を通じた歩
行練習量の増加が関連する可能性が示唆された。
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Abstract:

Objective : To investigate the association between assistive functions and training settings 

during robot-assisted gait training (RAGT) and improvements in gait independence in patients 

with subacute hemiplegic stroke.

Methods : This study included 79 patients with subacute hemiplegic stroke who underwent 

RAGT. The primary variables were the rate of change in gait independence before and after 

RAGT; total training time; total gait distance; and the rates of change in training speed, knee-

extension assist, and swing-assist from the initial to the final day. Logistic regression analysis 

was performed to identify factors associated with improvements in gait independence.

Results : Improvements in gait independence were significantly associated with the rate of 

change in swing-assist and total gait distance. In logistic regression analysis, an increase in 

training speed was identified as an independent factor associated with improvements.

Conclusion : In RAGT for patients with subacute hemiplegic stroke, an increase in training 

speed may be associated with improvements in gait independence.

Key words: stroke, robotics, gait independence, gait training
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1. はじめに、目的
T字杖（以下、杖）は、多くの要介護高齢者が使

用しており 1）、歩行補助効果があるとされてい
る 2）。中でも生体力学的安定は転倒予防の観点か
ら重要な項目である。この効果により、杖を使用
している高齢者は使用していない高齢者と比べて
転倒発生率が低いことが報告されている 3）。一方
で、地域在住高齢者の転倒状況についての調査で
は、転倒時の移動形態として杖を使用中に転倒し

た者が全体の 26.7％を占めていた 4）。このことか
ら、転倒予防を目的に杖を使用していても転倒が
発生していることがわかる。
厚生労働省による令和 4年人口動態調査では、
転倒の主要因として「スリップ」や「つまずき」、「よ
ろめき」が多いとされている 5）。中でも「つまずき」
は最も主要な機序であり 6）、杖歩行中の患者でも
多く観察される。つまずき後の転倒回避動作は、
刺激のタイミングにより 2種類存在する 7）。Ele-

◎原著

杖歩行中のつまずきに対するElevatingおよび
Lowering Strategyの臨床発生頻度とリハ職による転倒危険度認識

─単施設横断アンケート調査
Clinical Occurrence of Elevating and Lowering Strategies in Response to Tripping During Cane-Assisted Gait and 
Rehabilitation Professionals’ Perception of Fall Risk: A Single-Center Cross-Sectional Questionnaire-Based Survey

山村康裕 1,2），松永夏己 1），中島康貴 3）

要 旨

【目的】杖歩行中のつまずき転倒回避動作（Elevatingおよび Lowering Strategy、以下 ES、
LS）の臨床現場での発生頻度と、リハ職による動作観察を通じた転倒危険度の判断要因を明
らかにし、臨床的視点を加味した力学的評価構築の基礎的知見を得ること。
【方法】北九州古賀病院の理学療法士・作業療法士 51名を対象に ES、LSの動画を視聴後に
発生頻度・転倒危険度・判断理由を調査した。
【結果】臨床現場での発生頻度として、LSが多く観察される結果となった。転倒危険度は LS

の方が危険と感じる人が多い傾向であり、判断理由として「身体重心と支持基底面の位置関
係」「下肢の支持能力」が挙げられた。
【結論】杖歩行中のつまずき転倒回避動作では、LSが高頻度であった。また、リハ職は転倒
危険度を身体重心位置のみでなく、支持脚による鉛直方向の支持能力に基づいて判断してい
た。
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vating Strategy（以下、ES）は遊脚初期のつまずき
に対する反応で、つまずき側の下肢で障害物を乗
り越える戦略とされている。Lowering Strategy（以
下、LS）は遊脚中・後期のつまずきに対する反応
で、つまずき側の下肢を地面に接地させ、反対側
の下肢で障害物を乗り越える戦略とされる。ES、
LSの関節運動や筋活動、力学的特性に関する先行
研究は多いが 7─10）、これらは主に健常者を対象と
しており、杖歩行者や運動機能が低下した患者の
回避戦略が同様であるとは限らない。そのため、
脳卒中片麻痺患者や下肢骨折術後など臨床で多く
みられる対象で、どの戦略が優位に発生するかを
把握する必要があるが、現状その実態は明らかで
ない。臨床で多く観察される転倒回避動作を明ら
かにし、その動作に対して効果的な予防策を講じ
ることは、高齢者の転倒による身体機能低下や要
介護状態への移行を防ぎ、自立した生活の維持に
寄与する。
さらに、杖歩行者では選択される戦略だけでな

く、その動作がどの程度安全に遂行されているか
を把握することが重要である。そのため、回避動
作の安定性や転倒危険度を客観的に評価する指標
が必要となる。臨床現場における転倒危険度評価
としては、動作観察・動作分析が行われる 11）。こ
れは、肉眼による観察結果から動作の問題や異常
性の原因を抽出するものであり、動作の安定性を
判断するのに有用である。しかし、動作観察・動
作分析は主観的であり転倒危険度を数値化するこ
とが困難である。一方で、力学由来の転倒危険度
評価としてMargin of Stability（以下、MoS）があ
る 12）。MoSは倒立振り子モデルに基づき、質量中
心（Center of Mass: CoM）の位置と速度を考慮し
た 推 定 質 量 中 心（extrapolated center of mass: 
XCoM）と支持基底面（Base of Support: BoS）との距
離関係で表す力学的指標である。この評価指標は、
前後左右の安定性を評価することができ、歩行時
の安定性評価として多く用いられている 13）。しか
し、このMoSモデルでは体重 mgと床反力垂直成
分 Fzが釣り合う前提のもとで安定性を評価して
おり、一部限界があるとされている 14）。この点は、
臨床での観察・分析による主観的安定性評価と乖
離が生じている可能性がある。そこで、臨床現場

で安定性を判断しているリハビリテーション職
（以下、リハ職）の視点を調査し、それを基に既存
のMoSに臨床的視点を加味するための基礎的知
見を得ることを目的とする。
本研究の目的は 2点である。第 1の目的は、杖
歩行中につまずきが生じた際の転倒回避動作につ
いて、ESと LSのどちらが臨床現場で多く発生し
ているのかを明らかにすることである。第 2の目
的は、リハ職が動作観察を通じて転倒危険度をど
のように判断しているのかを明らかにし、従来の
MoSの改良に向けた基礎的知見を得ることであ
る。

2. 方法
研究デザインはアンケート調査による横断的研
究とした。北九州古賀病院のリハビリテーション
科の所属する理学療法士および作業療法士 51名
を対象に、2種類の動画を視聴後にアンケートを
行った。職種の内訳は理学療法士 31名、作業療法
士 20名であった。経験年数は、0～ 3年目が 3名、
4～ 10年目が 11名、11～ 15年目が 22名、16年
目以上が 15名であった。視聴動画の内容は、杖を
左手で把持した杖歩行中に右下肢につまずきが生
じ、ESが生じたもの（動画 A）と LSが生じたもの
（動画 B）を記録した 2種類である（図1）。なお、本
研究の転倒回避動作の対象者は若年健常者であ
る。対象者には事前に転倒刺激が加わることは説
明したが、刺激の具体的なタイミングについては
知らせずに実施した。
アンケートの質問項目（表1）について、Q1で
は、どちらが臨床で多く観察されるか（動画 A、動
画 B、どちらでもない）、Q2では、どんな身体的
特徴で Q1の転倒回避動作がみられたか（歩行速
度が遅い、歩幅が小さい、円背、運動麻痺、痛み、
関節可動域制限、筋力低下、その他）、Q3ではど
ちらが転倒危険度が高いと感じたか（動画 A、動画
B、どちらでもない）、Q4では Q3で動画 A を選
択した方に対して、どの瞬間に危険と感じたか（①
障害物回避、②右下肢を前方にステップ、③右下
肢接地、④左下肢ステップ、⑤左下肢接地）、Q5
では、Q4で選択した瞬間についての判断理由、
Q6、7は Q3で動画 Bを選択した方に対して、Q4、
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図 1　2種類のつまずき転倒回避動作に関する動画
動画 A： Elevating Strategy（ES）右下肢つまずき後、①障害物回避、②右下肢を前方にステップ、③右下肢接地、

④左下肢ステップ、⑤左下肢接地。
動画 B： Lowering Strategy（LS）右下肢つまずき後、①右下肢接地、②左下肢ステップ、③左下肢接地、④右下肢

ステップ、⑤右下肢接地。

表 1　アンケートの質問項目と回答結
Q1．臨床現場（病院の廊下やリハビリ室）で多く観察されるのはどの動作ですか？

・動画 A　17（33） ・動画 B　31（61） ・どちらでもない　3（6）　＊

Q2．Q1で選択した転倒回避動作は、どんな身体的特徴の患者様で起きましたか？　当てはまるもの上位 3つを選択してください。
・歩行速度が遅い 3（3）、6（3.2） ・歩幅が小さい 25（25）、21（11.4）
・円背 11（11）、20（10.8） ・運動麻痺 16（16）、37（20.0）
・痛み 1（1）、4（2.2） ・関節可動域制限 18（18）、32（17.3）
・筋力低下 20（20）、45（24.3） ・その他 6（6）、20（10.8）

Q3．転倒する危険性が高いと感じるのはどの動作ですか？
・動画 A　10（20） ・動画 B　40（78） ・どちらでもない　1（2）　＊

Q4．Q3で Aを選択した方、どの瞬間を観察して危険と判断しましたか？　1つ選択してください。
①障害物回避 6（60） ②右下肢ステップ 1（10） ③右下肢接地 2（20）
④左下肢ステップ 1（10） ⑤左下肢接地 0（0）

Q5．Q4で選択した瞬間について、その時のどのような運動を観察して危険と判断しましたか？
自由記載

Q6．Q3で Bを選択した方、どの瞬間を観察して危険と判断しましたか？　1つ選択してください。
①右下肢接地 13（32.5） ②左下肢ステップ 16（40） ③左下肢接地 3（7.5）
④右下肢ステップ 7（17.5） ⑤右下肢接地 1（2.5）

Q7．Q4で選択した瞬間について、その時のどのような運動を観察して危険と判断しましたか？
自由記載

数値（数値）は、回答数（割合、単位％）を示す。Q2はそれぞれ A、Bの回答数と割合を示した。
＊：Q1、3は χ2検定により p＜ 0.01で残差分析により Bが有意に高値であった。
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5と同様に危険と感じた瞬間（①右下肢接地、②左
下肢ステップ、③左下肢接地、④右下肢ステップ、
⑤右下肢接地）と判断理由についての質問とした。
Q1、3、4、6は選択式であり単純集計を行った。
Q1と 3については、χ2検定を実施し有意差が認
められた場合には、各選択肢が期待度数からどの
程度乖離しているかを明らかにするため、調整済
み標準化残差を用いた残差分析を行った。Q2は
回答者に上位 3項目を順位付けして選択させた。
各選択肢に対して、1位を 3点、2位を 2点、3位
を 1点として得点化し、それぞれの合計得点を算
出した。その後、各選択肢の得点の総和を全得点
の総和で除し割合を求め、得点割合の高い順に順
位付けを行った。危険と感じた割合が高かった回
避動作についての Q5もしくは 7の判断理由にお
ける自由記述に対して、計量テキスト分析のソフ
トウェア KH corderのテキストマイニング機能
を用いた。前処理として、「重心」と「身体重心」、
「支持」と「支える」といった類似した意味の語句を
それぞれ「CoM」、「支持」に統一した。また「支持
基底面」についても「BoS」に統一した。前処理実施
後に、共通語句の抽出および出現頻度の確認を行
い、共起ネットワーク図を作成した。
なお、本研究は北九州古賀病院の倫理委員会の

承認を得て、ヘルシンキ宣言ならびに個人情報保
護に留意して実施した。アンケート調査対象者に
は、本調査の目的、方法、参加は自由で拒否によ
る不利益はないことを文書と口頭で説明を行い、
同意を得て実施した。

3. 結果
アンケート調査の結果を表1に示す。Q1（どち
らの発生頻度が高いのか）では、動画 Bの LSの方
が発生頻度が高いと回答した者が有意に多かった
（A：33％、B：61％、どちらでもない：6％、p＜

0.01）。Q2（どんな身体的特徴か）では、ESは「歩幅
が小さい（25％）」「筋力低下（20％）」「関節可動域
制限（18％）」、LSは「筋力低下（45％）」「運動麻痺
（37％）」「関節可動域制限（32％）」といった身体的
特徴の患者で多く観察されるとの回答が得られ
た。Q3（どちらが危険と感じたか）では、LSの方
が危険と感じるとした回答が有意に多数を占めた

（A：20％、B：78％、どちらでもない：2％、p＜
0.01）。危険と感じた局面について、Q4（ESにおい
て危険と感じた瞬間はいつか）では①「障害物回
避」（60％）、Q6（LSにおいて危険と感じた瞬間は
いつか）では②「左下肢ステップ中」の瞬間を最も
危険と感じたとの回答が多かった（40％）。そのた
め、Q6で危険と感じた割合が高かった LSの②と
判断要因に対してテキストマイニングを実施し
た。語句出現頻度については、「下肢」「ステップ」
が 14回、「前方」が 12回、「CoM」が 8回、「BoS」
「転倒」「支持」が 5回となった（表2）。共起ネット
ワーク図のサブグラフ検出は図2のようになり、
「ステップ・下肢・支持」、「前方・BoS・大きい」
の 2グループに分かれた。具体的な記述として「身
体重心が支持基底面より大きく逸脱している」、
「左下肢ステップ時に右下肢の支持する筋力が低
下していると転倒しそう」といった記述がみられ
た。

4. 考察
本研究では、つまずき転倒回避動作である ES

と LSの臨床現場における発生頻度、及びリハ職
による動作観察を通じた転倒危険度評価の視点を
明らかにし、その知見に基づきMoSモデルの拡
張の可能性を検討することを目的として、理学療
法士・作業療法士にアンケート調査を実施した。
まず、つまずき転倒回避動作の発生頻度に関す
る Q1の結果から、LSが多く観察されることが明
らかになった。また、Q2の結果から筋力低下や運
動麻痺、関節可動域制限を有する患者で LSが多
くみられる傾向が示された。LSが多く観察された
要因として次の 2点が挙げられる。

表 2　 動画 Bの②の危険判断理由における 
抽出語と出現回数
抽出語 出現回数
下肢 14

ステップ 14

前方 12

CoM 8

BoS 5

転倒 5

支持 5

KH Corderを用いて抽出した語句および出現回数
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1点目の要因は、つまずきが発生しやすい歩行
周期の特性である。つまずきは、歩行中の遊脚下
肢の母趾と地面との距離である母趾・床間距離や
Toe Clearance（以下、TC）が低下した際に発生しや
すいことが知られている。遊脚期における母趾・
床間距離には、遊脚初期・中期・後期に三つの
ピークが存在し、このうち遊脚後期では高齢者は
若年者よりも有意に値が低いことが示されてい
る 15）。また、転倒経験のある高齢者では、遊脚期
後半の TCのばらつきが大きいとされている 16）。
当院では高齢患者が多いことから、遊脚後期にお
けるつまずきが生じやすく、その後 LSの転倒回
避動作が選択される場面を観察したリハビリス
タッフが多かったと考えられる。

2点目の要因は、ESの遂行に必要な下肢筋力に

よる影響である。若年者と高齢者の ESおよび LS
の特徴を比較した先行研究 17）では、高齢者は立脚
中期後半のつまずきに対して一貫して LSを採用
していたのに対して、若年者は ESと LSを使い分
けていたことが示されている。シミュレーション
による検討では、立脚中期後半で ESを成功させ
るためには、大きな回復ステップと強い下肢筋力
が必要であることが示されている。実際に ESの
遂行には、つまずいた下肢を素早く持ち上げる股
関節屈曲筋、膝関節屈曲筋、足関節背屈筋の強い
筋力が必要であると報告されている 8─10）。当院の
患者は高齢者が多く、さらに脳卒中片麻痺や下肢
骨折術後などにより、これらの筋群に筋力低下や
運動麻痺を呈している場合が多い。そのため、ES
の遂行が困難になり、ESから LSに切り替える

図 2　動画 Bの②で危険と判断した要因の共起ネットワーク
ノードの大きさは語の出現頻度を示し、線は語の共起関係を示す。線の太さは共起強度を表す
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Delayed lowering strategyを選択する傾向が強
く、結果的に LSの観察頻度が高くなったと考え
られる。
次に動作観察の結果に基づき、MoSモデル拡張
の可能性を検討する。Q6では、LSにおける「左下
肢ステップ中」が最も危険と判断された。Q7で
は、「身体重心が支持基底面より大きく逸脱してい
る」、「左下肢ステップ時に右下肢の支持する筋力
が低下していると転倒しそう」といった記述がみ
られた。これらの判断要因を力学的な安定性指標
と関連付けて考察する。まず、「身体重心と支持基
底面」に関する指標としてMoSが挙げられる 9）。
MoSは CoMの位置と速度を考慮した倒立振り子
モデルから算出される XCoMと BoSとの距離関係
で表す指標である。XCoMが BoSの内側にあれば
MoSが正となり安定、外側にあれば負となり不安
定であることを意味する。しかし、MoSは倒立振
り子モデルに基づくため、鉛直方向の安定性すな
わち支持脚が身体重心の下降を制動する能力がモ
デルに含まれていない。すなわち、床反力垂直成
分 Fzと体重 mgが釣り合うことを前提とされて
いるため、仮に XCoMが BoS内に位置し「安定」と
される状況であっても、下肢が体重を支持できな
ければ転倒が生じうる。この点で、従来のMoSは
臨床的に認識される転倒危険度を十分に反映でき
ていない可能性がある。臨床現場では脳卒中片麻
痺患者や下肢骨折術後患者のように立脚期の支持
が不十分となる例は多く、外見上は身体重心が支
持基底面内にあっても支持脚が体重を受け止めら
れず転倒が生じる。このような臨床例は、MoS単
独では転倒危険度を適切に評価できていない状況
を示している。
次に「左下肢ステップ時に右下肢の支持する筋

力が低下していると転倒しそう」という判断につ
いて考察する。この記述に対応する力学的パラ
メータとして「床反力垂直成分 Fz」が挙げられる。
歩行やつまずき転倒回避動作といった動的条件下
では、Fzは体重 mgと釣り合っておらず、体重 mg
と垂直方向の慣性項 mz̈の合力として

と表される。一方で、従来のMoSモデルは前述

のように、床反力垂直成分 Fzと体重 mgが釣り
合うことが前提とされており、垂直方向の加速度
成分は考慮されていない。ESや LSといったつ
まずき転倒回避動作では、立脚下肢の Fzが通常
歩行時の 2倍程度まで上昇することが報告されて
おり 18）、転倒回避が成功するには大きな垂直反
力を支える下肢筋力が必要である。そのため、転
倒回避動作といった動的状況における安定性評価
では、従来のMoSモデルでは十分に反映できて
いない可能性がある。今後、従来のMoSと床反
力 Fzを考慮した指標の双方を用いて転倒回避動
作時の動的安定性を評価し、筋力、運動麻痺、関
節可動域制限など支持能力を構成する複数の身体
機能要素を含めた安定性評価指標としての妥当性
を検討していく必要がある。

5. 結論
本研究では、臨床現場における杖歩行中のつま
ずき転倒回避動作では、Lowering Strategyが高頻
度に観察され、特に下肢筋力低下や運動麻痺を有
する患者で顕著であることが示された。また、リ
ハ職は転倒危険度を身体重心位置のみでなく、支
持脚による鉛直方向の支持能力に基づいて判断し
ていた。これは従来のMoSが鉛直方向の支持能
力を含まないため、臨床的転倒危険認識との乖離
が生じうることを示唆する。今後は、MoSに床反
力垂直成分 Fzを組み合わせた評価方法の可能性
を検討し、支持能力を含めた動的安定性評価指標
の妥当性を実験的に検証していく必要がある。
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Abstract:

Purpose : This study aimed to clarify the frequency of Elevating and Lowering strategy (ES 

and LS) during trip avoidance in cane-assisted gait in clinical setting, as well as the factors 

influencing rehabilitation professionals’ judgments of fall risk based on movement observation. 

The goal was to obtain fundamental knowledge for developing a biomechanical evaluation that 

incorporates clinical perspectives.

Methd : A total of 51 physical and occupational therapists from Kitakyushu Koga Hospital 

participants. After viewing videos of ES and LS, participants were surveyed regarding perceived 

frequency of occurrence, fall risk, and reasons for judgments. The judgment reasons were 

analyzed using text mining.

Results : LS was reported to occur more frequently in clinical practice. Regarding fall risk, LS 

was more often perceived as hazardous. The primary reasons for this judgment were related to 

the relationship between the body’s center of mass and the base of support, as well as the 

supporting ability of the lower limb.

Conclusion : During trip avoidance in cane-assisted gait, LS occurred with higher frequency. 

Furthermore, rehabilitation professionals judged fall risk not only based on the position of the 

center of mass, but also on the vertical supporting capacity of the stance limb.

Key words: cane-assisted gait, trip, questionnaire-based survey, Margin of Stability, ground 

reaction
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1. はじめに
脳血管障害（Cerebrovascular Accident; 以下、

CVA）は、多くのケースで片麻痺を呈し、運動機能
や歩行能力の障害が残存することから、本邦にお
いても認知症に次いで、主要な要介護原因の一つ
となっている 1）。CVAは、70歳以上に好発する加
齢性疾患として知られている一方で、近年発症年
齢の低年齢化も進んでいる。厚生労働省令和 2年
度の調査によると、全体の約 17％に当たる約 29.5

万人が、20～ 64歳の労働者世代にあたる若年層
での発症となっている 2）。若年者においては、特
に退院後の社会復帰や職業復帰が目標となるケー
スが多く、高いレベルでのパフォーマンスの向上
が求められる。中でも、歩行能力の回復は自立し
た社会生活を営む上で極めて重要である。
片麻痺患者に特徴的な歩行能力障害の一つとし
て、足関節ロッカー機能が消失することが知られ
ている 3）。歩行におけるロッカー機能は、Ankle 

◎原著

若年脳卒中者の歩行機能再建に向けたインソールの効果
─シングルケーススタディによる検証─

Effect of an insole on gait function recovery in a young stroke survivor: A single case study

榎本沙彩 1），小川秀幸 1），春名弘一 2）

要 旨

【目的】若年脳卒中者における、Forefoot Rocker（FFR）機能再建を目的とした Reverse 

Omega Shoe Insert（ROSI）の使用による ROSI装着下と非装着下での歩行特性の変化を探索
的に検討することである。
【方法】対象は、短下肢装具を使用している 50歳代の左片麻痺を呈した男性。ROSI装着あり
なしそれぞれにおいて、ROSI練習前後での歩行速度パラメータ｛10 m歩行速度 /Timed Up 

and Go（TUG）｝と時空間歩行パラメータ｛Terminal Stance（TSt）の時間割合 /Trailing 

limb angle（TLA）/歩幅｝を比較した。
【結果】ROSI装着下では、全てのパラメータにおいて改善傾向がみられた。ROSI非装着下で
は、10 m歩行速度、TUGは改善傾向にあったが、TSt時間割合、TLA、歩幅の改善傾向はな
かった。
【結論】ROSI装着下での介入効果は、麻痺側立脚後期の延長や股関節伸展角度増大に伴う歩
幅の改善など先行研究と一致した。一方、ROSI非装着下の介入効果は、歩行速度の改善傾
向がみられたものの、時空間的歩行パラメータにおける通常の装具歩行への影響は限定的で
ある可能性が示唆された。

キーワード：若年脳卒中者、Reverse Omega Shoe Insert、Forefoot Rocker機能改善、2Dモー
ションキャプチャ

1）：埼玉県総合リハビリテーションセンター
2）：北海道科学大学 保健医療学部 理学療法学科

投稿日：2025年 12月 29日　　採択決定日：2026年 7月 5日　　公開日：2026年 9月 30日
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Rocker（ 以 下、AR）、Heel Rocker（ 以 下、HR）、
Forefoot Rocker（以下、FFR）、の三つで構成され
ており 4）、それぞれが適切なタイミングで機能す
ることで効率的な歩行を可能にする。片麻痺患者
において、消失した足関節底背屈筋機能は、多く
の場合完全には回復せず、歩行推進力や安全性を
阻害する因子となる。これらの課題への対応と機
能補填のために短下肢装具を用いたリハビリテー
ション（以下、リハビリ）が実施されることが多い。
プラスチック短下肢装具や、継手付き短下肢装具
など、患者の機能に応じて適切な装具を処方する
ことにより、AR、HRが補助され、歩行推進力が
向上する。しかしながら、片麻痺患者では AR、HR
だけでなく、FFR不足も多くのケースで生じる 5）

にも関わらず、未だそれを解決するための装具療
法は確立していない。FFRは、歩行の推進力に関
わり、片麻痺患者の歩行速度低下に大きく関与す
ることから、装具療法においては、この機能を補
填する装具の開発が喫緊の課題となっている 6）。
この問題に対して、昆らによって Reverse Omega 
Shoe Insert（以下、ROSI）7）が開発された。本装具
は、FFR機能再建を目的とした、シューインサー
トタイプの装具であり、底屈筋力低下によって失
われてしまう立脚後期での踵挙上を補う。ROSI
を使用した先行研究では、ROSIの着用によって、
即時的に FFRが改善し、歩行速度を改善すること
が報告されている 7,8）。しかしながら、その効果が
ROSI非装着下にまで汎化されるのかについては
十分に明らかとなっていない。
本研究では、若年脳卒中片麻痺患者における効

率的な歩行能力の再獲得に向けて、ROSIの短期
的な使用が歩行特性へもたらす影響を探索的に検
討することを目的とした。

2. 対象および方法
2─1　症例提示
対象は 50歳代の左片麻痺を呈した男性 1名と
した。発症から 20日間急性期病院でリハビリを
行ったのち、当院に転院し、126日間通常のリハ
ビリを実施した後、本研究を行った。症例は、タ
マラック継手付きプラスチック短下肢装具（An-
kle-Foot Orthosis、以下 AFO）にて院内杖なし歩行

自立となったが、FFR機能改善と歩行速度の向上
を目指し ROSIを使用した。ROSI開始前の症例の
身体機能については、Stroke Impairment Assess-
ment Set: SIASが 58点、下肢 Brunnstrom Stage: 
BRSが stageⅣ、下腿三頭筋Modified Ashworth 
Scale: MASが 2、Berg Balance Scale: BBSが 54
点、6分間歩行距離が 350 mであった。

2─2　タイムライン
ROSIを使用した歩行を開始する前（以下、X時
点とする）の歩行特性について、AFOのみ、AFO
＋ ROSIの 2条件（それぞれの条件を Pre-off、Pre-
onとする）で評価を実施した。X＋ 1日後から、外
泊練習日を除いて 7日、各日 20分間、ROSIを装
着した状態で歩行を実施した。リハビリ内容は、
屋内外歩行、スロープ歩行ど、応用歩行練習も実
施した。ROSIを使用した歩行リハビリの効果を
検証するため、計 7日の ROSIを使用したリハビ
リが終了した日（Y時点とする）に再度、AFOの
み、AFO＋ ROSIの 2条件（それぞれの条件を
Post-off、Post-onとする）で歩行特性の評価を行っ
た。歩行特性評価に用いた項目は、歩行速度パラ
メータとして 10 m歩行試験、Timed Up and Go 
Test（以下、TUG）を計測した。10 m歩行試験は、
快適歩行と最大努力歩行の 2種類をそれぞれ 1回
ずつ計測した。また、時空間的歩行パラメータと
して、対象者の歩行を動画で撮影し、Mediapipe 
Poseを用いて解析し、1歩行周期毎の Terminal 
Stance（以下、TSt）時間割合、Trailing Limb Angle
（以下、TLA）、歩幅を算出した。動画解析方法を
次の項目に示す。また、Y時点での身体機能の評
価として、SIAS、下肢 BRS、下腿三頭筋MAS、
BBS、6分間歩行についても、再度評価を行った。
研究のタイムラインを図1に示す。

2─3　動画解析方法
対象患者の歩行動作を、距離 4.5 m、高さ第 1腰
椎の位置で固定したタブレットにて矢状面から撮
影した。Mediapipe Poseにて矢状面から 2次元歩
行解析を行った Changらの報告では、解像度：
960 × 540ピクセル、フレームレート：25 fpsで
実施していたが 9）、本研究ではより高い精度で解
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析するために、解像度：1280× 720ピクセル、フ
レームレート：30 fpsで撮影した。歩行動作中は
画面全体に被験者の全身が常に収まるように構成
し、撮影角度や照明条件を統一した。1回の撮影
で 3歩行周期分を取得した。撮影した動画データ
を Pythonにより読み込み、姿勢分析モジュール
Mediapipe Poseによって各関節のランドマーク
検出を実行した。フレーム毎に、33点のランド
マークを取得した。Image Jでの解析は、各ラン
ドマークの位置をもとに、後述の方法で時空間的
歩行パラメータを算出した。

2─4　時空間的歩行パラメータ算出方法
・TSt時間割合
撮影した動画データを Pythonによりフレーム

番号を振り分け、1歩行周期のフレーム数を算出
した。また、麻痺側の踵が離地してから反対側の
踵が床面に接地するまでのフレームを TStとし
て、フレーム数を算出し、TStフレーム数より 1歩
行周期のフレーム数を除することで割合を算出し
た。
・TLA

TStフレームのうち最も踵が挙上しているフ
レームにおいて、床面と垂直な線と、股関節と足
先を結んだ線が成す角度について、ImageJを用い
て算出した。股関節及び足先の位置は、Mediapipe 
Poseで描出したランドマークによって定義した。

・歩幅
Image Jを使用し、麻痺側 TSt時の麻痺側踵部

から非麻痺側足先までの距離を計測した。画像内
スケールは、床面に被験者が使用している靴と同
じ型の左靴を設置し、靴長 29.5 cmを基準にキャ
リブレーションした。麻痺側踵部及び足先の位置
は、Mediapipe Poseで描出したランドマークに
よって定義した。

2─5　変化量解析
本研究は 1症例の症例報告であり、各条件にお

ける測定は単回であった。そのため、統計学的検
定は実施せず、各条件間の変化量を記述的に比較
した。また、10 m歩行速度および TUGについて
は、既報のMCIDまたはMDCを参照し、臨床的
に意味のある変化であったかを探索的に解釈し
た。

3. 倫理的配慮
本研究は、ヘルシンキ宣言を遵守し、対象者の
個人情報保護に実施施設の研究倫理委員会で承認
を受けた上で実施した（承認番号：R6─13）。対象
者に対して、本研究の目的、方法、収集されるデー
タの使用意図、倫理的配慮について口頭及び書面
で説明し、本人より同意を得た後に実施した。

図 1　研究タイムライン
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4. 結果
症例の身体機能及び動作能力について、X時点
と Y時点の 2時点で SIAS、下肢 BRS、下腿三頭
筋MAS、BBS、6分間歩行距離を計測した結果を
表1に示す。各数値は、開始時／終了時の順に記
載する。SIAS：58点／ 60点、下肢 BRS：stageⅣ
／Ⅳ、下腿三頭筋MAS：2／ 2、BBS：54点／ 55
点、6分間歩行試験：350 m／ 360 mであった
（表 1）。
歩行パラメータの解析結果を表2に示す。な

お、結果は Pre-off／ Post-off／ Pre-on／ Post-on
の順に表記しており、TSt時間割合、TLA、歩幅
は中央値（最小─最大）で表記している。10 m歩行
速度（sec）及び歩数は、快適歩行 9"98、17歩／
8"74、15歩／ 10"02、 17歩／ 8"19、15歩、最大努
力歩行 8"45、16歩／ 8"01、16歩／ 9"78、17歩／
7"46、16歩、TUG（ 右： 左 ）は 10"01：10"36 ／
9"36：9"86／ 11"51：10"92／ 9"28：9"24、TSt時
間割合（％）は 2.5（2.5─5.0）／ 2.5（2.5─2.6）／ 2.4
（2.4─2.4）／5.9（5.4─13.9）、TLA（°）は 2.9（2.4─3.8）

／ 2.5（1.8─2.5）／ 2.3（0.2─4.0）／ 6.4（4.4─6.8）、歩
幅（cm）は 60.9（55.1─61.1）／ 52.4（52.2─65.3）／
57.9（57.4─59.3）／ 69.8（66.1─75.6）であった。

5. 考察
本研究では、若年片麻痺患者における効率的な
歩行能力の再獲得に向けた ROSIの歩行特性への
影響について、ROSI装着の即時効果、ならびに
ROSI装着下および非装着下それぞれにおける介
入前後の変化について探索的に評価した。なお、
歩行速度パラメータについては、10 m快適歩行、
10 m最大努力歩行は、先行研究をもとに、0.16 m
／秒以上の改善を臨床的に意味のある変化とし
た 10）。TUGは、先行研究をもとに、2.9秒以上の
改善を臨床的に意味のある変化とした 11）。
まず、ROSI装着下における即時効果の検討と
して、Pre-offと Pre-onの 2条件で比較した。歩行
速度パラメータは、10 m快適歩行、10 m最大努
力歩行、TUGのいずれにおいても Pre-offに比べ
て Pre-onでの改善傾向はみられなかった。また、
時空間的歩行パラメータについても、Pre-offと比
較して Pre-onでの TSt時間割合の増加及び TLA、
歩幅の改善傾向はいずれもみられなかった。また、
TLAにおいてはばらつきの大きい結果となった。
これは、ROSIへの順応が不十分であることが影
響している可能性がある。実際に先行研究では、
AFO提供後 2～ 10日程度おいてから歩行解析が
実施されている 12）。ROSIによる FFRの促通効果
を十分に得るには、装具への順応や練習期間が影
響する可能性が示唆された。

表 1　X時点と Y時点での評価結果
X時点 Y時点

SIAS（点） 58 60

下肢 BRS（stage） Ⅳ Ⅳ

下腿三頭筋 MAS 2 2

BBS（点） 54 55

6分間歩行（m） 350 360

BBS、6分間歩行試験は AFOのみの条件で実施。

表 2　ROSI使用前後における各歩行パラメータの変化
Pre-off Post-off Pre-on Post-on

10 m快適（sec） 9"98 17歩 8"74 15歩 10"02 17歩 8"19  15歩

10 m最大努力（sec） 8"45 16歩 8"01 16歩 9"78 17歩 7"46  16歩

TUG：右、左回り（sec） 10"01、10"36 9"36、9"86 11"51、10"92 9"28、9"24

TSt時間割合（％） 2.5（2.5─5.0） 2.5（2.5─2.6） 2.4（2.4─2.4） 5.9（5.4─13.9）

TLA（°） 2.9（2.4─3.8） 2.5（1.8─2.5） 2.3（0.2─4.0） 6.4（4.4─6.8）

歩幅（m） 60.9（55.1─61.1） 52.4（52.2─65.3） 57.9（57.4─59.3） 69.8（66.1─75.6）

10 m歩行試験は、10 m当たりの秒数、歩数の順に記載している。TUGは、右回り、左回りの順に秒数を記載している。TSt時間割合、
TLA、歩幅は中央値（最小─最大）で示している。TSt時間割合の増加は FFRの機能が改善していることを示す。TLA及び歩幅の増大は
前方推進力の増大を示す。
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次に、ROSI装着下での介入効果の検討として、
Pre-onと Post-onの 2条件間で比較を行った。歩
行速度パラメータは Post-onにて、10 m快適歩
行、10 m最大努力歩行及び、TUGのいずれにお
いても Pre-onに比べて、臨床的に意味のある改善
傾向がみられた。また、時空間的歩行パラメータ
の分析結果は、Post-onにて、TSt時間割合、TLA、
歩幅のいずれも Pre-onに比べて改善傾向がみら
れた。TSt時間割合の増加は、FFRが適切に機能
していることを示す 7）。また、TLAの増加は前方
推進力と関連していることが報告されている 13）。
本症例では、ROSI装着下では、立脚後期での踵挙
上が促され、TSt時間が延長するとともに、FFR
が機能したことで床反力作用点（Center of Pres-
sure; COP）の前方移動が促進され、TLA及び歩幅
が増加傾向を示したことが示唆された。
次に、ROSI非装着下での介入効果の検討とし
て、Pre-offと Post-offの 2条件間で比較を実施し
た。歩行速度パラメータは、Post-offにて、10 m
快適歩行、10 m最大努力歩行及び、TUGのいず
れにおいても Pre-offに比べて臨床的に意味のあ
る改善傾向がみられた。このことから、ROSI使用
による歩行速度の改善効果は非装着下まで一部残
存する可能性が示唆された。一方で、時空間的歩
行パラメータの解析結果より、Pre-offと比較して
Post-offでの TSt時間割合の増加及び TLA、歩幅
の改善傾向はいずれもみられなかった。このこと
から、7日間の ROSI使用後における ROSI非装着
下での時空間的歩行パラメータの変化は限定的で
ある可能性が示された。TSt時間割合が増加しな
かったことについては、底屈筋力の問題が影響し
ていると考えられる。江原ら 14）によると、TSt時
の床反力は、足関節の内部モーメントの影響を強
く受けると述べられている。さらに、高島ら 15）に
よると、健常歩行の TStでは、足関節底屈モーメ
ント発生による踵離地によって出現すると報告さ
れている。本症例において、ROSI装着下で踵挙上
が外的にアシストされた条件では、COP前方推進
力の向上に伴って TSt時間が増加したが、ROSI
非装着下で踵挙上アシストがない条件では、麻痺
側での単脚支持で踵を挙上させるのに必要な底屈
内部モーメントを発揮することができなかったた

めに、TSt時間割合の増加には至らなかったと考
えられる。また、TLA及び歩幅も増加傾向はみら
れなかった。これらは、股関節周囲筋力の低下が
関与している可能性がある。TLAの増加には、股
関節伸展を保持する筋の活動が不可欠であり、TSt
における股関節伸展保持は大腿四頭筋を始めとす
る股関節屈筋群によってなされている 16,17）。そし
て、脳卒中後の歩行では、麻痺側の股関節屈筋や
足関節底屈筋低下による前方推進力不足により、
麻痺側下肢の運動エネルギーをうまく利用できな
いことが報告されている 18）。本症例においても、
股関節伸展を保持する筋が不十分であったために
TLA増加に至らず、結果として歩幅も増加しな
かった可能性が考えられた。
しかしながら ROSI非装着下における介入効果

として、歩行速度改善傾向がみられたことについ
ては、議論の余地がある。今回は、マーカーレス
画像解析ソフトを用いた目視的な歩容解析のみを
実施した。後藤らによると、歩行速度の変化は、
股関節周囲筋活動に影響を及ぼすことが示されて
いる 19）。また、小平らによると、歩行速度の違い
は初期接地における下肢筋活動に違いを生じ
る 20）と報告されている。したがって、各歩行周期
フェーズにおける、筋電図を用いた解析を行うこ
とで、ROSI使用による歩行速度改善効果をもた
らした要因を示すことができる可能性がある。
本研究の限界として、解析期間は対象者の装具
が完成してから退院までの期間であったため、
ROSI装着日数が 7日という短い期間であり、
ROSIが時空間的な歩行特性に対して効果をもた
らすのに不十分であった可能性がある。また、今
回使用したMediapipeをはじめとする 2Dマー
カーレス動画解析では、特に足関節角度において
誤差が大きいことが報告されている 21）。3次元動
作解析などを組み合わせることでより正確な角度
データを示すことができる可能性がある。さらに、
ROSI非装着下での介入効果について、本研究で
は ROSI練習終了翌日に計測したものであるた
め、持ち越し効果の影響を考慮できていない。今
後は、症例数を増やし、より長期間の ROSI訓練
期間及び、持ち越し効果を制御するためのウォッ
シュアウト期間を設定して評価を行い、エビデン
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スを構築していく必要がある。

6. 結論
ROSI装着による即時効果としては、歩行パラ

メータの改善傾向は明らかではなく、ROSI使用に
対する順応が歩行特性に影響した可能性がある。
ROSI装着下における介入効果は、FFR再建によ
り前方推進力が向上し、麻痺側立脚後期の延長や
股関節伸展角度増大に伴う歩幅の改善など先行研
究と一致した。一方、ROSI非装着下における介入
効果については、歩行速度については改善傾向を
認めたものの、TSt時間や TLA、歩幅などの時空
間的歩行パラメータについては通常の装具歩行へ
の影響は限定的であった可能性が示唆された。
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本論文に関して、全ての共同著者に開示すべき

利益相反関連事項はない。

8. 謝辞
本研究に同意し協力を得た症例に深く感謝いた

します。また、データ計測にご協力いただいたス
タッフに謝意を表する。

引用文献

 1） 厚生労働省ホームページ　Ⅳ介護の状況.　URL: 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-

tyosa22/dl/05.pdf, 2022年.

 2） 厚生労働省ホームページ 事業場における治療と仕事
の両立支援のためのガイドライン. URL: https://www.

mhlw.go.jp/content/11200000/001225569.pdf, 2024.

 3） Gronley JAK, Perry J: Gait Analysis Techniques: Ran-

cho Los Amigos Hospital Gait Laboratory, 64（12）: 1831

─1838, 1984.

 4） Perry J, Burnfield J: Gait analysis : normal and patho-

logical function. New Jersey : SLACK, 2010.

 5） Sumiko Yamamoto, Masako Fuchi, and Tadashi Yasui: 

Change of rocker function in the gait of stroke patients 

using an ankle foot orthosis with an oil damper: imme-

diate changes and the short-term effects. Prosthetics 

and Orthotics International, 35（4）: 350─359, 2011.

 6） Mauritz KH: Gait training in hemiplegia. European 

journal of Neurology, 9: 23─29, 2002.

 7） 昆恵介，春名弘一 佐藤健斗 他：脳卒中片麻痺者に対
するエネルギー蓄積型シューインサートの開発と評
価. バイオメカニズム，26 : 55─65, 2023.

 8） 森嘉裕，昆恵介，安彦かがり 他：Reverse Omega Shoe 

Insert （ROSI）と短下肢装具の併用による立脚終期増
加要因の検討と歩行パラメータへの影響．日本義肢
装具学会誌, 41（1）: 48─55, 2025.

 9） Chang STH, Kok BG, Nasharuddin Z et al. : Automated 

Gait Analysis Based on a Marker-Free Pose Estimation 

Model. Sensors, 23: 6489, 2023.

10） Julie K. Tilson, Katherine J. Sullivan, Steven Y. Cen et 

al. : Meaningful Gait Speed Improvement During the 

First 60 Days Poststroke: Minimal Clinically Important 

Difference. Phys Ther, 90（2）: 196─208, 2010.

11） Ulla-Britt Flansbjer, Anna Maria Holmbac̈k, David 

Downham et al.： RELIABILITY OF GAIT PERFOR-

MANCE TESTS IN MEN AND WOMEN WITH HEMI-

PARESIS AFTER STROKE. J Rehabil Med, 37: 75─82, 

2005.

12） Corien D.M. Nikamp, Marte S.H. Hobbelinka, Job van 

der Palen et al. : A randomized controlled trial on pro-

viding ankle-foot orthoses in patients with （sub-）acute 

stroke: Short-term kinematic and spatiotemporal ef-

fects and effects of timing. Gait & Posture, 55: 15─22, 

2017.

13） Awad LN, Binder-Macleod SA, Ryan TP et al. : Paretic 

Propulsion and Trailing Limb Angle Are Key Determi-

nants of Long-Distance Walking Function After Stroke, 

29（6）: 499─508, 2015.

14） 江原義弘：歩行分析の基礎 ─正常歩行と異常歩行─. 

日本義肢装具学会誌, 28 : 57─61, 2012.

15） 高嶋孝倫：歩行中のヒト足部に着目した力学モデル
解析とその応用に関する研究. 早稲田大学大学院理工
学研究科　博士論文, 2003.

16） 安藤徳彦：生体をもっと知ろう─義肢装具士のため
の生体機構学─ 下肢筋の機能解剖と歩行, 5（3）: 213─
218, 1999.

17） 治郎丸卓三：腸腰筋を含めた股関節屈曲筋群の機能
的役割の再考 ─歩行速度，ステップ長を変化させた
歩行中の腸腰筋を含めた股関節屈曲筋群の活動─. 立
命館大学大学院スポーツ健康科学研究科 博士論文, 

2016.

18） Young Youl You, Sin Ho Chung: The effects of gait ve-

locity on the gait characteristics of hemiplegic patients. 

J Phys Ther Sci, 27（3）: 921─924, 2015.

19） 後藤幸弘，松下健二，本間聖康，他：歩行の筋電図的研



支援工学理学療法学会誌　Vol.6　No.1　202644

究 ─各種歩行速度における筋電図の変化─. 大阪市大
保健体育学研究紀, 13: 39─52, 1978.

20） 小平寛岳，国分貴徳，瀧谷春奈，他：トレッドミル歩行

における歩行速度の違いが立脚初期の股関節伸展筋
群の筋活動に及ぼす影響. 理学療法─臨床・研究・教
育, 25 : 22─26, 2018.

21） Junhyuk Yang, Kiwon Park et al.: Improving Gait Analy-

sis Techniques with Markerless Pose Estimation Based 

on Smartphone Location. Bioengineering, 11: 141, 

2024.

Abstract:

Purpose: This case report aimed to explore the changes in gait characteristics with and without 

the Reverse Omega Shoe Insert (ROSI), which was designed to reconstruct forefoot rocker 

(FFR) function, before and after short-term ROSI gait practice in a young stroke survivor.

Methods: The participant was a man in his 50s with left hemiplegia who used an ankle-foot 

orthosis. Walking performance was evaluated under two conditions, with and without ROSI, 

before and after 7 days of ROSI gait practice. The outcome measures included gait velocity 

parameters, namely the 10-m walk test and Timed Up and Go test (TUG), and spatiotemporal 

gait parameters, namely the percentage of terminal stance (TSt) duration, trailing limb angle 

(TLA), and step length.

Results: After 7 days of ROSI gait practice, gait velocity parameters and spatiotemporal gait 

parameters showed a trend toward improvement under the ROSI-wearing condition. Under the 

non-ROSI condition, the 10m walk test and TUG showed a trend toward improvement, whereas 

the percentage of TSt duration, TLA, and step length showed no clear improvement.

Conclusion: In this case, short-term ROSI gait practice was associated with improvements in 

gait velocity and spatiotemporal gait parameters under the ROSI-wearing condition. In contrast, 

under the non-ROSI condition, improvements were observed in gait velocity parameters, 

whereas changes in spatiotemporal gait parameters were limited. These findings should be 

interpreted with caution because this was a single-case report with a single assessment in each 

condition. Further studies with larger sample sizes and repeated assessments are needed to 

clarify the effects of ROSI on gait characteristics in stroke survivors.

Key words: young stroke patient, Reverse Omega Shoe Insert, Forefoot Rocker, 2D motion 

capture
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1. はじめに
医療関連機器褥瘡（Medical Device-Related Pres-

sure Ulcers/Pressure Injuries : 以下、MDRPU）は、
酸素マスク、気管内チューブ、ギプス、ストッキ
ング、固定具など、医療関連機器に起因して生じ
る皮膚ないし下床組織の損傷であり、従来の自重
関連褥瘡とは発生機序や好発部位が異なる 1）。体
表面の限局した圧迫に加え、機器の硬さや縁、ス
トラップの張力、湿潤環境、患者の浮腫・栄養・

循環状態、感覚障害などが相互に影響し、短時間
でも損傷が進行することがある。したがって、発
生後の治療よりも、装着前からのリスク評価と、
装着中の観察・調整を含む予防が重要である。日
本褥瘡学会の多施設横断研究では、褥瘡のうち
MDRPUが一定割合を占め、機器別内訳としてギ
プス、医療用ストッキング、気管内チューブなど
に加え、下肢装具も含まれることが報告されてい
る 2）。

◎原著

下肢装具に関連する医療関連機器褥瘡（MDRPU）に関する
理学療法士の認識・実践・教育課題：無記名
Webアンケート自由記述の計量テキスト分析

Physical Therapists’ Awareness, Preventive Practices, and Educational Challenges Regarding Medical 
Device-Related Pressure Ulcers Associated with Lower-Limb Orthoses: A Quantitative Text Analysis of Free-Text 

Responses to an Anonymous Web-Based Survey

栗田慎也 1），春名弘一 2），山本裕晃 3），平塚健太 4），古西幸夫 5），小川秀幸 6）

要 旨

【目的】下肢装具は歩行再獲得に有用である一方、装着に伴う医療関連機器褥瘡（MDRPU）
の予防には知識と判断が必要である。学会会員を対象に、MDRPUの認識・対策・教育状況
を把握し、自由記述を計量テキスト分析で構造化する。
【方法】2025年 5月に無記名Web調査を実施し、自由記述（4項目）を KH Coder 3で共起ネッ
トワーク分析した。
【結果】153名が回答し、予防対策は 73.9％、研修参加は 28.8％であった。中心語は「装具」「皮
膚」「確認」「共有」「時間」「不足」などであった。
【結論】個人の工夫に加え、標準手順と教育、情報共有の整備が必要である。

キーワード：下肢装具、医療関連機器褥瘡、調査、計量テキスト分析、理学療法士
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理学療法士が日常診療で関わる医療関連機器の
一つに下肢装具がある。下肢装具は脳卒中後片麻
痺者の歩行再獲得や活動範囲の拡大に寄与し、適
切な装具処方・調整は機能回復の鍵となる 3）。一
方で、下肢装具は皮膚と長時間接触し、立位・歩
行に伴って反復的な荷重と摩擦が加わるため、適
合不良や患者側のリスク（感覚障害、浮腫、末梢循
環障害、認知機能低下など）があるとMDRPUを
生じる可能性がある。急性期病院での長下肢装具
に関するインシデントレポートの解析結果では、
備品用長下肢装具の使用によるMDRPUの報告
が最多であった 4）。また、回復期リハビリテーショ
ン病棟で下肢装具関連MDRPUの要因を検討し
た研究では、装具適合や感覚障害といった臨床的
要因に加え、装具点検・皮膚観察・調整依頼の運
用が関連することが示されており 5）、装具療法の
安全性は装具の選択や使い方に依存する。
しかし、下肢装具に関連するMDRPUの報告は

限定的で、全国的実態（認知、予防対策、教育・学
習状況）は十分に明らかでない。全国的な実態把握
が不十分であることは、教育内容の標準化や個人
の意識や予防方法の統一化などは難しく、結果的
に個人の経験に依存した対応となる可能性があ
る。また、装具療法は医師や義肢装具士との協働
が不可欠であり、装着中の皮膚観察・患者教育・
インシデント共有には看護師や皮膚・排泄ケア認
定 看 護 師（Wound Ostomy Continence Nurse：
WOC）などとの連携も必要である。

2018年に日本支援工学理学療法学会が実施し
た「福祉用具・義肢・装具支援に関する啓発と実
態調査～装具編～」6）では、理学療法士が「足部の
創傷と治癒の知識」について、「持つべき」と「持っ
ている」の間に大きなギャップを認識しているこ
とが示され、教育・学習機会の不足が課題として
示唆された。その後の先行研究などの渉猟の範囲
では下肢装具に関連するMDRPU対策を主題と
した学術的報告や体系的な研修機会の蓄積は極め
て限定的である。そのため、臨床現場において予
防策や管理方法が標準的な手順として十分に行わ
れていない可能性がある。
本研究の目的は、日本支援工学理学療法学会会

員を対象に、下肢装具に関連するMDRPUに関す

る用語認知や予防意識、予防対策の実施状況など
の実態を把握し、自由記述を計量テキスト分析に
より構造化し、MDRPU予防対策に関わる要因を
記述的に整理することを目的とした。

2. 対象および方法
本研究は無記名Webアンケートを用いた横断
研究とした。
対象と調査方法は 2025年 5月時点で日本支援
工学理学療法学会の専門会員 Aおよび一般会員
計 874名を対象とした。調査は 2025年 5月 7日か
ら 28日の期間に Googleフォームを用いて実施
した。学会メールマガジンにて日本支援工学理学
療法学会会員への調査協力を計 4回（5月 7日、14
日、23日、27日）依頼し、リンクから回答を得た。
その際、アンケート調査は匿名かつ自由意思によ
るものであり、回答時に本調査に「同意する」を選
択することで同意を取得した。また、回答者には
任意に設定した ID（アルファベット 3桁＋ 8桁の
番号）を登録していただき、同意撤回への対応が可
能となるよう配慮した。なお、本調査は、日本支
援工学理学療法学会理事会の承認および、東京都
立大久保病院倫理審査委員会の承認（承認番号：
2024─22）を得て実施した。
調査項目は背景情報として、臨床経験年数、勤
務先、装具を必要とする支援対象者の割合（設問：
あなたが関わる支援対象者のうち、装具を必要と
する方のおおよその割合を 0～ 10の数字でお答
えください。なお、対象者がいない場合は「0」と入
力してください）などを収集した。この装具を必要
とする方について、明確な定義は設けずに調査を
実施した。MDRPUに関する定量項目は、MDRPU
の認知、年間の発生件数、所属での下肢装具によ
るMDRPU発生の意識、予防対策の実施有無、研
修参加状況、MDRPU予防のために設備・備品の
充実度、知識自己評価（装具活用による足部の創傷
と対応に関する知識について、あなたは理学療法
士がどの程度持つべき／持っていますか？）、理想
と実際のギャップが生じる理由などを収集した。
自由記述は、設問 1．MDRPUについて知ってい
ることを記載してください、2．下肢装具での
MDRPU予防で対策していることを記載してくだ
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さい、3．貴施設で下肢装具のMDRPUの予防対
策を実施していない理由を記載してください、4．
下肢装具によるMDRPU予防に役立っていると
感じる知識やスキルを記載してください。の 4項
目とした。なお、アンケートの冒頭に、MDRPU
の定義の説明として、「MDRPUは医療関連機器に
よる圧迫で生じる皮膚ないし下床組織損傷と定義
され、従来の自重関連褥瘡（self load related pres-
sure ulcer）と区別されますが、広義には褥瘡の一
種とされています。また、尿道、消化管、気道な
どの粘膜に発生する損傷は含まれません。（日本褥
瘡学会編：ベストプラクティス 医療関連機器圧
迫創傷の予防と管理。照林社、東京、2016：16）」
の説明を行った。
統計解析は定量項目の記述統計（人数、割合）で

示した。
計量テキスト分析は、自由記述（設問 1～ 4）は、

計量テキスト分析ソフトウェア KH Coder 3 を用
いて形態素解析を行い、抽出語および出現頻度を
算出した 7）。計量テキスト分析は、テキスト型デー
タに計量的手法を適用することで、探索を容易に
し、分析の客観性・再現性を高める手法である 8）。
分析に先立ち、（1） 表記ゆれ（例：MDRPU／医療
関連機器褥瘡、下肢装具／装具など）を統合し、（2） 
回答の意味解釈に直結しない記号や過度に一般的
な語は除去した。さらに、（3） 「装具療法」のよう
に分割されることで本研究の目的上意味を損なう
複合語は分割しないよう調整し、（4） 「確認／
チェック」などの意味的類似性が高い語は回答意
図を損なわない範囲で同一語として統合した。否
定を含む表現など、同一語でも文脈により意味が
反転し得る場合には、文脈に沿って最小限の補正
を行った 7─9）。なお、本研究では実施可否・障壁表
現を直接反映し得る限定的な機能語（例：ない、で
きる／できない、する等）は除外せず、コンコーダ
ンスにより文脈確認して解釈した。
次に、共起ネットワーク分析を行った。共起の

強さは Jaccard係数により算出し、共起ネット
ワーク図は先行研究に倣い、頻出数が 2以上の語
を対象とした 7─9）。サブグループ（クラスタ）の把握
には KH Coder 3のサブグループ検出機能を用
い、得られた中心語およびクラスタ構造の解釈に

際しては、コンコーダンス機能により原文の文脈
を参照し妥当性を確認した 7─9）。なお、「する」「な
い」などの機能語は、実施の有無や制約（設問 3な
ど）を直接反映する可能性があるため原則として
除外せず、解釈時に文脈を参照して筆頭著者が判
断し、その後に共著者間で検討を行った。

3. 結果
回答は、アンケート対象者 874名中、153名が

回答し、有効回答率は 17.5％であった。なお、同
意撤回を申し出た者は認めなかった。回答者の臨
床経験年数は、6年未満 4名（2.6％）、6年以上 10
年未満 10名（6.5％）、10年以上 139名（90.8％）で
あった。主な勤務先は複数回答（回答総数＝ 229）
であり、急性期病院 41名（17.9％）、回復期リハビ
リテーション病院 87名（38.0％）、地域包括ケア病
棟 20名（8.7％）、療養型病院 11名（4.8％）、生活期
リハビリテーション関連 40名（17.5％）、養成校 15
名（6.6％）、その他 15名（6.5％）であった。装具を
必要とする支援対象者の割合（0─10）は平均 3.37、
中央値 3であった。

MDRPUの認知・意識および教育状況（図1）に
ついて、「MDRPU」という用語の認知あり（よく
知っている／ある程度知っている）は 39.2％、「下
肢装具が原因で発生するMDRPUを意識してい
る（非常に意識している／かなり意識している）」
は 78.4％であった。下肢装具関連MDRPUの予防
対策を「実施している」と回答した者は 73.9％であ
り、自由記述では、皮膚チェック（練習前後の確
認）、靴下・レッグサポートや緩衝材の使用、装具
適合の調整依頼などが挙げられた。一方、MDRPU
に関する研修参加経験がある者は 28.8％であっ
た。知識自己評価（装具活用による足部の創傷と対
応に関する知識について、あなたは理学療法士が
どの程度持つべき／持っていますか？）について
は、持つべきですか？の設問で、「大いにもつべ
き」は 84.3％、「ある程度もつべき」15.7％であり、
どの程度持っていますか？の設問で、「大いに持っ
ている」は 14.4％、「ある程度持っている」58.2％、
「あまり持っていない」24.2％、「ほとんど持ってい
ない」3.3％であった。理想と実際のギャップは「大
いに持つべき知識・能力」と「大いに持っている知
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識・能力」との差は 49.3％、「持つべき知識・能力」
と「持っている知識・能力」との差は－19.9％で
あった。装具活用による足部の創傷と対応に関す
る知識について、理学療法士がもつべき知識より
も、あなたの持っている知識に差が生じる理由（図
2）では、「養成校で学ぶ時間が少ない」、「協会・
士会研修会が少ない」、「論文・雑誌での情報が少
ない」、「施設内勉強会が少ない」が多かった。
テキストマイニングの結果は、設問別の上位抽

出語（出現回数）を表1に示す。
設問 1（MDRPUについて知っていること）の回
答文の総数は 71文、回答語句の総数は 597語であ
り、「装具」、「圧迫」、「医療機器」などが上位を占
め、装具を医療関連機器として捉えたうえで、圧
迫に伴う皮膚・組織損傷（褥瘡／創傷）という理解
が中心であった。
設問 2（MDRPU予防のために行っている対策）

の回答文の総数は 116文、回答語句の総数は 1130
語であり、「する」、「装具」に続いて「確認」、「皮
膚」、「使用」などが頻出し、装着前後の皮膚確認と
観察、発赤などの所見への注意、靴下等を用いた
保護を含む具体的実践が多く記述されていた。
設問 3（予防対策を実施していない理由）の回答
文の総数は 38文、回答語句の総数は 332語であ
り、「する」、「ない」、「装具」に加えて、「少ない」、
「認識」などが上位であり、対策を「実施していない
／できていない」状況そのもの、ならびに知識・認
識の不足や対象・スタッフ側の要因が障壁として
語られていた。
設問 4（役立つ知識・スキル）では回答文の総数

は 49文、回答語句の総数は 327語であり、「装具」
に続いて「褥瘡」、「経験」、「知識」などが上位であ
り、皮膚・褥瘡の知識と臨床経験に加え、学会活動
や義肢装具領域の知見が有用と認識されていた。

図 1　MDRPUに関する定量項目の回答（割合）
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図3と 4に設問別の共起ネットワークを示す。
設問 1では「装具」を中心に「圧迫」、「皮膚」「褥瘡」、
「創傷」、「損傷」等が結びつき、装具適合と圧迫を
介した皮膚・組織損傷の連鎖が語られていた。設
問 2では「装具」、「皮膚」、「確認」、「装着」、「チェッ
ク」、「観察」が密に連結し、装具使用の前後で皮膚

状態を確認する行動と、靴下等の保護手段を組み
合わせた実践がまとまっていた。設問 3では「な
い」、「少ない」を軸に「認識」、「知識」、「スタッフ」
などが連結し、対策未実施の背景として、知識・
認識の不足や体制・関与者に関する要因が複合し
ている可能性が示唆された。設問 4では「装具」と

図 2　 装具活用による足部の創傷と対応に関する知識について、理学療法士がもつべき知識よりも、あなたの持っている
知識に差が生じる理由

表 1　設問別の上位抽出語（出現回数）
設問 1 設問 2 設問 3 設問 4

順位 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数
1 装具 35 する 83 する 21 装具 24

2 圧迫 3 装具 73 ない 20 褥瘡 12

3 する 29 確認 52 装具 17 経験 11

4 医療機器 24 皮膚 38 少ない 8 知識 10

5 褥瘡 24 使用 37 下肢 7 する 9

6 創傷 23 装着 34 認識 6 下肢 4

7 皮膚 22 チェック 26 ある 5 学会 4

8 生じる 20 靴下 20 スタッフ 4 義肢 4

9 損傷 19 状態 20 患者 4 皮膚 4

10 使用 15 観察 17 知識 4 勤務 4

注）同率語が多数生じる設問があるため、本表は上位 10位相当を示した。解釈は共起ネットワーク（図 3、4）と自由記述の文脈を参照
した。
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「褥瘡」、「皮膚」、「知識」、「経験」が結びつき、基
礎的な皮膚・褥瘡知識や経験を基に、義肢や装具
関連領域の知見や学会等で得られる学習資源が実
務に有効であることが示唆された。

4. 考察
本研究は、日本支援工学理学療法学会会員を対

象としたWebアンケートにより、下肢装具に関連

するMDRPUに対する理学療法士の認識、予防対
策、教育状況を把握し、さらに自由記述を計量テ
キスト分析により構造化した点に特徴がある。
本調査の知見は以下の三つである。一つ目に、

MDRPUに対する臨床上の関心（意識）は高い一
方、用語としての認知は十分ではなく、教育・研
修機会も限定的であった。二つ目に、現場では皮
膚チェックや靴下・緩衝材の使用、装具適合調整

図 4　設問 3（未実施理由）および設問 4（有用な知識・スキル）の共起ネットワーク

図 3　設問 1（MDRPUについて知っていること）および設問 2（予防対策）の共起ネットワーク
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など、経験に基づく実践的工夫が広く行われてい
た。三つ目に、予防対策を実施しない理由として、
時間・人員などの資源制約や、組織としての優先
度、知識の不足・共有不足が構造的な障壁として
示唆された。
関心の高さと教育機会の乖離について、本調査

では、下肢装具関連MDRPUを「非常に意識して
いる／とても意識している」の回答が 78.4％ で
あった一方、MDRPUの認知度は「よく知っている
／知っている」の回答は 39.2％に留まった。この
乖離は、「皮膚トラブル」や「褥瘡」として臨床的に
は認識されていても、医療安全上の概念としての
MDRPUが共有言語になっていない可能性を示
す。用語の共通化が得られないとインシデント報
告や院内教育の起点となるため重要である。また、
研修会の参加が 28.8％に留まった点は、上記の問
題に加え、臨床現場などでの優先度の低さや時間
的制約を反映している可能性がある。意識の高さ
に反して専門的な教育基盤が整っていない現状
は、装具起因の皮膚トラブルがMDRPUとして正
しく認識・報告されないリスクを示唆している。
これは、重大な皮膚損傷を見逃すという潜在的な
インシデントのリスクを孕んでおり、教育体系の
整備が求められる。
日本支援工学理学療法学会が 2018年に実施し

た全国調査では、「足部の創傷と治癒の知識」に関
する自己評価ギャップが示されている 6）。本調査
においても、理想と実際のギャップでも協会・士
会および施設内での研修会の少なさの回答が増加
したことから、本研究はその課題が依然として解
消されていないことを示唆する。

MDRPU発生予防について、自由記述の設問 2
では「確認」や「皮膚」、「チェック」、「靴下」、「装
着」が中心語として出現し、練習前後の皮膚観察、
装具と靴下の組み合わせ、緩衝材の使用などが具
体例として語られていた。下肢装具による
MDRPUの予防では、装具そのものの調整（縁の処
理、パッド、ストラップ位置など）に加え、患者の
皮膚状態のモニタリングが不可欠である 1,10）。ま
た、患者が装着感の違和感を訴えにくい場合や感
覚障害がある場合には、短時間の装着・頻回観察
といった運用上の工夫が必要となる。本研究で頻

出した「靴下」や「確認」は、装具と皮膚の摩擦や接
触に対しての対応であり、装具を使用する上での
安全性を担保するため方法である。
本研究では「装具を必要とする支援対象者」の使
用場面について明確な定義を設けていないため、
回答者ごとに治療場面や日常生活場面など異なる
解釈が含まれている可能性がある。したがって、
本結果は装具使用場面を特定したものではなく、
広義の装具使用対象への関与として解釈する必要
がある。
しかし、MDRPU予防の未実施理由の設問 3で
は「認識」、「少ない」といった語がまとまり、対策
を実施したくても資源制約や組織としての認識や
優先度の低さが存在することを示唆した。医療安
全の活動は個人の努力だけでは継続が難しく、
チェックリストの導入など業務としての組み込み
などが必要である。特に下肢装具使用場面では、
リハビリテーション実施場面だけでなく病棟・外
来・在宅へと場面が多岐にわたるため、患者・家
族へのセルフチェックなどの教育も重要となる。
学生を対象とした装具教育の研究では、装具の基
本知識や観察視点が十分に獲得されていない可能
性が示されている 7,11）。また、理想と実際のギャッ
プでは「理学療法士養成校での学ぶ時間が少ない」
の回答が最も多かったことを踏まえ、卒前および
卒後教育での補完が求められる。
臨床で役立つ知識・スキル（設問 4）では「褥瘡」
や「経験」、「知識」などが頻出し、皮膚・創傷に関
する知識だけでなく、装具の適合評価と対策立案
を統合した臨床推論が重要と認識されていた。ま
ずは、設問 2で示された皮膚状態の確認に始まり、
靴下などの対策を講じて患者に下肢装具の使用が
安全に行えるか確認しながら使用することが求め
られると考える。それに加えて、本設問で頻出し
た「経験」や「知識」という点からも下肢装具による
MDRPU発生予防のための知識やスキルについて
も卒後教育として行っていくことが必要と考え
る。
これらの結果からMDRPUに対する意識や対
応は個々の経験に基づいて行われており、本調査
目的で掲げた教育面に関する内容は、理想と実際
のギャップが生じる理由の回答からも施設単位や
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学会、士会での研修会などで卒後教育が必要と考
える。具体的には、日本支援工学理学療法学会や
施設単位で下肢装具に携わる療法士への啓発や下
肢装具を使用する患者・家族への適切な指導が必
要である。具体的には下肢装具使用時のMDRPU
予防のためのチェックリストの作成などが挙げら
れる。
本研究の限界として、調査は日本支援工学理学

療法学会会員を対象としており、7年前に理学療
法士協会会員を対象に実施された調査と比較する
と、対象者の選定にバイアスが生じている可能性
がある。また、有効回答率も 17.5％にとどまり、
MDRPUに関心が高い者や臨床経験が長い者が回
答しやすい自己選択バイアスの影響を否定できな
い。
さらに、本研究は探索的解析として記述的に結

果を整理したものであり、因果関係を示すもので
はない。

5. 結論
日本支援工学理学療法学会会員を対象とした

Web調査より、下肢装具関連MDRPUへの関心は
高い一方、用語の浸透と研修参加は限定的であっ
た。自由記述では皮膚観察と装具適合評価が実践
の中核であり、未実施理由として時間や知識共有
の不足が示唆された。今後は、共通言語としての
MDRPUの周知と、観察・報告を標準化する
チェックリスト等の整備が求められる。

6. 利益相反
本研究に関連して開示すべき利益相反はない。
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本調査にご協力いただいた日本支援工学理学療

法学会会員の皆様に深謝いたします。
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Abstract:

Objective : Ankle-foot orthosis are useful for gait recovery; however, preventing medical 

device-related pressure ulcers (MDRPU) associated with orthosis use requires knowledge and 

clinical judgment. This study aimed to assess awareness, preventive practices, and educational 

status regarding MDRPU among society members and to structure free-text responses using 

quantitative text analysis.

Methods : An anonymous web-based survey was conducted in May 2025. Four open-ended 

items were analyzed using co-occurrence network analysis with KH Coder 3.

Results :  A total of 153 participants responded. The proportion reporting implementation of 

preventive measures was 73.9%, and training attendance was 28.8%. Core terms identified 

included “orthosis,” “skin,” “check/confirmation,” “sharing,” “time,” and “lack/insufficiency.”

Conclusion : Awareness of orthosis-related MDRPU appears high; however, in addition to 

individual efforts, standardized procedures, education, and improved systems for information 

sharing are needed.

Key words: ankle-foot orthosis, medical device-related pressure ulcers, survey, quantitative text 

analysis, physical therapist
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1. はじめに
脳卒中後リハビリテーションにおいて歩行能力

の向上ならびに歩行自立は最も重要な治療ゴール
の一つであるとされる 1）。歩行能力の改善を図る
ための手段の一つとして、下肢装具の使用が挙げ
られる。下肢装具には短下肢装具（ankle-foot or-
thosis；AFO）ならびに長下肢装具（knee-ankle-
foot orthosis；KAFO）が含まれる。特に、重度運

動麻痺を呈する脳卒中者では、KAFOを用いた介
入や作製判断も重要である。一方で、KAFOにつ
いては、既存のレビューにおいて有用性や適切な
使用時期、対象者の重症度に関する根拠が十分に
確立されていないことが報告されている 2,3）。これ
に対して、AFOは脳卒中治療ガイドライン 2021 4）

や理学療法診療ガイドライン 5）において有用性が
示されており、脳卒中者の歩行能力の改善を目的

◎資料

脳卒中者に対する短下肢装具適応における
理学療法士の意思決定プロセスの困難さ

ト̶ピックモデルを用いた探索的研究̶
Difficulties in physical therapists’ decision-making process for prescription of 

Ankle-Foot Orthoses in stroke patients: An exploratory study using topic model

平塚健太 1,2），小林英司 3），山本裕晃 4），吉田沙蘭 5）

要 旨

【目的】脳卒中者の短下肢装具（AFO）の適応において、理学療法士（PT）が感じる意思決定
プロセスの困難さを探索的に明らかにすること。
【方法】北海道内の施設に所属する臨床経験 5年以上の PTを対象にWebアンケートを実施し、
AFO適応に際する意思決定の困難さをリッカート尺度、困難な理由を自由記述で収集した。
自由記述はトピックモデルを用いて分析した。
【結果】121名（37.5％）が回答し、困難さが生じている PTは 25名（20.7％）であった。困
難は評価・装具選択、機能変化への対応、適応・費用説明、家族理解、装着感、合意形成な
ど 10トピックに整理された。
【結論】AFO適応の困難は、評価・装具選定・機能変化への対応に加え、適応や費用の説明、
家族理解、装着感、合意形成に及んだ。AFO適応は多面的情報を統合する意思決定であり、
説明と合意形成を含めた支援手順の体系化が必要であることが示唆された。

キーワード：短下肢装具、意思決定、脳卒中、困難、トピックモデル
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としたリハビリテーションにおける主要な選択肢
の一つとして位置づけられ、臨床においても広く
用いられている。また、AFOを適切に使用しない
場合には、関節可動域の制限や疼痛、新たな関節
病変の発症といった二次的障害を引き起こす可能
性が指摘されている 6）。これらの点を踏まえると、
AFOの適切な適応と選択は、歩行機能の改善のみ
ならず、二次的合併症の予防という観点からも極
めて重要である。
しかしながら、AFOの有効性が示されているに

もかかわらず、臨床場面では、AFOを提案しても
対象者が拒否する、あるいは受け入れが難しいと
いった状況が少なくない。先行研究では、装着感
の不適合、生活が楽にならない、生活環境に合わ
ない、着脱が難しいなどの理由から、AFOの毎日
使用が推奨されるにもかかわらず、約 40％が使用
を継続できていない、あるいは中断していること
が報告されている 7）。このように、AFOは歩行機
能の改善に寄与するものの、適切な処方・選択・
説明が十分でなければ、対象者が装具の使用を回
避し、アドヒアランスの低下を招くことが問題点
として考えられる。AFO適応に際しては、医師や
理学療法士（以下、PT）による臨床評価に加えて、
対象者個々の価値観や生活環境を考慮する必要が
あるとされている 8）。実際の臨床においても、下
肢装具適応の意思決定は複雑であり、PTが推奨す
る AFOに対し、対象者が快適性や機能性を優先し
て別の選択肢を希望するなど、意向が一致しない
場面が散見される 9）。そのため、PTには歩行分析
や身体機能評価のみならず、装具特性の理解、機
能の予後予測、対象者の生活背景の把握といった
様々な視点を統合した判断能力が求められる。こ
のように多層的要素を含む意思決定プロセスでは
あるものの、AFO適応に関する統一的な判断基準
は必ずしも確立されておらず、PTにとって難易度
が高く難渋する場面であることが多い。しかしな
がら、AFOに関する先行研究の多くは、装具の歩
行改善効果や使用継続の実態に焦点を当てたもの
であり、AFO適応において PTが AFO適応に困
難さを生じているのか、またどのような場面で難
渋しているか、その実態を体系的に明らかにした
研究はない。

そこで本研究では、下肢装具の中でも AFOに
焦点を当て、脳卒中者の AFO適応に携わる PTを
対象として、トピックモデルを使用し、AFO適応
における PTの意思決定プロセスにおける困難さ
を探索的に検討することを目的とした。

2. 対象および方法
2─1　対象
対象は、北海道内の病院に勤務する PTのうち、

脳卒中者へ AFOの適応に携わった経験を有する
者とした。本研究では、アンケートフォーム上で
AFO適応を「医師や義肢装具士等と一緒に下肢装
具の処方や作製に関わること」と定義づけ、記載し
た。取り込み基準は臨床経験年数 5年以上とした。
これは、本邦の PTにおける卒後 5年間を基盤と
した卒後教育制度 10）および臨床実習指導者の要
件 11）を踏まえ、一定の臨床経験を有する層を対象
とするためである。該当地域の 16施設に勤務する
PT 323名を調査対象者とした。

2─2　方法ならびに調査項目
本研究は横断的アンケート調査として実施し
た。調査は Google Formsを用いて行い、対象施
設の責任者を通じて対象者へ調査協力依頼を送付
した。回答は任意かつ匿名とし、2024年 12月か
ら 2025年 4月の調査期間内に送信された回答を
分析対象とした。
調査項目について表1に示す。1）対象者の基本
情報（年齢、性別、臨床経験年数、最終学歴、登録
理学療法士取得の有無、認定理学療法士の取得状
況、専門理学療法士の取得状況、所属施設の病期
区分、年間の AFO適応に関わる脳卒中者数、週あ
たりの脳卒中担当数）、2）「対象者や家族との
AFO適応に関する意思決定に困難を感じている
か」について 5件法リッカート尺度で評価した。設
問文では尺度の両端（1：非常に困難さを感じてい
る、5：全く困難さを感じていない）を提示した。
なお、1～ 3を選択した場合には、その理由につ
いて自由記述で回答を求めた。3を解析対象に含
めたのは、1および 2ほど明確ではないものの、意
思決定上の困難が含まれている可能性を考慮した
ためである。
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2─3　統計解析
対象者の基本情報および「対象者や家族との

AFO適応に関する意思決定に困難を感じている
か」についての 5件法リッカート尺度については、
記述統計を用いて集計した。リッカート尺度 1お
よび 2を困難あり群、4および 5を困難なし群に
分類し、3を中間的回答として除外した上で、回
答者の属性の違いが当該自己評価に及ぼす影響を
検討するため、臨床経験年数、所属先の病期、年
当たりの AFO適応に関わる脳卒中数について、
比較検討を行った。臨床経験年数および年当たり
の AFO適応に関わる脳卒中数は順序尺度として
扱い、Mann-Whitneyの U検定を用いた。所属先
の病期は複数回答であったため、急性期、回復期、
生活期の各病期について該当有無に二値化し、
Fisherの正確確率検定を用いた。なお、有意水準
は 5％未満とした。自由記述の分析には KH Coder 
ver.3 12）を使用し、トピックモデルの一種である潜
在ディリクレ配分法（Latent Dirichlet Allocation：
LDA）を行った 13）。分析に先立ち、テキスト内容
を確認し、データ内容に不備がないことを確認し
た上で、KH Coderによる形態素解析を行った。集
計単位は文とし、語の取捨選択については、最小
出現数を 2、最小文書数を 1に設定した。トピッ
クモデルとは、テキストデータの背後に複数の潜
在的な「トピック（語の共起パターン）」が存在し、

それぞれのトピックが一定の確率で語を出現させ
ていると仮定し、文書全体に潜む構造を推定する
分析手法である。LDAはその中でも、文書が複数
のトピックの混合で構成されると仮定し、その比
率を確率的に推定する方法であり、一つの文章に
対して各トピックの関連度（トピック比率）が算出
される特徴を持つ。トピック数の決定については
最適解が存在しないことが知られており、先行研
究では解釈可能性との兼ね合いで探索的に決定す
る方法が推奨されている 14）。本研究では、緒方 15）

の方法を参考にし、KH Coderにて算出可能な 
Perplexity指標を確認するとともに、各トピック
における上位語および代表文例の解釈可能性を併
せて検討し、採用するトピック数を推定した。
Perplexityの確認では、分割数を 2～ 9まで変化
させて算出し、エルボー法（グラフの折れ曲がりが
緩やかになる地点を基準に推定する方法）を用い
てトピック数を決定した。

2─4　倫理的配慮
本研究は、函館市医師会看護・リハビリテー
ション学院の倫理委員会の承認（承認番号：021）
を得て実施した。なお、アンケートフォームのア
クセスページに研究内容の説明を記載した。また、
アクセスページに［同意する］の回答欄を設け、対
象者がチェックした場合に研究に同意したものと

表 1　アンケート調査項目
No 調査項目

回答者の基本情報（選択式）
1 年齢（20～ 60代まで 10代毎）
2 性別（男性・女性・無回答）
3 臨床経験年数（5～ 10年・11～ 15年・16～ 20年・21年以上）
4 最終学歴（専門学校・大学・大学院［修士・博士］・その他）
5 登録理学療法士取得の有無
6 認定理学療法士取得の有無［複数回答可］（脳卒中・補装具・その他）
7 専門理学療法士取得の有無［複数回答可］（神経・支援工学・その他）
8 所属施設の病期［複数回答可］（急性期・回復期・生活期）
9 年当たりの短下肢装具適応に関わる脳卒中数（1人以上 /年・3人以上 /年・5人以上 /年・7人以上 /年・10人以上 /年）

10 週当たりの脳卒中者担当数（1人以上 /週・3人以上 /週・5人以上 /週・7人以上 /週・10人以上 /週）

脳卒中者に対する短下肢装具の意思決定について（リッカート尺度・自由記載）
1 対象者や家族と短下肢装具適応における意思決定に困難さを感じているか？
（1：非常に困難さを感じている、5：全く困難さを感じていない）
「1─3」の場合（自由記載）：どのようなことに困難さを感じるか
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した。

3. 結果
アンケート調査の回答者数は 121名であり、回
答率は 37.5％であった。回答者の基本情報を表2
に示す。対象者の年齢分布は 30代が 59名
（48.8％）で最も多く、 次いで 20代および 40代が
多かった。性別は男性が 84名（69.4％）と多数を占
めた。
臨床経験年数は、5～ 10年 55名（45.5％）と最も

多く、11年以上の経験を有するものも一定数含ま
れていた。最終学歴は専門学校卒が 78名（64.4％）
最多であった。

資格取得状況では、登録理学療法士は 80名
（66.1％）であった。認定理学療法士では、脳卒中
が 25名（20.7％）、補装具が 1名（0.8％）であった。
専門理学療法士では、その他が 2名（1.7％）であ
り、神経および支援工学の取得者はいなかった。
所属施設の病期区分は、回復期 98名（81.0％）が

最も多かった。年間の AFO適応に関わる脳卒中
者数は、「1人程度」が 43名と最も多く、次いで
「3人程度」が 33名、「10人以上」が 20名であった。
週あたりの脳卒中担当数では、「10人以上」が最も
多く 40名であり、「1人以上」「3人以上」がいずれ
も 26名であった。
「対象者や家族との AFO適応に関する意思決

n ％
年齢

20代 30 24.8

30代 59 48.8

40代 29 23.9

50代 2 1.7

60代 1 .8

性別
男性 84 69.4

女性 35 28.9

無回答 2 1.7

臨床経験年数
5～ 10年 55 45.5

11～ 15年 34 28.1

16～ 20年 19 15.7

21年以上 13 10.7

最終学歴
専門学校 78 64.4

大学 37 30.6

大学院（修士課程） 3 2.5

大学院（博士課程） 0 .0

その他 3 2.5

登録理学療法士取得の有無
あり 80 66.1

なし 41 33.9

認定理学療法士取得の有無 ※複数回答可
脳卒中 25 20.7

補装具 1 .8

その他 9 7.4

なし 88 72.7

n ％
専門理学療法士取得の有無 ※複数回答可
神経 0 .0

支援工学 0 .0

その他 2 1.7

なし 119 98.3

所属先の病期 ※複数回答可
急性期 31 25.6

回復期 98 81.0

生活期 33 27.3

年当たりの短下肢装具適応に関わる脳卒中数
1人程度 /年 43 35.6

3人程度 /年 33 27.3

5人程度 /年 16 13.2

7人程度 /年 9 7.4

10人程度 /年 20 16.5

週当たりの脳卒中者担当数
1人以上 /週 26 21.5

3人以上 /週 26 21.5

5人以上 /週 18 14.9

7人以上 /週 11 9.1

10人以上 /週 40 33.0

短下肢装具適応における意思決定の困難さ
1：非常に困難さを感じている 2 1.7

2 23 19.0

3 29 24.0

4 59 48.8

5：全く困難さを感じていない 8 6.6

表 2　アンケート回答者の基本情報

「短下肢装具適応における意思決定の困難さ」は、「対象者や家族と短下肢装具適応における意思決定に困難さを感じていますか（1：非
常に困難さを感じている、5：全く困難さを感じていない）」に対する 5件法リッカート尺度の結果を示す。設問文では尺度の両端を提
示した。
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定に困難を感じているか」のリッカート尺度の内
訳は、1が 2名（1.7％）、2が 23名（19.0％）、3が
29名（24.0％）、4が 59名（48.8％）、5が 8名（6.6％）
であった。困難あり群（1および 2）、困難なし群（4
および 5）の属性比較の結果を表3に示す。臨床経
験年数は困難あり群で有意に短かった（p＝
0.037）。また、年当たりの AFO適応に関わる脳卒
中数は困難あり群で有意に少なかった（p＝
0.008）。一方で、急性期、回復期、生活期の各病
期の該当有無については、いずれも群間で有意差
を認めなかった。
自由記述解析の対象となった 1～ 3の回答者は

54名（44.6％）であった。AFO適応に関する意思決
定に困難を感じる理由について、自由記述データ
に対するトピックモデルを行い、Perplexityと解
釈可能性に基づいて採用するトピック数を検討し
た。自由記述解析対象となった 54名の記述につい
て、データ内容に不備は認めなかった。KH Coder
による形態素解析の結果、総抽出語数は 960語、
総文数は 57文、段落は 49であった。Perplexityに
ついては分割数を 2～ 9まで変化させて確認した
ところ、いずれの分割数においても、トピック数
10～ 20付近から Perplexityの低下幅（グラフの折

れ曲がり）が緩やかとなる傾向を示した。そのた
め、Perplexityの推移から 10～ 20付近を候補範
囲とし、各トピックに含まれる上位語および代表
文例の解釈可能性を併せて検討した。解釈可能性
については、著者と共著者 1名の計 2名で確認し
た。その結果、10トピックにおいて臨床的に解釈
可能なまとまりが確認されたため、本研究では探
索的分析として 10トピックを採用した。トピック
タイトルは、分類された単語をもとに、各トピッ
クが文章中でどのように用いられているかを考慮
してラベル付けを行った。トピックモデルでは、
各トピックは複数の語からなる確率分布として表
現されるため、出現確率の高い語ほど、そのトピッ
クの内容を特徴づける語であると解釈される。本
研究では、出現上位単語の組み合わせに加え、ト
ピック出現確率が高い文例の内容を総合的に検討
し、各トピックの意味づけを行った。トピック毎
に分類された出現上位 5単語とトピック出現確率
ならびに代表的な文例を表4に示す。トピックタ
イトルは、トピック 1「評価実施」、トピック 2「対
象者の必要性理解」、トピック 3「種類や設定の多
さ」、トピック 4「良い装具の選定」、トピック 5「対
象者の機能変化」、トピック 6「適応の自信と説

表 3　AFO適応における困難あり群と困難なし群の属性比較
困難あり群（n＝ 25） 困難なし群（n＝ 67） p値

臨床経験年数＊ 0.037

5～ 10年目  15 （60.0）  28 （41.8）
11～ 15年目  8 （32.0）  19 （28.4）
16～ 20年目  2 （8.0）  11 （16.4）
21年目以上  0 （0.0）  9 （13.4）
年当たりの AFO適応に関わる脳卒中数＊ 0.008

1人程度 /年  15 （60.0）  16 （23.9）
3人程度 /年  4 （16.0）  23 （34.3）
5人程度 /年  2 （8.0）  7 （10.4）
7人程度 /年  1 （4.0）  7 （10.4）
10人以上 /年  3 （12.0）  14 （20.9）
所属先の病期†

急性期あり  6 （24.0）  21 （31.3） 0.61

回復期あり  20 （80.0）  53 （79.1） 1.00

生活期あり  6 （24.0）  17 （25.4） 1.00

値は n（％）で示した。困難あり群はリッカート尺度 1～ 2、困難なし群は 4～ 5とし、3は中間的回答として群間比較から除外した。
臨床経験年数および年当たりの AFO適応に関わる脳卒中数は順序尺度としてMann-Whitneyの U検定を用いた。所属先の病期は複数
回答であったため、各病期の該当有無として二値化し、Fisherの正確確率検定を用いた。
＊ Mann-Whitneyの U検定
† Fisherの正確確率検定
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明」、トピック 7「費用説明」、トピック 8「家族の理
解」、トピック 9「使用の満足度や装着感」、トピッ
ク 10「合意形成」とラベル付けを行った。

4. 考察
本研究では、脳卒中者に対する AFO適応に携

わる PTを対象に、AFO適応における意思決定プ
ロセスの困難さを検討した。一定数の PTが意思
決定に困難を感じており、自由記述データに対す
るトピック分析の結果から、AFO適応における困
難は、一連の意思決定プロセス全体にわたって生
じていることが示唆された。結果の理解を明確に

するため、本研究では抽出トピックを著者らの解
釈として意思決定プロセスに対応づけて整理し
た。具体的には、「評価実施」は評価に関わる内容
として、「種類や設定の多さ」「良い装具の選定」
「対象者の機能変化」は判断に関わる内容として、
「適応の自信と説明」「費用説明」は提案・説明に関
わる内容として、「対象者の必要性理解」「家族の
理解」「使用の満足度や装着感」「合意形成」は合意
形成に関わる内容として整理した。ただし、この
対応づけはトピックモデルにより抽出された結果
そのものではなく、抽出結果の理解を補助するた
めの解釈的整理である。この結果は、AFO適応が

表 4　下肢装具適応の意思決定の困難さにおいて抽出されたトピックと抽出語の生成確率ならびに文例
トピック番号と
タイトル

出現上位単語
（トピック出現確率） 文例

1 評価実施 評価
（.18）

求める
（.18）

考慮
（.09）

必要
（.09）

必要性
（.09）

「装具に対する拒否があり、装具をつけた歩行評価も
させてもらえない」
「装具があった方が良いと評価していても、対象者の
拒否や費用面から導入が難しくなることがある」

2  対象者の 
必要性理解

本人
（.27）

必要性
（.27）

条件
（.11）

機能
（.06）

適切
（.06）

「装具の必要性はわかっているものの、やはり着けた
くない人も多い」
「PT側としては装具の使用を推奨しても、本人が望
んでおらずに処方できない」

3  種類や設定の 
多さ

種類
（.13）

困難
（.13）

今後
（.13）

理由
（.07）

目線
（.07）

「種類が豊富なため、適切な装具なのか疑問が残る」
「選んだ装具の種類や設定が的確かどうか」

4  良い装具の 
選定

装具
（.36）

良い
（.21）

経済
（.06）

意思
（.06）

変化
（.06）

「どのタイプの短下肢装具が良いのか悩ましい」
「本当に装具を使って目標到達できるか心配」

5  対象者の 
機能変化

患者
（.18）

機能
（.12）

時間
（.12）

処方
（.06）

作成
（.06）

「装具が将来的に必要なくなるかもしれない」
「機能変化による対応が今後できていくのか気になる」

6  適応の 
自信と説明

説明
（.29）

装具
（.08）

自信
（.08）

目線
（.08）

異なる
（.08）

「完全に説明できる自信がない」、「装具のメリット、
デメリットを上手く説明できない」
「見た目のこだわりがある場合に、なぜその装具が好
ましいかの説明が大変」

7 費用説明 説明
（.18）

金額
（.12）

使用
（.12）

金銭
（.06）

意見
（.06）

「金額と見合っているかの説明が心苦しい」、「装具の
金額や支払いの説明」
「経済的不安のある方に対する処方」

8 家族の理解 家族
（.37）

装着
（.11）

負担
（.11）

金銭
（.06）

機能
（.06）

「家族と対象者で意思が異なる方に関しては困難さを
感じる」
「家族の理解不足・本人と家族との間で、意見が食い
違う」

9  使用の 
満足度や装着感

視点
（.16）

拒否
（.16）

装着
（.08）

対応
（.08）

身体機能
（.08）

「使用したことによる満足度」、「装着が自身で出来な
い場合受け入れが悪い」
「値段、必要性を感じていても着脱が大変な方が多い」

10 合意形成 理解
（.15）

PT
（.15）

すり合わせ
（.08）

使用
（.08）

身体機能
（.08）

「患者の希望と身体機能の乖離」
「対象者の生活背景や経済的負担の度合いを考慮しな
ければならず、PTとして必要な機能を必ずしも選択
できるとは限らない」

出現上位単語に付記した数値は、各トピックにおける当該語の出現確率を示す。値が高いほど、当該トピックを特徴づける語であるこ
とを意味する。なお、本研究では出現上位単語の出現確率のみでなく、代表文例の内容を併せて総合的に検討し、各トピックの意味づ
けを行った。
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単純な判断基準に基づいて一律に決定できる意思
決定プロセスではなく、臨床現場において多様な
要因を統合しながら行われていることを反映して
いると考えられる。

AFOの有効性については、歩行速度や歩行パラ
メータの改善を示すエビデンスが蓄積されてい
る 16）。しかしながら、どのような装具を適応する
かという判断は、PTの臨床経験や考え方に左右さ
れる傾向が強く、PT間で差異がみられることが報
告されている。そのため、具体的な適応基準や判
断手順が十分に整理されていないことが指摘され
ている 17）。また、AFOの選好や評価では、義肢装
具士・PT・使用者の立場によって重視点が異な
り、共通の判断基準を設定しにくいことが示され
ている 18）。本研究において一定数の PT が意思決
定プロセスに困難さを感じていたことは、身体機
能評価、生活環境、多職種および当事者間で重視
される価値観が必ずしも一致しない状況のなか
で、これらを統合しながら判断を行う必要がある
という、AFO適応における意思決定プロセスの複
雑性および高い難易度を反映した結果であること
を示唆していると考えられる。
また、困難あり群では困難なし群と比較して、

臨床経験年数が短く、年当たりの AFO適応に関
わる脳卒中数が少なかった。本研究は臨床経験年
数 5年以上の PTを対象としており、一定の臨床
経験を有する集団に限定した調査であったが、そ
の中でも臨床経験や AFO適応に関わる経験の蓄
積が、意思決定の困難さと関連している可能性が
示唆された。一方で、所属病期の該当有無につい
ては有意な関連を認めなかったことから、困難さ
は特定の病期に限定されるものではなく、AFO適
応の判断や説明、合意形成に関わる臨床経験の影
響を受ける可能性がある。
加えて、装着感の不適合、生活上の利便性の乏

しさ、環境不適合、着脱の難しさは不使用や中断
につながり 7）、費用負担や立替払いも受け入れに
影響する 19）。これらの知見は、AFO適応の意思決
定において、身体機能評価のみならず、生活環境
や対象者の価値観、さらには経済的負担を含めた
判断が求められていることを示している。本研究
の結果においても、説明や提案の段階における困

難、さらには対象者や家族との合意形成の難しさ
がトピックとして抽出されており、PTは複数の情
報を同時に考慮しながら判断を行う必要があり、
意思決定の不確実性が高まりやすい状況に置かれ
ていると考えられる。
このような状況は、支援機器全般に共通する特
徴とも一致する。支援機器の採用と継続使用に関
する研究では、全支援機器の約 3割が使用継続に
至っていないことが報告されており、とりわけ歩
行補助具については、他の機器と比べて入手が容
易であることや、使用者のニーズや優先順位が変
化しやすいことから、使用が継続されにくい傾向
にあるとされている 20）。同研究では、支援機器の
継続使用のためには、機器の性能や医学的適合性
のみならず、使用者の長期的なニーズを重視する
必要性が示されている。歩行補助具である AFO
においても、意思決定は装具の選択にとどまらず、
対象者がその装具をどのように理解し、生活の中
で受け入れられるかを見通した判断を含むものと
なる。そのため、評価・判断・提案・合意形成と
いった意思決定プロセス全体に困難さが生じてい
ることは妥当であると考えられる。
本研究の限界として、第一に、自由記述解析に
おけるデータ量とトピック数決定に関する限界が
挙げられる。本研究の自由記述解析は、リッカー
ト尺度 1～ 3を選択した 54名の記述を対象とし
た探索的分析であり、LDAを比較的小規模なデー
タに適用している点で、トピックの安定性や過分
割の可能性を否定できない。また、トピック数の
決定は、Perplexityの推移と上位語および代表文
例の解釈可能性を踏まえて探索的に行ったため、
採用したトピック数には一定の不確実性が残る。
このため、本研究で抽出されたトピックは、AFO
適応における困難の暫定的構造として解釈する必
要がある。
第二に、PT自身の自己評価および自由記述デー

タに対するトピック分析により、一連の意思決定
プロセスならびにそれぞれに固有の困難が抽出さ
れたものの、これらの困難がどの程度の頻度で生
じているのか、またどの程度強く困難として認識
されているのかについては明らかにできなかっ
た。
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第三に、本研究は PTのみを対象としており、
AFO適応の意思決定に関与する義肢装具士や医
師、さらには装具使用者本人や家族の視点を直接
的に取り入れていない点も限界として挙げられ
る。AFO適応は多職種・当事者が関与する協働的
な意思決定プロセスであり、それぞれの立場に
よって重視される価値や判断基準が異なることが
指摘されている 18）。第四に、本研究では臨床経験
年数 5年以上を対象としたため、経験の浅い PT
が抱える困難さは十分に反映されていない可能性
がある。このため、一般化可能性には限界がある。
本研究の結果は、PTの視点から意思決定の一側

面を明らかにしたものであり、意思決定全体の構
造を包括的に理解するためには、今後、他職種や
装具使用者の視点を含めた検討が必要であると捉
える。

5. 結論
本研究は、脳卒中者の AFO適応に携わる PTを

対象に意思決定プロセスにおける困難さをトピッ
クモデルにより探索的に検討した。その結果、評
価実施や装具選定、機能変化への対応といった判
断面の不確実性に加え、必要性・費用・装着感の
説明、家族理解、合意形成が困難として抽出され
た。AFO適応は身体機能評価に基づく技術的判断
にとどまらず、生活背景や価値観を踏まえた相互
的コミュニケーションを通じて統合される複雑な
意思決定であることが示唆された。今後は、本結
果を踏まえ、これらの困難をどのように支援につ
なげるかについて、さらなる検討が必要である。
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Abstract:

Objective : To exploratorily clarify the difficulties physical therapists(PTs) experience in the 

decision-making process for prescribing ankle-foot orthoses(AFO) for people with stroke.

Methods : A web-based survey was conducted among PTs with ≥ 5 years of clinical experience 

who worked in healthcare facilities in Hokkaido, Japan. Decision-making difficulty regarding 

AFO prescription was assessed using a Likert scale, and reasons for difficulty were collected via 

free-text responses. Free-text data were analyzed using a topic model.

Results : A total of 121 PTs responded (response rate, 37.5%); 25(20.7%) reported experiencing 

dif ficulty. Ten topics were identified, including clinical assessment and orthosis selection, 

responding to functional changes, explanations of indication and costs, family understanding, 

comfort and fit, and shared agreement.

Conclusion : Difficulties in AFO prescription extended beyond assessment, orthosis selection, 

and managing functional changes to include explaining indications and costs, facilitating family 

understanding, addressing comfort, and reaching agreement. These findings suggest that AFO 

prescription requires integrating multidimensional information and that a structured support 

procedure encompassing explanation and consensus building is needed.

Key words: ankle-foot orthosis, decision making, stroke, difficulty, topic model
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1. はじめに
我が国の介護保険での要介護・要支援認定者は

2022年度末で 694万人であり 1）、要介護の原因で
は脳血管障害が 19.0％を占める 2）。初発脳卒中患
者の約 7割が修正自立以上の歩行を獲得し、その
約 3割が下肢装具を用いることから、下肢装具を
使用する脳卒中患者は多いと推測される 3）。
下肢装具は製作時に使用される制度により、「治

療用下肢装具」と「更生用下肢装具」に分類される。
前者は医療保険制度、後者は障害者総合支援法の
補装具費支給制度を用いて製作される。補装具費
の支給には身体障害者更生相談所（以下、更生相談

所）による要否判定（直接判定・書類判定）を要す
る。補装具費支給事務取扱指針（以下、指針）では、
更生用下肢装具は直接判定を原則とし、多職種が
一堂に会して実施することが求められる。一方、
現場では書類判定を用いる例も多く、運用には地
域差が指摘されている 4）。2022年度の更生用下肢
装具の支給件数 5,6）と身体障害者手帳交付台帳登
載数 7）の肢体不自由者数（下肢）から都道府県別支
給割合を算出した結果、都道府県による差は最大
で 10倍以上に達した（図1）。この地域差に、要否
判定の方法がどのように関与しているかは不明で
ある。直接判定は、申請者本人が更生相談所に赴

◎原著

脳卒中後遺症者の更生用下肢装具製作時における
要否判定の実態と課題

─補装具事業所・更生相談所の全国横断調査─
Practices and challenges in assessing the need for permanent lower-limb orthotics in stroke survivors: A nationwide cross-

sectional survey of prosthetics and orthotics providers and rehabilitation consultation centers in Japan

渡邉 司 1），東畠弘子 2）

要 旨

全国の補装具事業所および更生相談所を対象に、更生用下肢装具の要否判定の実態と課題を
把握するため横断調査を実施した。調査 1は補装具事業所 469カ所、調査 2は更生相談所 81

カ所に送付した。更生用下肢装具を直接判定で製作した割合は、補装具事業所 35.6％、更生
相談所 45.0％で、地域間で直接判定割合の差が確認された。直接判定は当事者参加や下肢装
具の比較検討、補装具費支給券の交付までの期間短縮に利点がみられた一方、多職種での意
見共有は十分でなかった。書類判定は補装具事業所の意見等の情報が反映されやすい反面、
当事者関与が限定された。課題解消に向け、関与職種と記録様式の標準化、遠隔評価を含む
ハイブリッド運用の位置づけ、全国共通の評価指標と公平な運用枠組みの整備を検討するこ
とが望まれる。

キーワード：要否判定、更生相談所、義肢装具士、下肢装具
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き、更生相談所職員が状態等を確認した上で要否
判定を実施する。必要に応じて補装具事業所等が
同席し、装具構成や適合可能性に関する情報提供
および意見提示を行う 8）。書類判定は、医師意見
書等の提出書類に基づき更生相談所職員が要否判
定を実施し、医師は意見書作成を通じて医学的情
報を提供する 9）。医師意見書を作成する医師のう
ち、義肢装具に精通したリハビリテーション科専
門医は限られている 10）。そのため、義肢装具に精
通していない医師が医師意見書を作成する場合に
は、補装具事業所から提供される情報の重要性が
相対的に高まると考えられる。補装具事業所に所
属する義肢装具士は国家資格を有し、更生用下肢
装具の製作・適合および使用状況に直接関与する
立場から、要否判定が装具提供の過程や使用可能
性に及ぼす影響を把握しやすい。一方で、制度運
用全体の把握という観点では、更生相談所職員が
より包括的な視点を有している可能性があり、両
者の認識は立場や専門性に応じて異なることが想
定される。
以上より、本研究では、全国の補装具事業所お

よび更生相談所を対象とした横断調査により、脳
卒中後遺症者に対する更生用下肢装具製作時の要
否判定の実態と課題を比較し、両者の視点の差異
を明らかにすることを目的とした。また、直接判
定と書類判定では、地域差があり、要否判定の運
用（関与職種、比較検討、補装具費支給券の交付ま
での期間）にも差があると仮説を設定した。

2. 用語の定義と略記
本研究では、更生用下肢装具は脳卒中後遺症者
に対して製作された下肢装具を指し、判定方法の
用語は「直接判定」または「書類判定」に統一する。

3. 方法
3─1　調査対象
調査 1は、2023年 1月時点でテクノエイド協会
および iタウンページより抽出した補装具事業所
469カ所を対象とした。義肢装具士の在籍数情報
が確認できた 256カ所の補装具事業所では、在籍
人数は 3～ 6人に集中していたため、1施設当た
り 5人と仮定し、総送付数は 2345人分とした。

図 1　左：都道府県別下肢装具支給件数、右：都道府県別下肢装具支給件数割合（件数 /手帳）
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義肢装具士ごとに担当症例が異なることが想定さ
れるため、各事業所に所属する複数の義肢装具士
に回答を依頼した。なお、製作件数に関する設問
では、複数人で担当した場合は「主に担当したと
判断した件数」を回答するよう依頼した。
調査 2は、同時点で全国に所在する更生相談所

81カ所を対象とした。更生用下肢装具の要否判定
は施設として共通の業務であるため、判定業務に
従事している職員 1人に回答を依頼した。

3─2　調査期間
調査 1は 2023年 3月 1日～ 4月 7日、調査 2は

2023年 2月 6日～ 3月 31日に実施した。

3─3　調査内容
質問紙は、「基本属性」、「判定方法の差異」と「判

定に対する認識」に分類される。設問は、独自設問
とテクノエイド協会 4）の調査、指針および予備調
査を基に作成した。主な設問内容と回答形式を表
1に示す。

3─4　倫理的配慮
施設の責任者に依頼・説明文書を送付し、質問

紙の返送をもって同意取得とした。本研究は国際
医療福祉大学倫理審査委員会の承認（承認番号：
22─ Ig─169）を得て実施した。本研究は国際医療福
祉大学大学院の博士論文を改編したものである。

4. 統計解析
統計解析には IBM SPSS Statistics 29を使用し、
有意水準は 0.05とした。全てのデータに記述統計
を実施した。各変数は分布の特性に応じてノンパ
ラメトリック検定を用いた。

4─1　基本属性
調査 1は、更生用下肢装具の年間製作担当件数
と直接判定割合を基に、直接判定と書類判定で製
作された年間件数を計算した。得られた値を八地
方区分別に集計し、補装具事業所における更生用
下肢装具の直接判定割合を算出した。調査 2は、
更生用下肢装具の判定件数を直接判定と書類判定
に分けて八地方区分別に集計し、更生相談所にお
ける更生用下肢装具の直接判定割合を算出した。

4─2　判定方法の差異
Mann-Whitneyの U検定を用いて群間比較を実
施した。要否判定に関与する職種は、直接判定と
書類判定でクロス集計し、χ2検定を用いた。

4─3　判定に対する認識（図 2）
Wilcoxonの符号付順位検定を用いて群内比較
を実施した。要否判定に「活用している情報」と「重
要と思う情報」は、四象限マトリックス表を用いて
A．重要で活用されている情報、B．重要でなく活
用されていない情報、C．重要でなく活用されて

表 1　質問紙の主な設問内容と回答形式
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いる情報、D．重要で活用されていない情報に分
類した。その後、適切に活用される情報（A＋ B）、
不適切に活用される情報（C＋ D）に集約し、χ2検
定を用いて直接判定と書類判定の割合を項目ごと
に比較した。また、クロス集計後の各枡目の期待
値が 5未満の場合には、Fisherの正確確率検定を
用いた。

4─4　自由記述
KJ法に準じて分類・整理を行った。

5. 結果
5─1　基本属性
5─1─1　回答者の基本属性（表 2）
調査1：全送付事業所 469カ所のうち、事業所の
統合が確認された 1カ所および更生用下肢装具を
製作していないことが判明した 3カ所を除外し、
465カ所、2325人を対象とした。結果、義肢装具
士 274人から回答（回収率 11.8％）を得た。回答者
の性別は男性が 85.4％、女性が 13.9％で、年齢
は平均 42.4± 11.2歳（男性 43.6± 11.3、女性

34.9± 6.8）であった。勤務先の規模は「義肢装具
士 3～ 10人未満」が最多（54.4％）であった。更生
用下肢装具への関与は「5年以上」が約 8割を占
め、経験豊富な回答者が多かった。
調査2：更生相談所 41カ所より回答（回収率
50.6％）を得た。回答者の年齢は平均 48.1± 11.1
歳であり、職種は理学療法士が最多（42.5％）で
あった。通算経験年数は 10年以上が 65.0％、勤
務先での勤続年数は 3年以上が 67.5％ であり、
調査 1と同様に経験豊富な回答者が多かった。
5─1─2　判定件数と直接判定割合
調査1：年間製作担当件数は、直接判定 1698.3件、
書類判定 3074.7件で、直接判定割合は 35.6％で
あった（表3）。
調査2：年間判定件数は、直接 2770件、書類
3383件で、直接判定割合は 45.0％ であった（表
4）。
地域差：中国地方で直接判定割合が高く、関東・
中部・四国では調査 1と調査 2の間で差がみられ
た（図3）。

図 2　下肢装具の選定および医師意見書の作成における情報活用状況に関する質問項目（補装具事業所）
更生相談所職員向け質問票については、回答者の立場に応じて一部文言を調整しているが、質問項目の構造および測定内容は同一であ
る。
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5─2　判定方法の差異（表 5）
5─2─1　判定に必要な情報を集めるためにか
かる時間

調査1：30分以上 1時間未満と回答した割合が最
も高く、直接判定 47.4％、書類判定 49.8％であっ
た。30分未満は直接判定 38.8％、書類判定
32.0％であり、1時間以上を要すると回答した割
合はいずれも少数であった。判定に必要な情報を
集めるためにかかる時間について、直接判定と書
類判定の間に有意差は認められなかった（z＝
－1.714、p＝ 0.086、r＝ 0.08）。

調査2：更生相談所において 30分未満が最多で、
直接判定・書類判定ともに 59.4％であった。そ
の他の時間区分の割合はいずれも低く、判定方法
間に有意差は認められなかった（z＝－0.403、p
＝ 0.687、r＝ 0.05）。

5─2─2　構成部品の変更を指示された /指示し
た年間合計回数

調査1：0回と回答した割合は直接判定が 59.6％、
書類判定が 77.2％であり、1回以上 5回未満と回
答した割合は直接判定が 36.3％、書類判定が
21.6％であった。構成部品の変更を指示された回

表 2　回答者の基本属性
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表 3　補装具事業所の判定件数と直接判定割合（都道府県別）
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表 4　更生相談所の判定件数と直接判定割合（地方別）
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図 3　左：補装具事業所の直接判定割合（地方別）、右：更生相談所の直接判定割合（地方別）

表 5　判定方法の差異
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数は、直接判定の方が有意に多かった（z＝ 4.074、
p＜ 0.001、r＝ 0.19）。
調査2：0回と回答した割合は直接判定が 50.0％、
書類判定が 51.5％であり、1回以上 5回未満と回
答した割合は直接判定が 31.3％、書類判定が
30.3％であった。構成部品の変更を指示した回数
に有意差は認めなかった。

5─2─3　更生用下肢装具の比較検討
調査1：更生用下肢装具の比較検討および検討す
る種類の数に有意差は認められなかった。
調査2：直接判定の方が更生用下肢装具の比較検
討の実施が有意に多かったが（z＝－3.768、p＜
0.001、r＝ 0.48）、検討する種類の数に有意差は
認めなかった。

5─2─4　補装具費支給券が交付されるまでの
期間

調査1：補装具費支給申請から補装具費支給券が
交付されるまでの期間について、2週間以上 1カ
月未満と回答した割合は直接判定が 41.5％、書類
判定が 30.5％であり、1カ月以上 2カ月未満と回
答した割合は直接判定が 45.7％、書類判定が
57.6％であった。補装具費支給申請から補装具費
支給券が交付されるまでの期間は、直接判定の方
が有意に短かった（z＝－2.448、p＝ 0.014、r＝
0.12）。

5─2─5　治療用下肢装具未所持時の補装具費
支給申請の認定可否

調査1：治療用下肢装具を所持していない場合で
も補装具費支給申請が「認められる」、または「だ
いたい認められる」と回答した割合は 39.0％ で
あった。「あまり認められない」、または「認めら
れない」が 53.2％であった。
調査2：指針に則り、更生用下肢装具の判定方法
を決定している更生相談所が 95.1％ であった。
治療用下肢装具の未所持における補装具費支給申
請の可否については、「認められる」、または「だ
いたい認められる」と回答した割合が 45.9％であ
り、「あまり認められない」、または「認められない」
が 54.0％であった。
5─2─6　要否判定に関与する職種（表 6）
調査1：申請者が関与する割合は直接判定の方が
有意に高く、書類判定の方が低かった（χ2（1）＝ 

36.370、p＜ 0.001、φ＝ 0.28）。
調査2：補装具事業所（χ2（1）＝ 13.888、p＜ 0.001、
φ＝ 0.46）、申請者（χ2（1）＝ 25.462、p＜ 0.001、φ

＝ 0.63）、看護師（χ2（1）＝ 11.404、p＜ 0.001、φ

＝ 0.42）が関与する割合は、直接判定の方が有意
に高く、書類判定の方が低いことが示された。

5─3　判定に対する認識（表 7）
5─3─1　補装具事業所の意見の取り入れ状況
調査1：補装具事業所の意見が取り入れられてい
るかについて、直接判定と書類判定の間に有意差
を認めており（z＝ 2.398、p＝ 0.016、r＝ 0.17）、
書類判定の方が補装具事業所の意見が取り入れら
れていると認識されていることが示された。
調査2：直接判定と書類判定の間に有意差は認め
られなかった。

5─3─2　多職種の意見共有の状況
調査1：多職種の意見が共有されているかについ
て、直接判定と医師意見書作成時の多職種の意見
共有には有意差を認めており（z＝ 3.352、p＜
0.001、r＝ 0.22）、直接判定の方が多職種の意見
共有が行われにくいと認識されていることが示さ
れた。

5─3─3　要否判定で適切に活用される情報と
不適切に活用される情報

調査1：下肢装具の値段（所持）に有意差を認めて
おり（χ2（1）＝ 7.946、p＝ 0.005、φ＝ 0.13）、直接
判定の方が適切な情報活用ができると回答した割
合が有意に少なかった。また、補装具事業所の意
見にも有意差を認めており（χ2（1）＝ 5.615、p＝
0.018、φ＝ 0.11）、直接判定の方が適切な情報活
用ができると回答した割合が有意に少なかった。
その他の項目に有意差は認めなかった（表8）。
調査2：いずれの項目においても直接判定と書類
判定の間に有意差は認められなかった（表9）。

5─4　自由記述：直接判定および書類判定の利
点と課題

調査1：自由記述の件数は、直接判定の利点が
144件、課題が 144件であった。書類判定の利点
は 191件、課題は 99件であった。直接判定の利
点は、多職種での意見交換（28.5％）、日常生活に
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おける問題点の把握（17.4％）が主な利点であっ
た。課題は、申請者の来所負担（37.5％）、スケ
ジュール調整が難しい（28.5％）が挙げられた。書
類判定の利点は、来所不要による利便性（38.2％）、
効率的な製作が可能（13.1％）であった。課題は、
装具の適合に課題（20.2％）、選定理由が伝わらな

い（19.2％）、判定に時間を要する（19.2％）が挙げ
られた。
調査2：自由記述の件数は、直接判定の利点が 59
件、課題が 35件であった。書類判定の利点は 34
件、課題は 38件であった。直接判定は、日常生
活における問題点の把握（37.3％）、情報共有が容

表 6　要否判定に関与する職種

表 7　判定に対する認識
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表 8　要否判定で適切に活用される情報と不適切に活用される情報（補装具事業所）

表 9　要否判定で適切に活用される情報と不適切に活用される情報（更生相談所）
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易（16.9％）が主な利点であった。課題は、申請者
の来所負担（28.6％）、時間的制約（22.9％）であっ
た。書類判定の利点は、来所不要による利便性
（32.4％）、病状の把握（20.6％）であった。課題は、
申請者の身体状況がわからない（23.7％）、判定に
時間を要する（18.4％）が挙げられた。

6. 考察
6─1　要否判定の地域差
更生用下肢装具を直接判定で製作した割合は、

補装具事業所が 35.6％、更生相談所が 45.0％で先
行研究と一致した 11）。治療用下肢装具が未所持で
も申請が認められる割合は、補装具事業所が
39.0％、更生相談所が 45.9％であった。補装具費
支給事務ガイドブックは 9）、初回は治療用下肢装
具の製作が一般的だが更生用下肢装具の製作を排
除しておらず、更生相談所の裁量が大きいことが
示唆される。
調査 2では、要否判定の方法を指針に基づき決

定している更生相談所が 95.1％であった。実際に
は書類判定が多く、直接判定を原則とする指針と
乖離していた。背景には、指針が技術的助言 12）と
して位置づけられ法的拘束力が弱いこと、地域運
用の違いが影響した可能性がある。地域条件に応
じた運用の裁量は一定程度許容され得る一方、判
断根拠や最低限の評価項目といった判定基準は全
国で共有し、同等事例に対する説明責任と公平性
を担保する必要がある。
以上より、要否判定には地域差が認められ、そ

の運用には地域ごとの差異が示唆された。

6─2　要否判定の差異
申請者の関与は直接判定で有意に高い一方、直

接判定における多職種の意見共有や補装具事業所
の意見活用は十分ではないと認識されていた。参
加要件が明確でないことが一因である可能性があ
る 8,9）。調査 1では、直接判定の方が更生相談所か
ら構成部品の変更を指示された回数が有意に多
かった。調査 2でも直接判定の方が下肢装具の比
較検討が有意に多く、対面協議が選定を促進した
可能性がある。補装具事業所の意見は製作に関わ
ることであり、その意見は活用されることが望ま

れる。情報活用の適切性では、下肢装具の値段（所
持）や補装具事業所の意見に有意差を認め、書類判
定の方が適切な情報活用がなされていると認識さ
れていた。ただし、書類判定は補装具事業所の見
解が相対的に影響しやすく、不適切な意見が判断
に反映され得る点にも留意が必要である。なお、
判定に対する認識および情報活用に関する有意差
は効果量が小さく、これらの点での判定方法によ
る差は限定的であった。一方、更生相談所におけ
る更生用下肢装具の比較検討では中等度の効果量
（r＝ 0.48）が認められた。
定量的知見からは直接判定で多職種連携の課題
が示された一方、自由記述では「多職種での意見交
換」が利点とされた。直接判定において、討議の機
会は確保されても採否への反映が十分でないこと
や、複雑な症例が集積しやすいことなどが背景に
あると考える。書類判定は医師意見書の記載事項
が判定に活用されているが、更生相談所の自由記
述からは「申請者の身体状況がわからない」ことが
課題とされた。更生相談所の対面評価がないため、
同等安価の原則 9）や判定実績、既往の所持装具に
依拠しやすく、変更指示が少なくなる可能性があ
る。
補装具費支給券の交付までの期間は直接判定の
方が短かった。対面での情報取得と即時的な合意
形成が寄与したと考えられるが、直接判定は同席
調整や会場確保が必要なため、多職種参加を確保
しにくいという構造的制約もある。この制約を緩
和する観点から、補装具事業所の参加に伴う経
費・時間的負担への制度的配慮を位置づけるべき
である。書類判定は医師意見書が反映されやすい
反面、申請者の関与や比較検討の機会が限られ、
実態把握や再検討が不足しやすい。したがって、
直接判定では同席要件の標準化と採否理由の記
録・共有を徹底し、書類判定では生活目標・使用
場面・既往装具と価格・所持状況等の系統的収集
を必須化し、不確実性が高い事例は直接判定へ移
行する基準を明確化することが適当と考える。こ
れにより、書類判定で補装具事業所の情報が活用
されやすいという性質を活かしつつ、評価情報が
不十分なまま見解のみが先行して不適切な判断に
結び付くリスクを低減できる。
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以上より、本研究の仮説のうち、地域差は支持
され、要否判定の運用についても、関与職種、比
較検討、補装具費支給券の交付までの期間の一部
で直接判定と書類判定の差が認められたことか
ら、概ね支持されたと考える。なお、要否判定に
対する認識については、補装具事業所では補装具
事業所の意見の取り入れ状況、多職種の意見共有、
情報活用の一部で差が認められたのに対し、更生
相談所では有意差が限定的であった。こうした差
異の背景要因や判断過程を理解するためには、関
係者へのインタビュー等による質的研究を通じた
検討が有用である。
要否判定の運用は更生相談所ごとに異なり得る

ため、同等の事例で判定方法や判断過程が変化し
得る点は、透明性・説明責任の観点から課題とな
る。したがって、運用手段の画一化ではなく、判
定方法の区分、最低限の評価項目、判断根拠の記
録様式、判定方法を切り替える移行基準等の共通
要件を整備することが重要である。
その上で、厚生労働省の Q&Aでは重度例や遠
隔地居住者に対してオンライン・動画・訪問等を
含む対応が示されている 13）。これらは対面評価が
困難な事例の補完的な選択肢としてガイドライン
上の位置づけを明確化し、適用範囲、事前に収集
すべき情報、同意・個人情報保護、判断根拠の記
録方法等の要件を整理した上で段階的に検討する
ことが望ましい。国際的にも障害者権利条約は質
の高い補装具へのアクセス確保を要請してお
り 14）、地域条件によるアクセス格差の是正という
観点からも、こうした選択肢を制度上どのように
位置づけるかは検討課題となる。
一方で、遠隔的手段の導入や要件の明確化は、

調整負荷の増加や事務処理時間の延長、地域の実
情を踏まえない画一的な運用につながるリスクも
伴う。したがって、導入は対象事例や目的を限定
した段階的運用とし、地域の資源・移動制約を踏
まえた柔軟な運用を許容する枠組みとして設計す
る必要がある。

6─3　本研究の限界と課題
補装具事業所を対象とした調査 1の回収率は

11.8％と高くなく、本研究の結果を全国の補装具

事業所全体の実態として一般化するには慎重な解
釈を要する。一方、本研究は全国規模の郵送調査
であり、判定方法間ならびに立場の異なる主体間
の比較に必要な回収数は確保できたと考える。
また、調査 1は個人回答を解析単位とし、同一
症例の重複計上が生じにくいよう配慮したもの
の、同一事業所内での回答の独立性を完全には担
保できない。
さらに、要否判定に関与する職種の経験・専門
性や評価手続きの熟度など、判断過程に影響し得
る要因を十分に把握できていない。

7. 結論
下肢装具を直接判定で製作した割合は、補装具
事業所が 35.6％、更生相談所が 45.0％であり、地
域間で直接判定割合に差が確認された。直接判定
は当事者参加の確保、下肢装具の比較検討や補装
具費支給券の交付までの期間短縮に利点がある
が、多職種の意見共有や補装具事業所の意見の反
映が課題であった。書類判定は補装具事業所の意
見が反映されやすい傾向があるが、当事者関与が
限定されやすいことが明らかとなった。
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Abstract:

This study conducted a nationwide cross-sectional survey to describe current practices and 

identify challenges in assessing the need for permanent lower-limb orthotics for stroke survivors 

in Japan. Two questionnaires were administered: Survey 1 to prosthetics and orthotics (P&O) 

providers (n=469) and Survey 2 to rehabilitation consultation centers (n=81). The proportion of 

cases fabricated following direct assessment was 35.6% among P&O providers and 45.0% among 

consultation centers, with notable regional variation in direct-assessment rates. Reported 

advantages of direct assessment included greater service-user participation, the ability to 

compare candidate orthoses, and a shorter interval to issuance of the assistive device benefit 

voucher. However, multidisciplinary opinion sharing was often insuf ficient. In contrast, 

document-based assessment more readily incorporated information and opinions from P&O 

providers, but tended to limit user involvement. To address these issues, we recommend (i) 

standardizing the professional roles involved in the assessment and record formats, (ii) 

establishing the role of hybrid workflows that incorporate tele-assessment, and (iii) developing 

nationally shared evaluation indicators and an equitable operational framework. These findings 

highlight system-level opportunities to improve the consistency, transparency, and user-

centeredness of needs assessment for permanent lower-limb orthotics in Japan.

Key words: needs assessment, rehabilitation consultation center, prosthetist and orthotist, 

lower-limb orthotics
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1. はじめに
pusher現象は、脳卒中後に生じる姿勢異常の一

つであり、あらゆる姿勢で麻痺側へ傾斜し、自ら
の非麻痺側上下肢を使用して床や座面を押し、他
動的に正中姿勢を修正する介助に抵抗を示す状態
である 1）。Krewerら 2）は、pusher現象によって、
リハビリテーションの効果が非 pusher現象例の
半分の効率と効果しかなかったと報告している。
また、Perdersenら 3）の報告によると pusher現象
例は非 pusher現象例に比べ、日常生活動作（以下、
Activities of Daily Living：ADL）の回復に 3.6週

間、長く必要だったと報告している。よって、
pusher現象を早期に軽快していくことはリハビ
リテーションの効果や ADLの回復効果に影響す
ることが考えられる。

pusher現象の責任病巣で報告されているもの
では、視床後外側核、島皮質、中心後回の皮質下、
上側頭回、下頭頂小葉などがあり、いずれも姿勢
定位にかかわる領域とされている 4）。pusher現象
の生起には、患者自身の垂直軸のずれが関与する
ことが示唆され、身体垂直の認知的な歪みは、垂
直定位に関わる視覚・前庭・体性感覚のいずれか

◎症例報告

移乗サポートロボットを用いた
起立・着座練習がpusher 現象に及ぼす効果

─シングルケースデザインによる検討─
Effects of Sit-to-Stand and Stand-to-Sit Training Using a Mobility Support Robot on pusher behavior: 

A Single-Case Design Study

松岡廣典，森山誠二，平井仁，宮竹里志，松村内久

要 旨

【目的】pusher現象は脳卒中後に生じる姿勢制御障害であり、リハビリテーション効率や
ADL回復を著しく阻害する。移乗サポートロボット Hugを用いた起立・着座練習が pusher

現象に及ぼす効果を検討した。
【方法】右前頭葉・頭頂葉・後頭葉に梗塞を認めた 85歳男性 1例を対象とし、シングルケー
スデザイン ABA法を用いた。B期に移乗サポートロボット Hugを使用した起立・着座練習
を実施し、Scale of Contraversive Pushing（SCP）、Burke Lateropulsion Scale（BLS）、Trunk 

Control Test（TCT）、Catherine Bergego Scale（CBS）により評価した。
【結果】B期後、SCPおよび BLSは座位・立位ともに改善し、TCTは 0点から 25点へ向上し
た。これらの改善は A2期まで維持されたが、CBSに著明な変化は認めなかった。
【結論】移乗サポートロボット Hugを用いた起立・着座練習は、起立と着座の再現性が高く、
反復することが可能となり、運動学習面において効果があった可能性が示された。

キーワード：移乗サポートロボット Hug、起立・着座練習、pusher現象、脳卒中
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の情報入力や、感覚モダリティ間の統合・処理過
程の障害が関与する 5）と考えられている。

pusher現象と半側空間無視（以下、unilateral 
spatial neglect：USN）の脳損傷領域は重複するこ
とが多い 6）と報告されている。 pusher現象が遷延
する症例は、USNを合併していることが多く 7）、
その要因として重力感覚情報の入力遮断や身体に
対する無視の影響が指摘されている 8）。身体に対
する無視は、立位時の荷重非対称性や姿勢変化に
おける体節間の協調的な応答を障害し、姿勢調節
に強く関連する 9）と報告されている。
これまでに pusher現象例の理学療法の報告で

は、Fukataら 10）は、傾斜した面に座位し、横方向
へのリーチ運動を行うことで pusher現象が軽減
した症例について報告している。また、松岡ら 11）

は長下肢装具を装着し、非麻痺側に体重移動を行
いやすくするために壁を利用した歩行練習で
pusher現象の軽減を認めた症例について報告し
ている。しかし、意識レベルや認知機能の低下な
どにより従命が困難で、リーチ運動や長下肢装具
を使用しての歩行練習が困難であった。
介護者支援用の移乗サポートロボット Hug®

（株式会社 FUJI、図1）は、経済産業省・AMEDが
行う「ロボット介護機器開発・導入促進事業」の採
択を通じ、介護従事者の負担軽減をする目的とし
て機器開発された 12）。移乗サポートロボット Hug
は、利用者を「抱きかかえる」ような動作で起立・
着座を支援する前面支持型の機器であり、スリン
グシートを使用せず自身の足に荷重を掛けながら
自然な立ち上がり動作をサポートし、移乗動作や
移動動作、排泄動作の介助量軽減が可能となる介
護ロボットである。2016年 4月に前モデルの
HugT1─01が発売開始され、2018年に在宅用 L1─
01、2019年には現行モデルのより自然な立ち上が
りを再現した HugT1─02が導入された。また、
2024年入浴時利用の防水型 L1─01WPが発売さ
れた。2025年 12月現在のシリーズ販売数は
5000台を超えている 13）。2024年より我々の施設
での移乗サポートロボット Hugの導入により、介
護者の腰痛軽減や 2人介助を 1人介助に変更が可
能になるなどの介助者側の効果だけでなく、介護
を受ける方の自身の足の力を使える移乗サポート

ロボットを利用することで、廃用予防につながる
可能性を報告した 13）。日常生活場面だけでなく、
理学療法介入時に利用することで、良い効果をも
たらす可能性が考えられた。
移乗サポートロボット Hugは前方に寄りかか

る必要があるため、寝たきりの方には使用できな
いが、自力で立つのが難しくなった方には、簡単
に立ち上がり動作（以下、起立）が可能とするロ
ボットである 12）。
前方に前面支持型の胸パットがあり、理学療法
士（以下、Physical Therapist：PT）による介助での
起立・着座練習に比べて、接触面が増えることで
姿勢が安定し、正中位を保った起立・着座練習が
可能となる。移乗サポートロボット Hugを用いて
の起立・着座練習によって、pusher現象が改善す
る効果が得られるのかをシングルケースデザイン
研究にて検証を行ったため、報告する。

図 1　FUJI社製 HugT1─02®

移乗サポートロボット Hugはご自身で立ち上がることができな
くなってしまった方の移乗動作、トイレ・浴室などでの立位保
持をサポートする介護ロボットである。
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2． 対象および方法
2─1　対象症例
対象は脳梗塞を発症し、39病日後に当院回復期

リハビリテーション病棟へ入院した 85歳男性で
ある。現病歴は左上肢の脱力と立位保持が困難と
なり、救急搬送され脳梗塞と診断された。当院入
院時の頭部 Computed Tomography（以下、CT）画
像では、右前頭葉、頭頂葉および後頭葉に低吸収
域を認めた（図2）。入院時は、Japan Coma Scale
（JCS）はⅠ─3で、質問に返答がなく、コミュニケー
ションがとれない状況であった。従命が困難で、
体動もほとんどなく、運動開始が緩慢な様子が観
察され、発動性の低下が疑われた。Brunnstrom 
Recovery Stage（左）は上肢Ⅱ、手指Ⅱ、下肢Ⅱ。感
覚は精査困難であった。Scale of Contraversive Pus-
ing（以下、SCP） 6.0/6.0点。Burke Lateropulsion 

Scale（以下、BLS）12/17点。Trunk Control Test（以
下、TCT）0/100点。Catherine Bergego Scale（以下、
CBS）25/30点。従命が困難であり、座位リーチ練
習や長下肢装具を使用した立位・歩行練習が困難
であった。

2─2　研究デザイン
移乗サポートロボット Hugを使用しての起

立・着座練習の効果についてはシングルケースデ
ザイン ABA法（表1）を用いて検討した。A1期、B
期（介入期）、A2期は各々 5日とし、各期で 1日 60
分、関節可動域練習（20分程度実施）、寝返り・起
き上がり動作練習、座位練習（25分程度実施）、徒
手介助での起立・着座練習（15分程度実施）を行
い、B期のみ徒手介助での起立・着座練習を、Hug
を使用した起立・着座練習（以下、Hug起立着座）

L
図 2　頭部 Computed Tomography（CT）画像（入院時）
右前頭葉、頭頂葉、後頭葉に脳梗塞（低吸収域）を認める。

表 1　研究デザインとプログラムのタイムスケジュール
A1期（ベースライン期） B期（介入期） A2期（フォローアップ期）

期間 41病日－ 45病日 47病日－ 51病日 53病日－ 57病日

プログラム

関節可動域練習（20分） 関節可動域練習（20分） 関節可動域練習（20分）

寝返り・起き上がり動作練習、 
座位練習（25分）

寝返り・起き上がり動作練習、 
座位練習（25分）

寝返り・起き上がり動作練習、 
座位練習（25分）

徒手介助での 
起立・着座練習（15分）

Hugを使用しての 
起立・着座練習（15分）

徒手介助での 
起立・着座練習（15分）
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に変更した。起立・着座練習は A期、B期ともに
1日 10回とした。Hug起立着座の方法（図3）は、
中根が報告している使用方法に加えて、起立時は
「両下肢を伸ばしてください。」と、着座時は「両下
肢を曲げてください」と口頭指示しながら実施し
た。また、起立は両足底が Hugの足台から浮か
ず、最大限膝関節伸展をしている姿勢とした。1回
ずつ座位姿勢を正中保持に整えることや足部や殿
部の位置など確認し、転倒やずり落ちなど安全面
を考慮しながら実施した。

2─3　評価方法
評価時期は A1の前（A1前）、Bの前後（B前、B
後）、A2の後（A2後）とし、SCP、BLS、TCT、CBS
で行った。

SCP14）は姿勢の対称性、非麻痺側上下肢の伸
展・外転、他動的な姿勢矯正時の抵抗を座位・立
位で評価した。各項目は 0～ 2点で評価し、push-
er現象の判定は、SCPの各下位項目＞ 0の場合と
した。BLS 15）は pusher現象の行動を評価するため
に推奨され、臥位、座位、立位、移乗、歩行の行
動を評価した。pusher現象の判定は、全ての項目
の総得点 17点のうち、2点以上の場合とした。
TCT 16）は麻痺側・非麻痺側への寝返り、起き上が
り、座位の 4項目で構成される。各項目は 0点（遂
行困難）、12点（支持物使用）、25点（正常）で評価
した。CBS 17）は日常生活上に現れる無視症状を評
価する。項目は 10項目あり、0点（無視なし）、1点
（軽度無視）、2点（中等度無視、3点（重度無視）で

評価した。

2─4　倫理的配慮
本研究は、当院倫理検討委員会の承認を得て実
施した（承認番号：2502）。
また、ヘルシンキ宣言及び厚生労働省の人を対
象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針
を遵守し、対象者の保護に十分留意した。対象者
と家族には本研究の目的及び収集される資料の使
用意図、同意の撤回の自由について書面で十分に
説明し、文章による同意を得た後に実施した。

3． 結果
移乗サポートロボット Hugを使用する起立前

の座位姿勢は麻痺側に姿勢が傾斜しているのが確
認できたが、起立は正中位で可能であった（図4）。
各期の評価結果（表2）は、A1期前と B期前の
SCPは 6点、BLSが 12点と pusher現象としては
重度であった。TCTは 0点で起居動作や座位保持
に介助を要する状況であった。CBSも 25点であ
り、左半側空間無視症状が著明な状況であった。
B期後に、SCPは 3.5点となり座位の姿勢は 1点
から 0点、座位の伸展・外転は 1点から 0.5点へ
軽減した。座位の姿勢修正への抵抗は 0点と低減
した。BLSは 8点となり、BLS座位は 2点から
1点、立位は 4点から 2点となり、pusher現象の
低減を座位・立位で認めた。BLS移乗は 3点から
2点となり、移乗に重度の抵抗を示したが、中等
度の抵抗となった。TCTは座位での pusher現象

図 3　Hug起立・着座練習の方法
スリングシートを使用せず自身の足に荷重を掛けながら自然な起立動作をサポートができる。胸を支えられながらお辞儀をするように
前傾し、足に荷重をかけて立ち上がりを行うことができる。起立や着座の際には対象者の残存している下肢筋力を活用するよう声掛け
を実施した。
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表 2　各期の評価結果

評価項目 A1期前
（第 40病日）

B期前
（第 46病日）

B期後
（第 52病日）

A2後
（第 58病日）

SCP合計（点） 6 6 3.5 3

　座位（姿勢 /伸展 /抵抗） 1/1/1 1/1/1 0/0.5/0 0/0/0

　立位（姿勢 /伸展 /抵抗） 1/1/1 1/1/1 1/1/1 1/1/1

BLS合計（点） 12 12 8 7

　臥位 0 0 0 0

　座位 2 2 1 0

　立位 4 4 2 2

　移乗 3 3 2 2

　歩行 3 3 3 3

TCT合計（点） 0 0 25 25

　麻痺側への寝返り 0 0 0 0

　非麻痺側への寝返り 0 0 0 0

　起き上がり 0 0 0 0

　座位 0 0 25 25

CBS合計（点） 25 25 25 24

SCP：Scale for Contraversive Pushing BLS：Burke Lateropulsion Scale
TCT：Trunk Control Test CBS：Catherine Bergego Scale

図 4　本症例が実際に Hugを使用した際の起立・着座練習をしている様子
Hugを使用する起立前の座位姿勢は麻痺側に姿勢が傾斜しているのが確認できたが、起立は正中位で可能であった。



支援工学理学療法学会誌　Vol.6　No.1　202682

の軽減を認めたため、座位保持が可能となり 25点
となった。それらの効果は B期後から A2期後ま
で持続した。CBSは A1期前から A2期後まで
25点から 24点で、著明な変化を認めなかった。
座位での pusher現象の軽減を認めたため、日常

生活中に普通型車椅子乗車する時間が連続 1時間
可能となり、離床しての食事摂取が可能となった。

4． 考察
本研究では、pusher現象例に対して移乗サポー
トロボット Hug起立着座がどのような影響をも
たらすのかをシングルケースデザイン ABA法で
検討した。
結果より、B前から B後での SCP、BLS、TCT
の座位項目で改善を認めた。これは、Hug起立着
座が pusher現象の軽減に寄与したと考えられた。
しかし、SCP座位項目の動作を伴う時では pusher
現象が出現した。そのため、静的な座位バランス
には効果があったが、動的な座位バランスには、
効果が得られなかったと考えられた。
本症例は頭部 CTで右前頭葉、頭頂葉に低吸収

域を認めたため、広範囲に大脳の損傷が考えられ
た。pusher現象の責任病巣の中に中心後回（頭頂
葉）が報告されている。また、Ticiniら 18）は、
pusher現象の発現は局在部位ではなく、脳内全体
のネットワークの機能不全が関与している可能性
も指摘している。以上のことから、本症例の場合、
脳の局在的な損傷部位のみから pusher現象の発
現機序を想定するには限界があり、脳内全体の
ネットワーク機能不全が関与している可能性が考
えられる。また、意識レベルや発動性の低下、左
半側空間無視の影響で、身体への注意が向きにく
く、結果、pusher現象が遷延したことが考えられ
た。
本症例は、コミュニケーションを適切にとれる

状態ではなかったため、従命が困難であった。介
助での起立・着座練習では、PTの負担が多く、姿
勢も麻痺側へ傾斜し、正中位での起立・着座練習
が困難であった。松井ら 19）は環境整備を行うこと
で、患者による自力での立位保持練習で適正な重
心のコントロールを学習できたことを報告してい
る。移乗サポートロボットの使用も環境の一つと

考えられ、本症例は Hug起立着座中の姿勢を正中
位に保持することが可能であった。また、Hug起
立着座は PTの介助に比して、再現性が高く、運
動頻度も安定して行えることでより正中位での姿
勢保持を運動学習できた可能性が考えられた。
また、本症例は発動性の低下の影響により、運
動開始に緩慢さがあり、運動開始時に介助を要す
る状況にあった。運動を開始しようとすると
pusher現象を認め、正中位での起立が困難であっ
た。Hugでの起立前に、上半身を前傾させ、前方
の手すりに上肢で掴まる。その後、Hugの誘導で
殿部離床をするため、運動開始に緩慢さや機能低
下があっても適切に起立・着座運動が可能であっ
た。宮下ら 20）は着座動作時に著明な pusher現象
を生じた症例に対して、着座動作の最初の行動要
素である体幹前屈、股関節屈曲運動の部分練習を
行い、pusher現象が消失したことを報告してい
る。Hugは着座の際も体幹前屈と股関節屈曲運動
をしながら着座することを反復することが可能な
ため、本症例も pusher現象の軽減に寄与したと推
測された。

pusher現象は、姿勢が不安定となり動揺するほ
ど強くなる特徴 21）がある。Hugは、スリングシー
トを使用しない代わりに、前方に胸を支えるパッ
トがあり、両腋窩に起立をサポートするパットを
入れるため、安定した姿勢を保ちながら自律的な
起立姿勢を行いやすい。そのため、直立方向で起
立練習の実施が可能となった。また、Fujinoら 22）

は、pusher現象 3例に対し、腹臥位保持により緊
張性迷路反射を利用して非麻痺側の過剰な押し出
しを抑制し、pusher現象が軽減したことを報告し
ている。本法は、前方パッドによる体性感覚入力
が、非麻痺側の過剰な押し出しを抑制し、正中位
での適切な抗重力活動を再構築したことが考えら
れた。
本研究の限界点は、3点ある。1点目は、単一の
症例研究のため、異なる重症度の pusher現象や高
次脳機能障害などの認知・心理機能低下を呈した
症例に対しての効果については不明である。2点
目は、pusher現象の発現の原因を想定することに
限界があり、Hug起立着座動作が、脳神経にどの
ような効果をもたらし、pusher現象の軽減に繋
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がったことは解明できていない。そのため、今後
は異なる重症度の pusher現象症例での検証が必
要と考える。3点目は、Hugを用いた本法が臨床
的に十分な効果だったのかが不明な点である。
pusher現象の主要な評価スケールである SCPや
BLSにおいて、コンセンサスの得られた明確な
Minimal Clinically Important Difference（MCID）値
は、現時点では確立されていないのが現状である。

5． 結論
本研究は、移乗サポートロボット Hugを用いた

起立・着座練習が pusher現象例にどのような効
果をもたらすのかをシングルケースデザイン
ABA法にて検証をした。
本症例に対し Hug起立着座は、動作を行う際の
姿勢を安定させる環境面での効果と、起立と着座
を再現性高く、反復することが可能となり、運動
学習面においても効果があった可能性が示され
た。

6． 利益相反
本論文に関して、開示すべき利益相反関連事項

はない。
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Abstract:

Objective: Pusher syndrome is a postural control disorder that occurs after stroke and 

markedly interferes with rehabilitation efficiency and recovery of activities of daily living (ADL). 

To evaluate the effects of sit-to-stand and stand-to-sit training using the mobility support robot 

Hug on pusher syndrome.

Methods: The participant was an 85-year-old man with cerebral infarction involving the right 

frontal and parietal lobes. An ABA single-case design was employed. During phase B, sit-to-stand 

and stand-to-sit training using the mobility support robot Hug was implemented. Outcomes were 

assessed using the Scale for Contraversive Pushing (SCP), Burke Lateropulsion Scale (BLS), 

Trunk Control Test (TCT), and Catherine Bergego Scale (CBS).

Results: After phase B, SCP and BLS scores improved in both sitting and standing positions, 

and the TCT score increased from 0 to 25 points. These improvements were maintained through 

phase A2; however, no marked change was observed in the CBS score.

Conclusion: Sit-to-stand and stand-to-sit training using the mobility support robot Hug provided 

high reproducibility and enabled repetitive practice, demonstrating its potential effectiveness for 

motor learning.

Key words: Mobility support robot Hug-Sit-to-stand and stand-to-sit training-pusher behavior-

Stroke
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1. はじめに
脳卒中治療ガイドライン 20211）では、脳卒中の
片麻痺で内反尖足がある患者に対し、歩行改善の
ために短下肢装具（Ankle Foot Orthosis;以下
AFO）を用いることが勧められている。下肢装具
は治療用として運動学習の補助を目的とした使用
と、更生用として日常生活の補助を目的とした使
用とに大別される。これらは急性期から生活期と
幅広い病期で使用されているが 2）、装具が必要と
なる対象は理学療法士（Physical Therapist;以下

PT）が関わるなかでも 2割程度である 3）。
装具療法において PTは対象者の評価から目的

に合わせて適切な下肢装具を選択・調整した上で
運動療法を実施し 4,5）、必要に応じて多職種ととも
に作製する下肢装具の種類や設定を検討する。し
かし、脳卒中の機能障害は多様であり目標とする生
活スタイルも異なるため、適切な下肢装具を作製す
るにあたり意思決定に悩むことを多く経験する。
現状、下肢装具に関する PTの思考や評価に着

目した研究は少なく、装具選定時の評価視点は経

◎原著

装具療法を熟達した理学療法士の経験学習プロセス
─脳卒中の下肢装具作製時の意思決定に関わる能力の熟達に着目─

Experiential learning process of physical therapists skilled in orthotic therapy: 
Mastery of decision-making skills involved in the fabrication of lower-extremity orthoses for patients with stroke

石坂菜々子 1,2），小池友佳子 3），島津尚子 2,4）

要 旨

【目的】脳卒中の下肢装具作製時の意思決定に関わる能力の熟達に着目し、装具療法を熟達し
た PT（以下熟達 PT）がどんな経験から何を学んだか具体的な経験学習プロセスを提示する。
【方法】研究デザインは質的研究とし、対象は熟達 PT9人であった。事前アンケートの後、
半構造化面接を行い修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）を用いて分析
した。
【結果】「脳卒中の下肢装具作製時の意思決定に関わる能力の経験学習プロセス」として、熟
達 PTは《初期》に学びのきっかけを経験し、《中期》に基礎的な学習を行い、《後期Ⅰ》に
個別的な経験から学び、《後期Ⅱ》に熟達者としての在り方を確立していた。
【結論】異なる職場環境や世代においても一貫した経験学習プロセスの仮説が生成され、熟達
後も経験学習は続き思考は更新されていた。個人の経験には限界があり、職場での積極的な
経験共有や経験学習のなかでの気づきの支援が重要と示唆された。

キーワード：装具療法、経験学習プロセス、意思決定能力、下肢装具、脳卒中
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験で集約し 6）、評価の標準化は限定的であり、PT
の知識の不十分さ 7）や装具の選択肢や評価手段の
エビデンス不足 8）が報告されている。つまり、脳
卒中の下肢装具作製時の思考プロセスは不明であ
り、意思決定に必要な知識やスキルも標準化され
ていない状況なため、意思決定を行う上で必要な
能力の経験学習プロセスを調査することは重要と
考える。
日本支援工学理学療法学会の調査では、半数以

上の PTが知識・技術の不足から装具に関与せ
ず 3）、装具への関与度が高い PTは知識・スキル
も高いことが報告されており 9）、装具へ関与した
経験と装具に関する能力の熟達は相互に関連性が
あることが示唆される。つまり、装具療法に関す
る能力は経験学習で熟達することが予想できる。
経験学習とは、個人が社会的・文化的な環境と相
互作用するプロセスであり、人間の中心的な学習
形態である 10）。様々な分野で経験学習の研究が行
われ、松尾は熟達者を対象とした研究から、経験
学習プロセスの枠組みを提示しキャリアに応じた
経験とそこから獲得する知識・スキルがあり、組
織特性や信念が影響することを示している 10,11）。
しかし、理学療法分野では経験学習に関する研究
は乏しく、池田による PTの成長を促す経験と学
習内容を示した研究 12）はあるが、装具療法に関す
る能力の経験学習プロセスを調査した報告はな
い。熟達に至る過程を前方視的に調査することは
実現困難である。記憶や自己申告バイアスの影響
は考えられるものの、松尾や池田も後方視的に調
査を行っており、熟達者の経験を分析することは
有意義と考える。
そこで、本研究では脳卒中の下肢装具作製時に

着目し、PTが意思決定を行う際に必要な能力の獲
得過程を明らかにするため、①装具療法を熟達し
た PT（以下熟達 PT）がどのような経験をしてきた
か、②その経験から何を学習したか、具体的な経
験学習のプロセスを提示することを目的とした。
脳卒中の下肢装具作製時の意思決定に関わる能力
の経験学習プロセスを質的に明らかにすること
で、実践学習の限界があるなかでより効率よく学
習するための仮説生成に繋がり、PTの装具療法に
ついての理解を深める上での一助になると考え

る。

2. 対象および方法
筆頭著者は大学院（博士課程）に在籍し、修士課
程より質的研究を学んでおり、回復期病棟のある
総合病院と介護老人保健施設での勤務経験をも
ち、治療用装具・更生用装具ともに作製に関わっ
た経験があり、日本義肢装具学会認定士と認定理
学療法士（脳卒中・運動器）を取得した PTである。
研究参加者の募集は目的的サンプリングとし、
神奈川県内の神経内科、脳神経外科、リハビリテー
ション科を有する施設に所属し、表1に示す熟達
PTの 7条件に該当する 9人をリクルートし半構
造化面接を実施した。機縁法にて抽出したため、
面接者または面接者の知人と接点がある対象者が
参加した。選定基準の 7条件は池田の研究 12）を参
考に、臨床・教育・研究の経験と資格を有し、教
育に関心をもち経験の開示の理解があり、Kaneの
研究 7）を参考に 2カ月以内に脳卒中患者に対し下
肢装具の使用・作製に関与のある者とした。加え
て、日本支援工学理学療法学会が示す PTに必要
な装具療法の知識・能力の 20項目 9）を有してい
る者とした。選定基準の合致は上席による推薦・
確認と 20項目の能力を含めた 7条件に該当する
か「はい /いいえ」で回答するスクリーニング用
紙を使いセルフチェックにて確認した。なお、参
加者は本研究計画の立案には関与していない。参
加者の属性は表2に示す。全員が治療用装具、更
生用装具ともに作製に関わる経験をしていた。
面接前に事前アンケートにて経歴（職歴・経験
年数）、脳卒中の下肢装具に関する経験（①関わっ
たきっかけのエピソード②最初に作製した症例の
エピソード③作製にあたり印象的な症例 2例のエ
ピソード④作製時の意思決定に関して 1人で行う
自信を持ったエピソード）の振り返りを行った。面
接者は筆頭著者と脳卒中片麻痺者の装具療法を専
門とする養成校勤務の熟達 PTの共著者の 2人で
行った。面接は 1人 1回、参加者の希望に応じて
オンラインまたは対面にて 60分間行った。インタ
ビューガイドは本研究の目的に合わせ、「脳卒中の
下肢装具作製時の意思決定能力の熟達にあたりど
のような経験をしたか」「経験からどのような知
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識・スキルを学んだか」「熟達にあたり重要な要素
は何か」の 3項目とし、アンケートの内容からガイ
ドの 3項目について半構造化面接を行った。対象
者の許可を得てノートと ICレコーダーで記録し
た。録音データは AIによる文字起こし後、筆頭著
者が音声データと照合して逐語録を作成し、面接
を実施した共著者とともに解釈の齟齬がないか確
認を行った。
データ分析はどんな経験からどんな能力を学ぶ

ことが、脳卒中の下肢装具作製時の意思決定能力

の熟達に重要であったか経験学習プロセスを明ら
かにするために、一般化しやすくプロセス的特性
を持った研究に適する修正版グラウンデッド・セ
オリー・アプローチ（以下M-GTA）13─15）を採用し
た。分析支援ソフトの使用はない。M-GTAでは研
究テーマに沿った分析テーマと社会的相互作用の
主体となる分析焦点者の設定が重要なため 13─15）、
分析テーマは、「脳卒中の下肢装具作製時の意思決
定に関わる能力の経験学習プロセス」、分析焦点者
は「熟達 PT」とした。逐語録より分析テーマに着目

表 1　熟達 PTの条件
① 2カ月以内の脳卒中患者に対する AFO使用経験（練習での活用、作製への関わりなど）

② 臨床経験 11年目以上

③ 教育指導への関与（臨床実習指導者、養成校の講師、研修・講習会・公開講座における講師いずれかの経験）

④ 研究への関与（大学院での学位取得、学会、論文発表のいずれかの経験）

⑤ 日本理学療法士協会の補装具または脳卒中の認定理学療法士、もしくは支援工学または神経の専門理学療法士または日本義肢装
具学会認定士の保有

⑥ 日本支援工学理学療法学会が提示する PTに必要な装具に関する知識・スキルの所有

 

1.装具活用の意義・目的に関する知識
3.装具の部品の種類と適応に関する知識
5.装具の活用に関わる機能解剖学の知識
7.装具の活用に関わる正常歩行の知識
9.装具の選択や部品の調整時における歩行を評価する能力

11.装具の必要性に関する判断能力
13.装具活用による足部の創傷と対応に関する知識
15.装具の装着方法に関する知識
17.患者や家族への装具の活用を説明する能力
19.装具作製・修理に関する制度についての知識

2.装具の種類と適応に関する知識
4.装具の活用に関わる疾患や病態に関する知識
6.装具の運動学に関する知識
8.装具の活用に関わる異常歩行の知識

10.装具を活用した歩行練習や介助方法の技術
12.装具の劣化、破損に関する知識
14.装具の汚れや除菌など衛生管理に関する知識
16.装具の生活関連動作活用に関する知識
18.他職種への装具の活用を説明する能力
20.装具に関する相談先についての知識

⑦ 教育に関心があり経験の開示に理解を得られる

表 2　対象者の基本属性
 性別 職歴 経験年数 資格

A 女 総合病院（急性期・回復期）、介護老人保健施設 13年 認定 PT（補装具）　義肢装具学会認定

B 男 総合病院（急性期・回復期）、介護老人保健施設 21年 認定 PT（脳卒中）　専門 PT（神経系）

C 女 総合病院（急性期・回復期）、介護老人保健施設 22年 認定 PT（脳卒中）

D 男 病院（ケアミックス）、リハビリテーションセンター、養成校、 
障害者支援施設

14年 認定 PT（補装具）　義肢装具学会認定

E 男 大学病院、総合病院、脳卒中専門病院、リハビリテーションセンター 35年 専門 PT（支援工学）

F 男 大学病院、脳卒中専門病院 25年 認定 PT（脳卒中）

G 女 肢体不自由児通園施設、リハビリテーションセンター、大学病院、
総合病院、脳卒中専門病院

37年 専門 PT（支援工学）

H 男 回復期・療養病院、総合病院（急性期・地域包括） 14年 認定 PT（脳卒中）

I 男 回復期・療養病院、介護老人保健施設、総合病院（急性期・回復期） 15年 認定 PT（脳卒中・基礎）
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し、文脈を意識しながら関連する発言を抜き出し、
複数のバリエーションで共通するものを説明でき
る概念名をつけ、一つの概念につき 1枚の分析
ワークシートを作成した。分析ワークシートには、
概念名、定義、逐語録のバリエーション、理論的
メモ（新たな解釈やアイディア、疑問点、概念間の
関連など）を記入した 13─15）。複数の概念が生成さ
れた段階で概念間の関係を見直し、類似例、対極
例がないか、定義とデータと理論的メモを照らし
合わせ内容を検討し初期の解釈を修正し洗練させ
た。また、概念の取捨選択を繰り返し、類似性の
ある複数の概念でサブカテゴリーを作成し、サブ
カテゴリー同士の関係からカテゴリーを生成し、
結果図にまとめてストーリーラインを示した。
M-GTAでは研究する人間の一貫した関心が重要
なため 13─15）、筆頭著者が分析を一貫して行いつ
つ、分析段階に応じて筆頭著者と熟達 PTの共著
者と回復期リハビリテーション病院の勤務経験が
あり質的研究に携わっている PTの共著者の 3人
で検討する機会を設け継続的比較分析を実施し
た。これにより、分析結果が分析焦点者や分析テー
マから外れていないか妥当性の確認とデータと解
釈の不一致や研究者間の不一致を解消し信頼性を
確保した。研究する人間が異なると分析結果が異
なることは自然であるが、分析結果が異なった際
は分析テーマと焦点者に立ち返り、類似性と対極
性の視点から比較し検討することで、概念、サブ
カテゴリー、カテゴリーの差や適切な概念名の設
定、用語の使用を確認した 13─15）。面接者 2人で面
接内容は確認しているため、研究する人間の一貫
したデータ解釈を確保する上で参加者のメンバー
チェックは行っていない。なお、データが増えて
も新たな概念やサブカテゴリー、カテゴリーが抽
出されず、分析テーマの説明が整合的に可能であ
ることを 3人の著者間で確認した時点で理論的飽
和とし分析を終了した。
神奈川県立保健福祉大学研究倫理委員会の承認

（22─14─008）を得たのち、対象者に口頭と書面に
て説明を行い、同意を得て実施した。
なお、本研究では用語を次のように定義した。

熟達とは熟練して上達すること 16）で、熟達者とは
特定の領域において専門的なトレーニングや実践

的な経験を積み、特別な技能や知識を獲得した
人 10）と定義した。能力は知識・スキルと同義、知
識は言語化しやすい事実としての知識、スキルは
言語化しにくい、やり方に関する知識 10）と定義し
た。意思決定はある目標を達成するために、複数
の選択可能な代替的手段のなかから最適なものを
選ぶこと 17）とした。勉強は能力を学ぶ行動そのも
のを指し、学びは能力を学ぶ状態を指すときに使
用した。また、装具を作ることを製作と言うが、
本研究では多職種で装具を検討し、医師の処方の
下で義肢装具士が採型・製作し、多職種で適合評
価を行う作業全体を作製と定義し用いた。

3. 結果
3─1　脳卒中の下肢装具作製時の意思決定に関

わる能力の経験学習プロセスのストー
リーライン

36の概念、16のサブカテゴリー、7のカテゴ
リーが生成された。それぞれ、概念を〈　〉、サブ
カテゴリーを〔　〕、カテゴリーを【　】で示す。生
成された概念は具体的な経験を表し、学んだ知
識・スキルは下線で示す。また、熟達の段階に応
じて四つの時期に分類し、それぞれ《初期》、《中
期》、《後期Ⅰ》、《後期Ⅱ》とし図1に示した。
熟達 PTは《初期》の下肢装具との出会いの時期

に【下肢装具の作製への受動的な関わり】、【装具療
法に関する勉強のきっかけ】を経験していた。次
に、《中期》の基礎固めの時期に【装具療法に関連す
る基本的な知識・スキルについての学び】や【基本
知識だけでは作製時の意思決定ができないことへ
の気づき】を経験していた。その後、実践と経験の
蓄積の時期である《後期Ⅰ》に【下肢装具作製時の
個別的な対応についての学び】を経験していた。基
礎的な内容で不明点があれば、《中期》の基本的な
知識・スキルの学びに戻る様子を認めた。さらに、
熟達（知識・スキルの構造化）の時期である《後期
Ⅱ》では上記の経験学習を踏まえ、【下肢装具作製
時の意思決定に関する熟達や新たな課題への気づ
き】とともに、【装具療法熟達 PTとしての在り方
の構築】を経験していた。《後期Ⅱ》で熟達に至った
後も、《後期Ⅰ》の臨床での個別的な対応経験は繰
り返し蓄積され、新たな課題の発見から下肢装具
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図 1　脳卒中の下肢装具作製時の意思決定に関わる能力の経験学習プロセス（全体図）
【　】をカテゴリー、〔　〕をサブカテゴリー、〈　〉を概念とする。下線は経験から得た知識・スキルの内容を指す。
矢印は熟達過程の時系列を指す。中期～後期Ⅰ、後期Ⅰ～後期Ⅱの間は反復するプロセスを認めた。
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作製時の意思決定に至る思考は蓄積・更新されて
いた。

3─2　《初期》下肢装具との出会い
3─2─1　【下肢装具の作製への受動的な関わり】
熟達 PTは初めに〔装具作製時の意思決定を

1人でできない経験〕をしていた。具体的には〈見
学や指導下での装具作製経験〉をしていた。
「そのときは見学っていう形だったので本当に先
輩がやっている、作っているなっていうぐらいの
感じ（中略）ただ見ているに近い感覚だったと思い
ます。」（A）

3─2─2【装具療法に関する勉強のきっかけ】
〔装具作製時の意思決定に関わる能力の不足に
気づいた経験〕と〔装具療法関連分野への興味・関
心を持った経験〕の二つのサブカテゴリーから生
成された。
〔装具作製時の意思決定に関わる能力の不足に
気づいた経験〕の具体的な経験としては、〈装具作
製時の意思決定をやらざるを得ない経験〉と〈装具
療法に関する知識・スキルの不足に気づいた経
験〉の二つの概念から生成され、臨床業務のなかで
学習のきっかけとなる経験をしていた。
「自分がやらないといけないという状況に置かれ
るので、担当したときに装具どうしようという話
になるんですよね。」（I）
〔装具療法関連分野への興味・関心を持った経
験〕は〈補装具への興味・関心を持った経験〉と〈脳
卒中の歩行への興味・関心を持った経験〉の二つ
の概念から生成され、学習の促進となる経験をし
ていた。
「僕はどちらかというと先に車椅子の方が興味
あったので、（中略）どちらかというと支援工学系
の方にちょっと興味が移ってきた時期っていうの
がありましたね。」（D）
「まあ装具っていうよりは歩行がね、きっとね、
歩行が楽しかったのだよね、で、それをディスカッ
ションできる仲間がいたってのとね。」（B）

3─3　《中期》基礎固め
3─3─1　【装具療法に関連する基本的な知識・
スキルについての学び】

〔装具療法の基本的な知識・スキルに関して学
んだ経験〕と〔機能・活動評価の基本的な知識・ス
キルに関して学んだ経験〕、〔装具を活用した基本
的な評価・介入に関して学んだ経験〕の三つのサ
ブカテゴリーから生成された。
〔装具療法の基本的な知識・スキルに関して学
んだ経験〕には、〈下肢装具・継ぎ手に関する知識
を学んだ経験〉、〈装具療法の活用方法・意義・エ
ビデンスに関する知識を学んだ経験〉の二つの概
念が含まれ、装具の基本を学んでいた。
「私は装具に関連する教科書は概ね買って読みま
した。種類がわからないっていうのは、まず自分
の選択肢のなかであがってこないので（後略）。」
（A）
「難易度調整の道具として装具って素晴らしいっ
ていうところが、そういう風に装具を使っていこ
うって自分のなかでしっくりきたのかな。」（B）
また、〔機能・活動評価の基本的な知識・スキル
に関して学んだ経験〕は、〈正常歩行のバイオメカ
ニクスに関する知識を学んだ経験〉、〈動作分析に
関するスキルを学んだ経験〉、〈片麻痺の機能と歩
行分析に関する知識・スキルを学んだ経験〉の三
つの概念から生成され、評価の基本を学んでいた。
「例えば歩行に関して正常歩行を勉強する（後
略）。」（C）
「（前略）だんだんその患者さんの代償的に出てい
るような動きと、失った機能を補完するために適
応しているような動きがわかるようになってきて
（後略）。」（B）
装具の基本と評価の基本を学び始めた後に、〔装
具を活用した基本的な評価・介入に関して学んだ
経験〕をしていた。具体的には〈装具歩行のバイオ
メカニクスに関する知識を学んだ経験〉、〈装具歩
行の予測と目標設定に関する知識・スキルを学ん
だ経験〉、〈典型的な下肢装具の選択方法に関する
知識・スキルを学んだ経験〉の三つの概念から生
成され装具療法の活用を学んでいた。
「装具が患者さんの歩行にどういう影響を与えて
いるかってところを突き詰めて考える（中略）装具
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がどういう物理的な影響を患者さんに与えている
かってところ（後略）。」（B）
「（前略）この人はもうちょっと良くなるんじゃな
いか、（中略）まだ可能性があるとか（中略）考えて
いくかな。」（C）

3─3─2　【基本知識だけでは作製時の意思決定
ができないことへの気づき】

基本的な知識を学びながら臨床へ臨むうちに、
〔典型的な下肢装具の選択では対応できないこと
に気づいた経験〕をしていた。具体的な概念として
〈基本的な知識・スキルでは作製装具の選定・設
定に難渋した経験〉をしていた。
「迷ったというか、実際に使えないと思ったので
臨床力をつけなきゃなと思って、臨床の判断を聞
きたいってなって、その検討会を始めたのですよ
ね。結局知識だけつけても意味がないなと思って
（後略）。」（A）

3─4　《後期Ⅰ》実践と経験の蓄積
3─4─1　【下肢装具作製時の個別的な対応につ
いての学び】

実際の臨床経験から〔機能に合わせた装具の選
定・設定に悩んだ経験〕と〔生活に合わせた装具の
選定・設定に悩んだ経験〕、〔作製装具について症
例の受け入れに難渋した経験〕の三つのサブカテ
ゴリーから生成された。
〔機能に合わせた装具の選定・設定に悩んだ経
験〕は〈複数の装具を比較し選択した経験〉、〈装具
作製のタイミングを考慮した経験〉、〈カットダウ
ンを見越して長下肢装具を作製した経験〉、〈アラ
イメント不良へ対応した経験〉、〈トリミングライ
ン・素材の厚さ・可撓性の設定に難渋した経験〉、
〈異常筋緊張・変形へ対応した経験〉、〈装具の角
度・補高・ウェッジ・フレア・ベルト・ストラッ
プ・トウスプリング・インソール・靴の設定に難
渋した経験〉の七つの概念から生成された。
「早めに作っちゃって困るのはね、結果的にいら
なかったかなって思って、（中略）治療用は SLB
じゃなきゃだめだったかなって、ちょっと思った
りする人はそうだね。」（F）
「（前略）先生の経験から蓄積されたノウハウみた
いなところを教えてもらう感じです。補高の付け

方とかフレアとかウェッジの付け方とか、（後
略）。」（D）
〔生活に合わせた装具の選定・設定に悩んだ経
験〕は〈使用環境や使い易さに配慮した経験〉、
〈フォローアップシステムの導入・活用した経
験〉、〈装具作製に関する支給制度を活用した経
験〉、〈作製後の装具不適合へ対応した経験〉の四つ
の概念から生成された。
「実際どこで使うんだろう。どういう場面で使う
のかっていうのは聞かないと意味がないよね。」
（E）
「（前略）ファンドの問題でね、1本目は（医療保険
の給付で）これしか作れないとか、身障（手帳）が
取れたら、（障害者総合支援法の給付で）こっちが
作れるとかってあるので、それは作戦ですよね。」
（G）
また、〔作製装具について症例の受け入れに難渋
した経験〕は〈使用者の装具の受け入れと思いに配
慮した経験〉、〈使用者への説明に配慮した経験〉の
二つの概念から生成された。
「装具の説明というか、デメリットと今やらなきゃ
なというところは確かにあるんですけど、（中略）
ちょっと意見が違ったので、我々とその本人とで
すね。」（I）
「（前略）ご家族に説明をして納得して（もらい）作
るようにはしていました。」（H）

3─5　《後期Ⅱ》熟達（知識・スキルの構造化）
3─5─1　【下肢装具作製時の意思決定に関する
熟達や新たな課題への気づき】

〔装具作製時に行った意思決定の妥当性を確認
した経験〕と〔他者から装具作製に関する意見を求
められた経験〕の二つのサブカテゴリーから生成
された。
具体的な経験として、〔装具作製時に行った意思
決定の妥当性を確認した経験〕は〈フィードバック
による装具作製時の意思決定に関する裏付けの経
験〉の概念から生成され、フォローアップによる振
り返りから意思決定の精度を上げる経験をしてい
た。
「やっぱりやっぱり経験ですね。いろんなケース
を見て、答え合わせをしていく感じですね。」（I）
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また、〔他者から装具作製に関する意見を求めら
れた経験〕は〈装具作製に関して他者との意見交換
から自信や気づきを得た経験〉の概念から生成さ
れ、他者とのコミュニケーションから熟達した点
と新たな課題の把握を繰り返していた。
「指導をさせていただくなかでも、学ぶこともいっ
ぱいありますし、全然わからないこともいっぱい
ありますので、まだまだ未熟です。」（H）

3─5─2　【装具療法熟達 PTとしての在り方の
構築】

〔装具作製時の意思決定に至る思考の構築〕、〔長
期的視点でより最適な装具を検討する姿勢の確
立〕や〔多角的視点でより最適な装具を検討する姿
勢の確立〕、〔動作分析の視点の確立〕の四つのサブ
カテゴリーから生成された。
〔装具作製時の意思決定に至る思考の構築〕は

〈装具作製目的に合わせて選定・設定の優先事項
を検討する思考の構築〉と〈装具作製時の意思決定
に関わる思考パターンの蓄積〉の二つの概念から
生成され、思考は臨床経験の積み重ねに応じて更
新され続けていた。
「装具決定するときにはかなりいろんな因子が出
てくる（中略）、その時々で優先すべきことが違う
と思うんですけど、（中略）その辺のチョイスが学
べたっていうことは大きいかなと思っています。」
（A）
〔長期的視点でより最適な装具を検討する姿勢
の確立〕は具体的な経験として、〈使い続けてもら
える装具を検討する姿勢の確立〉の概念から生成
された。
「生活のなかでもちゃんと（装具を）使って（楽に長
く歩く）ってこと（が重要）だよね。」（E）
〔多角的視点でより最適な装具を検討する姿勢
の確立〕は〈多人数で検討する姿勢の確立〉と〈多職
種で検討する姿勢の確立〉の二つの概念から生成
され、熟達によりこれらの姿勢は確立されていた。
「（前略）装具に関する知識とか技術は PTの先輩
よりも義肢装具士の先輩だったり、リハ科医の先
輩だったりから吸収したところが大きいので、自
分で判断する上でも PTだけの判断というよりは
やっぱり多職種で判断するのがベターなのかな
（後略）。」（D）

さらに、〔動作分析の視点の確立〕は〈バイオメカ
ニクス的視点の確立〉と〈予後予測を踏まえた視点
の確立〉から生成され、視点も熟達とともに確立さ
れていた。
「バイコンを勉強してから、やっぱり見えないも
のを見れるようになったわけではないですけど、
考え的に物差しが増えたような感じですかね。」
（I）
「例えば回リハに 3カ月ぐらいいる人だと（中略）、
直接家に帰るような人だとまあまあこれぐらいだ
ろうなって予測がつく（後略）。」（F）

4. 考察
4─1　脳卒中の下肢装具作製時の意思決定に関

わる能力の経験学習過程の特徴と学習目標
本研究は脳卒中の下肢装具作製時に着目し、PT
の意思決定能力の熟達に至るまでの、意思決定に
関わる能力の経験学習プロセスを示した初めての
研究である。本研究が示した PTの経験学習プロ
セスは、脳卒中の下肢装具作製時の意思決定能力
を熟達する過程の仮説である。これまで脳卒中の
下肢装具作製時の意思決定に関わる能力やその学
習過程は明らかにされていなかったため、本研究
は今後 PTの能力開発を効率的に行う方法を検討
する上で意義があると考える。
先行調査 9）では、脳卒中の装具作製時に限らず、
装具療法全般に関して PTに必要な能力 20項目
（表1の⑥と同様）が示されている。装具を活用し
た歩行練習や介助方法の技術、装具の装着方法の
知識、機能解剖学の知識の 3項目と類似する項目
は本研究では抽出されなかった。しかし、その他
の PTに必要な装具に関する能力の 17項目につ
いては類似する知識・スキルを含む概念が抽出さ
れた。また、PTに必要な装具に関する能力 9）では
示されていなかった、装具の選定・設定に関する
詳細な項目や本人・多職種と検討する姿勢、予後
予測を踏まえた視点、優先事項を検討する思考な
どが新たに示された。これは脳卒中の下肢装具作
製時において特異的に必要な能力とは断定でき
ず、下肢装具作製時全般において必要な能力の可
能性も考えられる。今後、他の疾患や装具に関す
る意思決定を行う別の場面を調査することで、PT
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に必要な装具療法の知識・スキルの構造化という
点で意味のあるデータが提示できると考える。
一方で、それらの能力の獲得過程については医

療プロフェッショナルの経験学習の特徴 11）と類
似する点が多く見られ、初期に成長を促す「鍵とな
る経験」があり、「技術的能力（基礎）」、「対人的能
力」、「技術的能力（専門）」、「概念的能力」の順で学
習を始め、後期に難易度の高い経験から学ぶ「学習
の深化」を認めた。《初期》の成長を促す「鍵となる
経験」は、「やらざるを得ない経験から能力不足を
自覚したこと」や「下肢装具の関連分野へ興味を
もったこと」が該当すると推察できる。まずは下肢
装具に関わる経験を持つことが重要であるが、苦
手意識や興味を持つことが学習を促進する鍵にな
るとわかる。さらに、若手 PTが苦手とする統合
と解釈（思考）や動作分析 18）の能力は、《中期》で机
上の勉強や先輩 PTの指導から「技術的能力（基
礎）」の学習が始まり、《後期Ⅱ》の〔装具作製時の意
思決定に至る思考の構築〕や〔動作分析の視点の確

立〕が示すように、経験を繰り返すことで「概念的
能力」として構造化される能力であるとわかる。一
方、「対人的能力」や装具に関する「技術的能力（専
門）」の項目（説明能力、劣化・破損、制度の知識
等）は《後期Ⅰ》の〔作製装具について症例の受け入
れに難渋した経験〕や〔生活に合わせた装具の選
定・設定に悩んだ経験〕等から学ばれ、個々の症例
から学習する能力と考える。
さらに、本研究結果を臨床教育で実装化するに
は、具体的な目標設定を示すことが重要と考える。
医療分野では教育目標の分類モデルとして、認知
（知識）、精神運動（スキル）、情意（態度）の 3領域
ごとに熟達段階に応じた達成度を簡潔に示したブ
ルームやアンダーソンらのタキソノミーが多く活
用されている 19─21）。現状では提案に留まるが、タ
キソノミーの項目を参考に、本結果が示す熟達の
段階に応じた、知識・スキル面の学習目標と、学
習を促進する信念の表出形として評価指標となる
態度面の目標を図2に提示する。

図 2　各時期における具体的な学習目標と学習方法の提案
学習目標は Taxonomy（舟島なをみ（監）:看護学教育における授業展開─質の高い講義・演習・実習の実現に向けて第 2版、
Anderson, L W, et al.: A taxonomy for learning, teaching, and assessing: a revision of Bloom's taxonomy of educational objectives、西野
毅朗：学習者にどうなってほしいか─教育の目標と方法を再考する─ .看護教育研究学会誌 , 13（2）：73─80）を参考に本結果の内容
を含めて作成。知識・スキルの詳細は図 1の下線を参照。学習方法後期の経験➡内省➡教訓➡実践はコルブの経験学習モデル（Kolb, 
D A :Experiential learning: experience as the source of learning and development）を参考に作成。
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4─2　学習方法や学習支援のポイント
熟達 PTは〈多人数で検討する姿勢の確立〉や

〈多職種で検討する姿勢の確立〉のように他者との
コミュニケーションを重視しており、常に会話を
介して学習は進んでいた。初期は〈見学や指導下で
の装具作製経験〉のように、指導や文献等から情報
を得る inputの学習が多いものの、後期は〈装具作
製に関して他者との意見交換から自信や気づきを
得た経験〉のように、検討会などでの outputが増
加していた。最終的に、〈フィードバックによる装
具作製時の意思決定に関する裏付けの経験〉が示
すように、コルブの経験学習モデル 22）同様の、経
験、内省、教訓、実践による学習へと変化してい
た（図2）。
また、経験学習を行う上でメタ認知や仕事の信

念は重要 10）と言われ、メタ認知は人間の認知活動
を管理する役割を担い、〔装具作製時の意思決定に
関わる能力の不足に気づいた経験〕などのように、
自己の能力について客観的に気づく能力が該当す
る。仕事の信念は〔長期的視点でより最適な装具を
検討する姿勢の確立〕などのように、より最適な装
具を検討する態度から質の高い理学療法を提供す
る信念が重要な可能性が伺える。経験学習を有効
に積む上で「自分がやらなければ」という能動的な
意識をもって見学を行うこと 23）や、職場での理学
療法観を話し合う取り組みや環境作りは内省を促
進させ 12）信念形成やメタ認知の向上に有用と考
える。
さらに、時代の変化に伴い PTの数は急増し、以

前のような徒弟的な学習方法は限界を迎えてい
る。理学療法士作業療法士養成施設指導ガイドラ
イン 24）では、実習人員と当該施設の実習指導者数
の対比は 2対 1程度とすることが望ましいと記載
され、集団的な学習へ移行している。加えて、個
人が経験できる装具処方件数は限られるため、症
例検討会などにより経験を共有することで経験値
を補うことが重要と考える。また、時代の変化に
応じて学習者の価値観に合った教育手法の選択が
必要と指摘されており 25）、学習者の自律性を尊重
しながら動機付けの支援を行うことや適切な目標
設定により成功体験を積むこと、失敗してもサ
ポートが得られる心理的安全性 26）の確保された

職場環境作りは熟達の促進に繋がると考える。
つまり、過去の失敗経験や参考になる書籍の提
案などを話したり、経験を振り返りながら価値観
を共有したりできる心理的安全性の確保された職
場環境作りや精神支援は重要である。

4─3　研究の限界と展望
本研究は熟達者の経験を質的に研究し、バイア
スの影響は考慮したものの、いくつかの点で限界
がある。今後本研究で示唆された脳卒中の下肢装
具作製時の意思決定に関わる能力の経験学習プロ
セスやそこから学んだ知識・スキルのモデルにつ
いて、下記の課題を踏まえた量的研究を行い、本
研究では捉えきれない因子を特定し一般化へ繋げ
ていく予定である。一つめに、短下肢装具の種類
は地域により処方の傾向が異なることが指摘され
ている 27）ものの、本研究は限定された地域の PT
を対象とし、表1に示す限定した条件の PTを選
定基準としており、選択バイアスの影響が考えら
れる。さらに、所属施設の設備や装具へ関わる頻
度や量、研修や研究体制が把握できていないこと
が課題であるため、幅広い地域や施設での調査が
必要である。加えて、本研究の参加者は経験年数
の幅が広く、世代により基礎的な学習方法が異
なったため世代別の調査も重要である。また、本
研究では治療用・更生用と処方目的を限定するこ
となく経験の分析を行った。そのため病期や目的
の違いにより必要な知識・スキルが異なる可能性
も考えられる。今回は装具療法領域の熟達者の学
習を対象とした経験分析のため、熟達が進まない
因子についての検討や熟達が上手く進む環境因子
や PT個人の信念、メタ認知についての研究は別
の質的な研究を行う必要がある。これらを明らか
にすることで、意思決定プロセスの明確化やクリ
ニカルラダーの作成が可能となり、若手 PTの On 
the Job Trainingや認定 PTの育成に活用できる
と考える。

5. 結論
PTの脳卒中患者に対する下肢装具作製時の意

思決定に関わる能力の経験学習プロセスについて
仮説を生成した。熟達 PTは《初期》の装具療法を
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やらざるを得ない経験や興味関心を持つ経験が
きっかけで《中期》に装具や評価、装具活用に関す
る基礎学習を行っていた。しかし、基本知識だけ
では作製時の意思決定に難渋することを経験し、
《後期Ⅰ》に個別の症例経験を積み重ね、《後期Ⅱ》
で熟達者としての姿勢や視点が確立されていた。
熟達や新たな課題の把握を繰り返すことで思考は
更新され、熟達後も経験学習は継続していた。個
人の経験では限界があり、職場での積極的な経験
共有や経験学習のなかでの気づきの支援が重要と
示唆された。
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Abstract:

Objective: This study examined the experiential learning process through which physical 

therapists (PTs) skilled in orthotic therapy acquire expertise in decision-making during lower-

extremity orthosis fabrication for patients with stroke.

Methods: A qualitative study was conducted with nine PTs experienced in orthotic therapy. 

Participants completed a preliminary questionnaire and subsequently participated in semi-

structured interviews. Data were analyzed using a modified grounded theory approach.

Results: A model describing the experiential learning process underlying the development of 

decision-making skills for lower-extremity orthosis fabrication in patients with stroke was 

constructed. Analysis demonstrated that skilled PTs encountered key learning triggers during 

the early stage of development and acquired foundational competencies during the middle stage. 

In Later Stage I, participants refined their skills through individual clinical experiences, whereas 

in Later Stage II, they consolidated the attitudes and perspectives associated with professional 

proficiency.

Conclusion: The experiential characteristics and learning trajectories identified in this study 

were consistent across generations and clinical settings. Even after attaining proficiency, PTs 

continued to engage in experiential learning and further refined their decision-making through 

ongoing clinical practice. In addition to learning from personal clinical experiences, PTs 

benefited from actively sharing experiences within the workplace and reinforcing insights 

gained through experiential learning.

Key words: Orthotic therapy, experiential learning process, decision-making skills, lower-

extremity orthosis, stroke
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1. はじめに
脳卒中は世界中で死亡や長期障害の主な原因と

なっており、推定 9400万人の生存者の多くが、運
動機能、日常生活における自立、生活の質を損な
う持続的な神経学的欠損を抱えている 1）。痙縮は、
速度依存的な筋緊張の増加と伸張反射の亢進とし
て定義され 2）、脳卒中生存者の最大 40％に影響を
及ぼし、効果的なリハビリテーションの大きな障
壁となる可能性がある 3）。ここ数十年間で脳卒中

後痙縮の管理は大幅に進化しており 4）、ボツリヌ
ス治療（Botulinum Toxin therapy: 以下 BTX）は局
所性痙縮の第一選択薬となっている。これには、
筋緊張を低下させ、受動機能を改善するという確
固たるエビデンスがある 5）。しかし、BTX単独で
は、歩行・バランス能力において十分な改善を得
るには証拠が不足しているとの指摘がある 6）。そ
のため、痙縮の軽減を機能的な改善へとつなげる
ために、BTXと集中的なリハビリテーションを併

◎スコーピング・レビュー

脳卒中患者の下肢痙縮に対するボツリヌス毒素と支援機器の
併用療法が身体機能および歩行・バランス能力に及ぼす影響

The Effects of Combined Botulinum Toxin and Assistive Device Therapy on Physical Function, Gait, 
and Balance Capacity in Stroke Patients with Lower Limb Spasticity

山本直弥 1），佐藤 凜 1），廣瀬卓哉 2），長谷川哲也 3），大村優慈 4）

要 旨

【目的】脳卒中後下肢痙縮に対するボツリヌス治療（Botulinum Toxin therapy: 以下 BTX）と
支援機器併用リハビリテーションについて、通常リハビリテーションと比較した研究を対象
に介入内容や機器特性を網羅的に整理しマッピングすること。
【方法】五つのデータベースを用い 2025年 6月 21日までの文献を検索した。検索式は脳卒中、
BTX、支援機器、下肢に関するキーワードを組み合わせ構築した。
【結果】スクリーニングにより適格基準を満たす 6本を抽出した。内訳はロボット 2本、電気
刺激 2本、短下肢装具 1本、体外衝撃波 1本であった。多くの研究で通常リハビリテーショ
ンと比べ歩行速度やバランス能力等の有意な改善を認めたが、痙縮改善とは必ずしも一致し
なかった。
【結論】BTXと支援機器の併用は歩行・バランス能力を高める可能性が示唆された。臨床では
患者の阻害因子に応じた個別化プロトコルの立案が重要であり、今後はさらなるエビデンス
の構築が必要である。
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用することの重要性が強調されている 7）。
とりわけ下肢機能の再建は、患者の移動能力や

社会的参加を左右する極めて重要な要素である。
下肢痙縮に対する BTXにおいても筋緊張の緩和
には有効 8）であるが、歩行やバランスという複雑
な動的課題の獲得には、緩和された筋緊張と引き
換えに生じうる支持性の変化を適切に管理しつ
つ、高強度かつ特異的な運動学習を促進する必要
がある。BTXとリハビリテーション併用に関する
主要なレビューが 2019年に報告されている 9）が、
それ以降、ロボットデバイス、電気刺激装置、装
具などといった支援機器は急速な進歩を遂げてい
る。これらの技術は、歩行障害を呈する症例に対
する強力な介入手段となり得るが、多種多様な機
器特性を BTXの治療経過にどう適合させるかと
いう体系的な指針は確立されておらず、臨床現場
における意思決定の障壁となっている。
このような先行研究における知見の空白は、支

援機器が BTXとどのように組み合わされている
かを、一度包括的に整理する必要性を示唆してい
る。本レビューの目的は、脳卒中後の下肢痙縮に
対する BTX後の支援機器を併用したリハビリ
テーションについて、通常のリハビリテーション
と比較した研究を対象として、その具体的な介入
内容や機器の特性を系統的に分類し、活用実態を
マッピングすることである。このような目的を達
成するためには、スコーピングレビューの手法が
最も適している。本手法を用いることで、単に特
定の介入効果を判定するだけでなく、臨床現場で
実際に活用されている多様な介入形態を網羅的に
整理することが可能となるからである。これによ
り、現在の研究動向における到達点と知見の空白
を浮き彫りにし、今後の臨床研究および実践に向
けたエビデンスに基づく方向性を提示する。

2. 方法
本スコーピングレビューは、Preferred Report-

ing Items for Systematic Reviews and Meta─Analy-
sis extension for Scoping Reviews（PRISMA─ScR）
ガイドラインに従って実施された 10）。

2025年 6月 21日に、PubMed、Cochrane Central 
Register of Controlled Trials、Physiotherapy Evi-

dence Database （PEDro）、EMBASE、医中誌Web
の五つのデータベースを用いて包括的な文献検索
を実施した。検索戦略は、「脳卒中」「ボツリヌス
療法」「支援機器」「下肢」に関連するキーワードを
組み合わせて構築した。例として、PubMedの検
索式では、MeSH用語と「stroke」「botulinum tox-
ins」「assistive device」「robot-assisted therapy」
「lower extremity」などのテキストワードを組み合
わせて使用した。なお、本研究の主題は下肢痙縮
に対する介入であるが、脳卒中患者へのボツリヌ
ス治療は原則として痙縮の軽減を目的とするた
め、「脳卒中」と「ボツリヌス療法」の掛け合わせに
より関連文献は包括的に抽出可能であると判断し
た。検索の感度を最大限に保ち、歩行能力などの
活動レベルのアウトカムのみを強調している有用
な文献の取りこぼしを防ぐため、痙縮は検索キー
ワードには含めていない。詳細な検索式は Appen-
dixに示す。
文献検索の適格基準を定義するために、PCC

（Population、 Concept、 Context）フレームワーク
を用いた 11）。以下の PCCフレームワークに基づ
く基準を満たす研究を包含対象とした。
対象（Population）：18歳以上の成人脳卒中患者
概念（Concept）：BTX後に支援機器を用いたリハ
ビリテーションを実施し、通常リハビリテーショ
ンと比較していること
ここで述べている支援機器とは「ヒトによる徒
手的介入ではなく、機械的・電気的・物理的エネ
ルギーを用いた、非ヒト由来の物理的介入を提供
する外部装置」のことを指す。また、通常リハビリ
テーションとは、支援機器を用いずに、セラピス
トの徒手技術を介したストレッチなどの準備的ケ
アと、平地歩行などの実践的な動作訓練を組み合
わせたアプローチのことを指している。
文脈（Context）：英語または日本語で査読を経て
出版された文献であり、出版期間に制限なし
なお、介入研究や観察研究（横断研究、コホート
研究など）、レビュー論文など、研究デザインによ
る制限は設けず広く包含対象とした。除外基準は、
学会抄録および単一事例研究（ケーススタディ）、
および灰色文献（学位論文、未出版の報告書など）
とした。
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アウトカムには、痙縮の程度（Modified Ash-
worth Scale（MAS）など）や運動麻痺の程度（Fugl 
Meyer Assessment Lower Extremity（FMA─LE）な
ど）を採用し。また、歩行・バランス能力として
Functional Ambulation Categories（FAC）、歩行速
度、6分間歩行距離、Timed Up and Go test（TUG）、
Berg Balance Scale（BBS）などを採用した。
検索により特定された全文献を照合し、重複を

削除した。次いで、2名の著者が選択基準に基づ
き、タイトルおよび抄録による独立したスクリー
ニングを実施した。抽出された文献については、
さらに 2名の著者がフルテキストを精読し、詳細
な選別を行った。なお、除外した研究とその理由
はフローチャートに明記している。選定の過程で
生じた意見の相違は、著者間の協議、あるいは第
3者の介入により解決した。検索結果および研究
の組み入れ過程は、Preferred Reporting Items for 
Systematic Reviews and Meta-analyses 2020 （PRIS-
MA2020）12）フローチャートで提示した（図1）。
スコーピングレビューに含まれる論文から、

2名の独立した著者がデータを抽出した。データ
の抽出は 1）論文の著者、2）発表年、3）国、4）研究
デザイン、5）対象者属性（人数、発症からの期間、

機能レベル）、6）ボツリヌス毒素製剤に関する情報
（種類、施注量、施注箇所）、7）支援機器併用リハ
ビリテーションの介入内容・介入期間、8）報告さ
れたアウトカム尺度に関するデータとした。デー
タ抽出において不足する情報がある場合は、該当
論文の対応著者へ個別に連絡を取り、必要なデー
タの提供を要請した。
スコーピングレビューは、システマティックレ
ビューと同様に検索やデータ抽出の方法論が明確
に規定されている。その一方で、外部機関への事
前のプロトコル登録は義務づけられておらず、対
象論文における方法論的バイアスの評価も任意で
ある。前述の特性を踏まえ、本スコーピングレ
ビューにおいても事前のプロトコル登録およびバ
イアス評価は実施していない。

3. 結果
3─1　研究の選択
本スコーピングレビューにおける選択基準のフ
ローチャートを図1に示す。
重複を削除した後、合計 1014本の論文をタイト

ルと抄録でスクリーニングした。抄録とタイトル
のスクリーニングで残った 25本のフルテキスト

図 1　PRISMA 2020 フローチャート
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を詳細にスクリーニングした。25本のうち、選択
基準に基づき、データ抽出のために 6本の研究が
選択された 13─18）。表1に報告年、研究デザイン、
対照群の介入内容について示す。選択された 6本
の研究は 2002年から 2025年に報告され、2本の
論文 17,18）は直近 2年以内に報告されていた。研究
が報告された国として、2本がイギリス 13,14）、そ
の他は中国 14）、トルコ 16）、フランス 17）、スペイ
ン 18）から 1本ずつの報告であった。研究方法は無
作為化比較試験 5本 13─17）、前後比較研究 1本 18）で
あった。対象となった研究の対照群として、BTX
＋通常リハビリテーションを行った報告が
4本 15─18）、BTXなしで通常リハビリテーションの
みを行った報告が 2本 13, 14）であった。

3─2　対象となった研究の特徴
3─2─1　発症からの日数・病期
発症からの日数・病期を表1に示す。病期によ
る分類は脳卒中発症からの期間の平均値を参照し
た。脳卒中発症からの経過は急性期（発症から 1週
間）、亜急性期（発症 1週間から 6カ月）、慢性期
（発症から 6カ月以上）に分類した。その結果、慢
性期の患者を対象としている報告が 3本 15─17）、亜
急性期と慢性期の患者を対象としている報告が 3
本 13,14,18）であった。

3─2─2　対象とした患者の身体機能と 

歩行・バランス能力
身体機能における痙縮、運動麻痺の程度および

歩行・バランス能力を表1に示す。身体機能にお
ける痙縮の程度について、MASを用いている報告
が 4本 13,14,16,17）、Ashworth Scale（AS）を用いている
報告が 1本 18）、Composite Spasticity Index（CSI）を
用いている報告が 1本 15）であった。MASを使用
している研究は 1＋を 2とし、それ以上のスコア
は 1を加算することで 0～ 5の 6段階で評価して
いる。MASは 3以上を重症、2以上 3未満を中等
度、0以上 2未満を軽症と定義した。ASは 2以上
を重症、1以上 2未満を中等度、0以上 1未満を軽
症と定義した。CSIは 13～ 16点を重症、10～ 12
を中等度、0～ 9を軽症と定義した。その結果、重
度の筋緊張を呈した患者を対象としている報告が
4本 13,14,16,18）、中等度の筋緊張を呈した患者を対象

としている報告が 2本 15,17）であった。
身体機能における運動麻痺の程度について、

FMA─LEを 用 い て い る 報 告 が 1本 15）、
Brunnstrom Recovery Stage（BRS）を用いている
報 告 が 1本 16）、Rivermead Motor Assessment
（RMA）を用いている報告が 2本 13,14）、明確に示さ
れていない報告が 2本 17,18）であった。FMA-LEは
19点以下を重度、20点以上 28点以下を中等度、
29点以上を軽症と定義した 19）。BRSはⅠ～Ⅱを
重度、Ⅲ～Ⅳを中等度、Ⅴ～Ⅵを軽症と定義した。
RMAは 0～ 13点を重度、14点～ 26点を中等度、
27点以上を軽症と定義した。その結果、重度の運
動麻痺を呈した患者を対象としている報告が 1
本 15）、中等度の運動麻痺を呈した患者を対象とし
ている報告が 3本 13,14,16）であった。
歩行・バランス能力の程度について、それぞれ
の研究で複数のアウトカムにより報告されてい
る。歩行速度を用いている報告が 4本 13,14,17,18）、
BBSを用いている報告が 3本 15─17）、TUGを用い
ている報告が 2本 16,17）、6分間歩行距離を用いて
いる報告が 1本 17）、Rivermead Visual Gait Assess-
ment（RVGA）を用いている報告が 1本 16）、FACを
用いている報告が 1本 16）、Functional Indepen-
dence Measure（FIM）を用いている報告が 1本 15）

であった。採用した 6本の報告のうち 4本と最も
アウトカムとして使用されていた歩行速度におい
て、0.4 m/s 未満を重度、0.4 m/s 以上 0.8 m/s 未
満を中等度、0.8 m/s 以上を軽症と定義した 20）。重
度の歩行速度を呈した患者を対象としている報告
が 3本 13,14,18）、中等度の歩行速度を呈した患者を
対象としている報告が 1本 17）であった。歩行速度
をアウトカムとしていないその他の 2本の報告で
は共通して BBSを用いている 15,16）。BBSは 20点
未満を重度、21点～ 40点を中等度、41点以上を
軽症と定義した。BBSをアウトカムとしているそ
の他 2本の報告はどちらも中等度の患者を対象と
している報告であった 15,16）。

3─3　ボツリヌス毒素製剤の種類と投与箇所、
投与量

使用したボツリヌス毒素製剤についての詳細を
表2に示す。使用製剤について、Dysportを使用
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した報告が 4本 13,14,16,18）、Dysport、Botox、Xeomin
を使用した報告が 1本 17）、明確に示されていない
報告が 1本 15）であった。投与箇所について、全報
告ともに下腿を中心に個別調整をされていた。

3─4　介入に用いた支援機器の種類と介入結果
介入に用いた支援機器について表3に示す。歩
行支援ロボットを用いた報告が 2本 16,17）、電気刺
激装置を用いた報告が 2本 13,14）、Ankle-Foot Or-
thosis（AFO）を用いた報告が 1本 15）、体外衝撃波
を用いた報告が 1本 18）であった。
通常リハビリテーションと比較して、支援機器

併用リハビリテーションによる介入結果を表3
に示す。群間における痙縮の程度において、有意
な改善を認めた報告が 2本 15,18）、有意な改善を認
めなかった報告が 2本 16,17）、明確に示していない
報告が 2本 13,14）であった。群間で痙縮の有意な改
善を認めた報告は体外衝撃波を用いた報告 18）と
AFO15）を用いた報告であった。体外衝撃波を用い
た報告では、対照群と比較し、第 5週目、第 17週
目において有意な痙縮の改善を認めていた 18）。ま
た、AFOを用いた報告では、対照群と比較し、3カ
月後と 6カ月後において有意な痙縮の改善を認め
ていた 15）。体外衝撃波 18）と AFO15）を用いた報告は
ともに 3カ月以降での痙縮改善を認めていた。
群間における歩行・バランス能力において、有

意な改善を認めた報告が 5本 13─17）、明確に示して

いない報告が 1本 18）であった。群間で歩行・バラ
ンス能力の有意な改善を認めた報告は歩行支援ロ
ボット 16,17）、電気刺激装置 13,14）、AFO15）を用いた
報告であった。歩行支援ロボット（Lokomat）を用
いた報告では、対照群と比較し、2週間後におい
て 6分間歩行テストで有意な改善を認めてい
た 17）。もう一つの歩行支援ロボット（RoboGait）を
用いた報告では、対照群と比較し、治療後 6週目
および 12週目において、TUG、 BBS、 RVGAで有
意な改善を認めていた 16）。電気刺激装置を用いた
2件の報告では、対照群と比較し、治療後 12週目
で歩行速度および RMAの有意な改善を認めてい
た 13,14）。AFOを用いた報告では、対照群と比較し、
治療後 3カ月目および 6カ月目において、FMA─
LE、BBS、FIMで有意な改善を認めていた 15）。
AFO15）、歩行支援ロボット（RoboGait）16）、電気刺
激装置 13,14）を用いた報告は、3カ月以降での歩
行・バランス能力改善を認めていた。
本レビューで抽出された研究におけるアウトカ
ムの報告状況を整理すると、対照群と比較して痙
縮の程度において有意な改善を認めたのは、
AFO15）および体外衝撃波 18）を用いた介入であっ
た。歩行・バランス能力指標においては、AFO15）

に加えて歩行支援ロボット 16,17）や電気刺激装
置 13,14）を用いた介入においても有意な改善が報告
されていた。つまり、本対象文献の範囲内では、
介入による痙縮の改善と歩行・バランス能力の改

表 2　ボツリヌス毒素製剤の種類と投与カ所、投与量

著者、発行年、国 ボツリヌス毒素製剤
（intervention/control）

投与量
（intervention/control） 投与カ所

Johnson et al., 2002
イギリス 13） Dysport /投与なし 合計最大 800単位 /投与なし 腓腹筋の内側頭および外側頭、なら

びに後脛骨筋の 2部位（計 3カ所）

Johnson et al., 2004
イギリス 14） Dysport /投与なし 合計最大 800単位 /投与なし 腓腹筋の内側頭および外側頭、なら

びに後脛骨筋の 2部位（計 3カ所）

Ding et al., 2015
中国 15） 示されていない 示されていない 腓腹筋、ヒラメ筋、前脛骨筋、後脛

骨筋など（個別に調整）

Erbil et al., 2018 
トルコ 16） Dysport /Dysport

少なくとも 300単位 / 
少なくとも 300単位 足底屈筋群（個別に調整）

Cotinat et al., 2024 
フランス 17）

Botox/Xeomin（n ＝ 14/n ＝ 1）/
Botox/Dysport（n＝ 16/n＝ 2）

Botox/Xeomin 平均 204（標準偏差
47）単位 / 200単位 /Botox/Dysport 
平均 191（標準偏差 29）単位 /平均
825（標準偏差 247）単位

主に下腿三頭筋
後脛骨筋、長趾屈筋、長母趾屈筋、
長母趾伸筋（個別に調整）

Déniz et al., 2025 
スペイン 18） Dysport /Dysport 示されていない 上肢または下肢の筋肉（個別に調整）
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善には必ずしも一致が見られない傾向が確認され
た。特に、ロボット 16,17）や電気刺激装置 13,14）を用
いた報告では、痙縮の程度における群間差の有無
に関わらず、動作指標において付加的な改善を認
める傾向が示された。

4. 考察
本スコーピングレビューは、脳卒中患者におけ

る下肢痙縮に対し、ボツリヌス治療と支援機器を
用いたリハビリテーションを併用した文献をマッ
ピングし、今後の臨床研究および実践に向けたエ

ビデンスに基づく方向性を提示するために実施し
た。
本レビューの結果、脳卒中後の下肢痙縮に対す
る BTXと支援機器の併用は、通常のリハビリテー
ションと比較して、特に歩行・バランス能力にお
いて、より高い付加的効果をもたらす可能性が示
唆された。興味深いことに、介入後のアウトカム
において、痙縮の改善と歩行・バランス能力の改
善には必ずしも一致が見られなかった。AFO15）や
体外衝撃波 18）を用いた介入では、対照群と比較し
て有意な痙縮の軽減が認められている。一方で、

表 3　介入に用いた支援機器の種類と介入結果
著者、

発行年、国 支援機器 支援機器
介入期間 介入内容（intervention/control） 群間差の結果

（痙縮）
群間差の結果

（歩行・バランス能力）

Johnson et al., 
2002
イギリス 13）

電気刺激装置 12週間 BTX後、電気刺激装置は歩行補助のた
め 1日の大半装着・使用された。外来
患者で週 2回、入院患者で最低週 3回、
それぞれ 1回約 45分間通常リハビリ
テーションが実施された。/外来患者で
週 2回、入院患者で最低週 3回、それ
ぞれ 1回約 45分間通常リハビリテー
ションが実施された。

示されていない 歩行速度：有意差あり
（治療後 12週目）

Johnson et al., 
2004
イギリス 14）

電気刺激装置 12週間 BTX後、電気刺激装置は歩行補助のた
め 1日の大半装着・使用された。外来
患者で週 2回、入院患者で最低週 3回、
それぞれ 1回約 45分間通常リハビリ
テーションが実施された。/外来患者で
週 2回、入院患者で最低週 3回、それ
ぞれ 1回約 45分間通常リハビリテー
ションが実施された。

示されていない 歩行速度：有意差あり
（治療後 12週目）

Ding et al., 
2015
中国 15）

短下肢装具 最長
6カ月

BTX後、短下肢装具を併用した。機能
向上に伴って静的装具から動的装具に
変更された。加えて、通常リハビリテー
ションが行われた。/BTX後、通常リハ
ビリテーションが行われた。/通常リハ
ビリテーションが行われた。

有意差あり（治
療後 3カ月目お
よび 6カ月目）

FMA-LE、BBS、FIM：
有意差あり（治療後 3
カ月目および 6カ月目）

Erbil et al., 
2018 
トルコ 16）

歩行支援ロボット
（RoboGait）

3週間 BTX後、1日 90分（ロボット訓練 30分、
通常の理学療法 60分が行われた（平日
のみ）。/BTX後、1日 90分、通常の理
学療法が行われた（平日のみ）。

有意差なし TUG、BBS、RVGA：
有意差あり（治療後 6
週目および 12週目）

Cotinat et al., 
2024
フランス 17）

歩行支援ロボット
（Lokomat）

2週間 BTX後、15分間のストレッチと、外骨
格ロボットによる 30分間の歩行訓練が
行われた（週 5回）。/BTX後、15分間
のストレッチと、30分間の平地歩行訓
練が行われた （週 5回）。

有意差なし 6分間歩行距離：有意
差あり TUG、BBS：有
意差なし（治療後 2週
目）

Déniz et al., 
2025
スペイン 18）

体外衝撃波 3週間 BTX後、週 1回、3週間連続体外衝撃
波療法を実施。1 回あたり 1500 発
（5 Hz）照射。6カ月間通常リハビリテー
ションを実施した。/BTX後、6カ月間
通常リハビリテーションを実施した。

有意差あり（治
療後第 5週目お
よび第 17週目）

示されていない

Abbreviations: BTX, botulinum toxin　　FMA-LE, Fugl-Meyer assessment lower extremity　　BBS, Berg balance scale　　
FIM, functional independence measure　　TUG, Timed Up and Go test　　RVGA, Rivermead visual gait assessment.
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電気刺激装置 13,14）や歩行支援ロボット 16,17）を用い
た介入では、痙縮そのものに対する群間差は必ず
しも明確ではないものの、歩行速度、6分間歩行
距離、TUG、BBSといった動作指標において顕著
な改善が報告されている。この結果は、BTXに
よって筋緊張が緩和された「治療の好機」21）におい
て、ロボットや電気刺激による高頻度かつ特異的
な課題指向型トレーニングを組み合わせること
で、単なる緊張緩和を超えた、実用的な動作への
再学習が促進されたことを示唆している。本レ
ビューで特定された支援機器は、その作用機序に
より二つの役割に分類できる。一つは、 AFOや体
外衝撃波のように、軟部組織のコンプライアンス
を変化させ、物理的に痙縮や可動域を改善させる
役割である 22,23） 。もう一つは、歩行ロボットや電
気刺激のように、緊張が緩和した下肢に対して適
切な運動入力を提供し、歩行パターンを再構築す
る運動学習促進的な役割である 24,25）。このような
支援機器の役割分類を整理しておくことは、臨床
において患者個々の課題に合わせた介入を検討す
る際の、一つの手がかりになる可能性がある。例
えば、動作を妨げている要因が主に筋緊張そのも
のにあるのか、あるいは緊張緩和後の動作の再構
築にあるのかといった視点を持って機器を使い分
けるという考え方は、より個別性の高いリハビリ
テーションプログラムを検討する際の一助となる
のではないかと推察される。
本レビューで採用された研究の重症度におい

て、中等度から重度の運動麻痺や歩行障害を呈す
る症例が多く含まれていたことは、従来の理学療
法のみでは十分な活動量の確保が困難な層に対し
て、支援機器が有効な介入手段となり得ることを
示唆している。中等度から重度の歩行障害を呈す
る症例において、歩行支援ロボットや電気刺激装
置が歩行速度や TUGの改善に寄与したという事
実は、機器が提供する反復的な課題練習という側
面が、重症度の高い患者の運動学習を補完した一
因である可能性が考えられる。また、採用された
研究の対象者における発症からの時期について、
慢性期の患者、あるいは亜急性期から慢性期にわ
たる患者を対象としており。発症から早期の急性
期を対象とした報告は認めなかった。BTXは発症

後早期から適切に使用されることで、異常な筋活
動パターンの定着を防ぐ可能性が指摘されてい
る 26,27）が、この時期にどのような支援機器を、ど
の程度の強度で併用すべきかについては、依然と
して十分な知見が得られていない。今後は、重症
度のみならず、回復段階に応じた最適な機器選択
とプロトコルを確立するために、特に亜急性期以
前の症例に焦点を当てた研究の蓄積が求められ
る。
本レビューで抽出された研究における介入期間
や評価のタイミングを概観すると、BTX後の支援
機器介入が長期的な機能維持に寄与している可能
性が示唆される。多くの報告において、治療開始
から約 3カ月以降の時点でも有意な改善が認めら
れていた。一般に BTXの薬理学的な筋緊張緩和効
果は施注後 3～ 4カ月で減弱するとされている
が、薬効が持続している期間に支援機器を用いた
集中的な介入を行うことで、薬効減弱後も改善さ
れた歩行パターンや身体機能が維持されている点
は注目に値する。これは、BTXによる一時的な「治
療の好機」において、支援機器が提供する高頻度な
運動学習が、脳可塑性を介した恒久的な機能再建
を促進した結果であると考えられる。また、支援
機器の介入プロトコルについては、各研究間で機
器の種類や介入頻度に多様性が認められた。歩行
支援ロボット（Locomatや RoboGait）を用いた報
告では、比較的短期間の介入でも歩行距離やバラ
ンス能力に有意な差を認めている一方で、電気刺
激装置や AFOを用いた介入では、12週から 6カ
月といった中長期的な追跡によってその効果を実
証している。このことから、即時的な機能変化を
狙うロボット介入と、日常生活での使用を通じて
持続的な改善を図る電気刺激や装具介入とでは、
期待される治療経過のタイムラインが異なる可能
性が示唆される。臨床実践においては、BTXの薬
効動態を考慮しつつ、使用する機器の特性に合わ
せた評価および追跡期間を設定することが、治療
の有効性を正しく判断する上で不可欠である。
本スコーピングレビューにはいくつかの限界が
存在する。第一に、採用された論文数が 6本と限
定的であり、さらに研究方法についても、介入期
間のばらつきや同様の機器による研究本数の少な
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さから、結果を一般化するには慎重な判断が必要
である。第二に、本研究では各論文のエビデンス
の質評価を実施していないため、報告された有効
性の解釈には限界がある。また、対象となった文
献が英語と日本語に限定されていた点や、学会抄
録およびケーススタディを除外した点も、未知の
有用な知見を見落としている可能性を否定できな
い。
最後に、今後の臨床研究および実践に向けた方

向性を提示する。臨床実践においては、本レビュー
で示された通り、支援機器は単なる筋緊張の緩和
を超えて歩行・バランス能力改善に寄与する可能
性が高い。そのため、BTX後のリハビリテーショ
ンにおいては、患者の阻害因子が筋緊張そのもの
にあるのか、あるいは動作の再学習にあるのかを
評価し、目的に応じて体外衝撃波や装具、あるい
はロボットや電気刺激といった機器を選択する個
別化された介入プロトコルの立案が重要である。
今後の臨床研究においては、特に報告が少なかっ
た亜急性期以前の症例を対象とした大規模な無作
為化比較試験の実施が不可欠である。また、本レ
ビューの結果、2019年に報告された BTXとリハ
ビリテーションの併用効果の報告 9）以降に発表さ
れた文献は、歩行支援ロボット 17）と体外衝撃波 18）

とに関する 2本に留まっていた。支援機器の技術
革新が急速に進展し、単体での有効性を示す報告
が増加している一方で、BTXとの併用療法として
のエビデンス構築は、機器の進歩速度に比して緩
慢な状況にある。今後は、脳卒中後の下肢痙縮に
対する BTXと支援機器併用のエビデンスをより
強固なものとし、標準的な治療指針の確立へとつ
なげていく必要がある。

5. 結論
本レビューでは、選定された研究の多くにおい

て支援機器の併用が通常理学療法と比較して歩
行・バランス能力をより高める可能性が示唆され
た。臨床では、患者の阻害因子が筋緊張そのもの
にあるのか、あるいは動作の再学習にあるのかを
評価し、目的に応じて体外衝撃波や装具、あるい
はロボットや電気刺激といった機器を選択する個
別化された介入プロトコルの立案が重要である。

現在、急速な技術革新に比して BTXとの併用療法
のエビデンス構築は緩慢であり、今後は標準的な
治療指針の確立に向けてエビデンスをより強固な
ものとする必要がある。

6. 利益相反
本研究において、開示すべき利益相反関係はな
い。
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Abstract:

Objectives: To comprehensively categorize and map the specific intervention protocols and 

device characteristics of assistive device-augmented rehabilitation following botulinum toxin 

therapy (BTX) for post-stroke lower limb spasticity, focusing on studies that compared this 

approach with conventional rehabilitation.

Methods: A comprehensive literature search was conducted across five databases for studies 

published up to June 21, 2025. The search strategy was developed by combining relevant 

keywords for stroke, BTX, assistive devices, and lower limbs.

Results: After screening, six studies meeting the eligibility criteria were included in this review. 

The utilized assistive devices consisted of gait-assist robots (two studies), electrical stimulation 

(two studies), an ankle-foot orthosis (one study), and extracorporeal shock wave therapy (one 

study). While the majority of the studies demonstrated significant improvements, such as gait 

speed and balance, compared with conventional rehabilitation, these functional improvements 

did not necessarily correlate with reductions in spasticity.

Conclusion: The combination of BTX and assistive devices points to the potential to enhance 

gait and balance capacity. Clinically, it is crucial to establish individualized intervention protocols 

tailored to each patient's specific barriers to movement. Further research is warranted to 

strengthen the evidence base.

Key words: Muscle tone, Technology, Rehabilitation
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1. はじめに
我が国における脳卒中患者数は約 174万人と推
計され 1）、要介護の主要な原因疾患の一つである。
脳卒中による片麻痺は歩行障害を高頻度に伴い、
歩行機能の再建はリハビリテーションにおける最

重要課題の一つである。特に歩行速度は、屋外歩
行の自立可否や社会参加の水準を決定する実用的
指標であり、屋外歩行の自立には 0.8 m/s以上の
歩行速度が必要とされており 2）、その低下は活動
範囲の著しい制限につながる。

◎原著

脳卒中片麻痺者へのReverse Omega Shoe Insert（ROSI）
装着による歩行速度向上群を判別する臨床因子

─全国 39施設モニタ調査に基づくロジスティック回帰分析─
Predictors of Gait Speed Improvement with the Reverse Omega Shoe Insert (ROSI) in Post-Stroke Hemiplegia: 

A Logistic Regression Analysis from a Nationwide Multicenter Monitoring Study

春名弘一 1），昆 恵介 2），佐藤健斗 2），中井要介 3），石井滉樹 3），森 嘉裕 4,5,6），山本澄子 7）

要 旨

【目的】Reverse Omega Shoe Insert（ROSI）装着により至適歩行速度が 0.10 m/s以上向上す
る脳卒中片麻痺者を判別する臨床因子を特定する。

【対象と方法】ROSIモニタ調査の脳卒中片麻痺者 180名（向上群 31名、非向上群 149名）を
対象に、10因子を候補とし、イベント数を考慮しベースライン歩行速度と下腿三頭筋筋緊張
（Modified Ashworth Scale：MAS）の 2因子を事前規定したロジスティック回帰を主解析と
した。

【結果】2因子モデルは有意で（p＜ 0.001）、ROC曲線下面積（AUC）は 0.75であった。ベー
スライン速度が高いほど向上群となるオッズは高く（調整オッズ比：OR 1.30／ 0.1 m/s）、
MAS ≥ 1では低かった（調整OR 0.30）。最適閾値での感度 71％・特異度 70％・陽性的中率（PPV）
33％・陰性的中率（NPV）92％であった。

【結論】ROSIの適応が期待されるのは、ベースライン速度が比較的高くMASが低い症例であ
る。本モデルは PPVが低く適応の確定には適さないが、NPVが高く非適応例の除外スクリー
ニングに有用である。

キーワード：脳卒中片麻痺、ROSI、即時効果、ロジスティック回帰分析、歩行速度
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効率的な歩行を達成するためには、ヒールロッ
カー、アンクルロッカー、フォアフットロッカー
（Fore Foot Rocker：以下、FFR）、トゥロッカーと
いう四つのロッカー機能が連続的に機能する必要
がある 3）。なかでも FFRは立脚終期において麻痺
側踵が離床し、前方への推進力が生み出される位
相に相当する。しかし脳卒中片麻痺者の多くでは、
底屈筋力の低下によりこの FFRが消失し、推進力
の不足と遊脚期の足部クリアランス低下が生じ
る 4）。これを補うために処方される短下肢装具
（ankle-foot orthosis：AFO）は、ヒールロッカーお
よびアンクルロッカーの補助には一定の効果を持
つ一方、機種や設定によっては足関節の固定・制
動に伴い FFRの出現を補助しにくい場合があ
る 5）。我々は先行研究において、足部にエネルギー
蓄積機構を有し FFRを直接補助する Heel Upper 
Spring AFO（以下、HUS-AFO）6）を開発したが、装
着による脚長差と耐久性の点で片麻痺者の日常使
用には課題が残った。
こうした背景のもと、我々はカーボンプレート

を逆オメガ形状に成型したエネルギー蓄積型
シューインサート、Reverse Omega Shoe Insert
（以下、ROSI）を開発した 7）。ROSIは荷重応答期
に自重でカーボンがフラットになり、立脚中期の
抜重時に逆オメガ形状へと復元する力を利用し
て、中足趾節（MP）関節より近位に設定した仮想
回転軸（ROSI軸）を支点として床反力作用点を前
方へ誘導することで、単脚支持期における踵離床
を力学的に補助する機構を有する。先行研究 7）で
は、ROSIと背屈制動型 AFOを併用することで、
立脚終期割合の増加とともに歩行速度の向上が確
認されている。
装具介入の適応を適切に決定するためには、介

入前に評価可能な臨床的指標から、客観的な機能
向上が期待できる患者像を予測することが不可欠
である。本研究の目的は、全国 39施設の ROSIモ
ニタ調査データを用い、ROSI装着により至適歩
行速度が臨床的に意味のある水準（0.10 m/s以
上）に向上した群とそうでない群を判別する臨床
因子を、ロジスティック回帰分析によって特定す
ることである。

2. 対象および方法
2 ─ 1　対象
本研究の対象は、全国の医療機関および介護保
険施設等（北日本 9施設、関東 10施設、中部 1施
設、関西 3施設、中国 3施設、九州・沖縄 13施
設、計 39施設）において実施された ROSIモニタ
調査に参加し、研究への同意が得られた脳卒中片
麻痺患者である。ROSIモニタ調査では延べ 186
件のアンケート回答が得られた。本研究では、事
前に規定した以下の基準により解析対象を選定し
た。すなわち、（1）AFO（短下肢装具）を使用してい
る例（「未使用」と回答した例を除外）、（2）AFO単
独条件および AFO＋ ROSI条件の 10 m至適歩行
の所要時間が両条件とも記入され、算出した歩行
速度が生理学的妥当域内であること（所要時間の
未記入や 0秒等の明らかな記入誤り、および脳卒
中片麻痺者で想定されない算出速度＞ 1.5 m/sを
異常値として除外）、（3）前後の歩行速度変化量の
絶対値が測定上ありえない大きさ（|Δv|＞ 0.5 m/
s）でないこと、を満たす例を対象とした。この基
準により、AFO未使用 3件、歩行速度データの欠
損・記入誤り 2件、歩行速度の異常値 1件を除外
し、180名（男性 107名、女性 73名、平均年齢 61.9
± 12.6歳）を解析対象とした（図1）。なお、臨床
因子のうち足関節 ROM制限の有無に 15件の欠
損があり、当該因子の単変量解析のみ利用可能例
（165名）を用いて実施した。主たる多変量モデル
に用いたベースライン歩行速度およびMASは全
180名で取得されていた。本研究は北海道科学大
学倫理委員会の承認を得て実施され（承認番号：
23─54）、全対象者に対して書面および動画等を用
いて十分な説明を行い、書面による同意を得た上
でデータ収集を行った。

2 ─ 2　ROSI の仕様と選定方法
本研究で使用した ROSI（マイスター靴工房 KA-

JIYA社製）は、長手方向のサイズ 2種類（Mサイ
ズ：9 cm、Lサ イ ズ：11.5 cm）と 厚 み 4種 類
（1.0 mm、1.5 mm、2.0 mm、2.5 mm）を組み合わ
せた計 8種類のバリエーションを有している。全
バリエーションにおいて深さは 8 mmで共通であ
り、ばね定数はサイズと厚みの組み合わせにより
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33 N/mmから 219 N/mmの範囲で設定されてい
る。各施設の担当理学療法士は、対象者の体重や
歩容、身体機能に基づき、両足で荷重した際に
ROSIの逆オメガ形状がフラットになる硬さを目
安として最適な ROSIを選択し、靴内に装着した。
なお、ROSIの詳細な形状および装着方法につい
ては文献 7（昆ら、2023）を参照されたい。

2 ─ 3　評価方法
各施設の担当理学療法士は、対象者が常用して

いる短下肢装具（以下、AFO）のみを装着した条件
（以下、AFO単独条件）と ROSIを追加装着した条
件（以下、AFO＋ ROSI条件）において、10 m歩行
試験を実施した。対象者は、各条件において各自
の最大努力速度での歩行（最大歩行）と快適な速度
での歩行（至適歩行）を行い、所要時間（秒）と歩数
（歩）を計測した。本研究では至適歩行の所要時間
から算出した歩行速度（10 m÷所要時間）をアウ
トカムとして用いた。なお、測定は AFO単独条
件、AFO＋ ROSI条件の固定順で実施し、ランダ
ム化・カウンターバランスは行わなかった。また、

転倒等の防止と ROSIへの順応を目的として、研
究説明資料において、十分な練習歩行を行ったう
えで測定するよう各施設に教示した（時間・歩数
は規定していない）。使用していた AFOの種類お
よび足関節設定は表1に示す。靴は各対象者が普
段使用しているものとし、種類の指定・記録は行
わなかった。
あわせて、下肢 Brunnstrom stage（以下、Br.

stage）、足関節・膝関節・股関節の ROM制限の
有無、表在感覚・深部感覚障害の有無、麻痺側足
関節背屈角度（膝伸展位、passive）、下腿三頭筋の
筋緊張（Modified Ashworth Scale：以下、MAS）、
高次脳機能障害の有無を記録した。足関節・膝関
節・股関節の ROM制限の有無の判定は各施設の
担当理学療法士の臨床的判断によるものであり、
関節別の閾値は事前に統一していない（症例ごと
に「具体的状況」を自由記述形式で併せて記録し
た）。このため ROM関連所見は施設間のばらつき
を考慮し探索的に解釈した。なお、MASは 0（筋
緊張なし）と 1（MAS ≥ 1；筋緊張あり）の 2値変数
として事前に定義した。本研究のデータではMAS

図 1　対象者選定フローダイアグラム
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≥ 2の症例が少なく分布が不均衡であったため、臨
床的な区分として 0 vs ≥ 1の二値化を採用し
た 8）。

2 ─ 4　群分類と閾値設定
本研究では、ROSI装着前後の至適歩行速度の

変化量（Δv）を主要アウトカムとした。Δv≧
0.10 m/sであった者を歩行速度向上群（以下、向
上群）、Δv＜ 0.10 m/sであった者を非向上群と
し、2群に分類した。
Δvの閾値として 0.10 m/sを採用した根拠は次
のとおりである。Pereraら 9）は、歩行速度の変化
量について 0.05 m/sを small meaningful change、
0.10 m/sを substantial meaningful changeと推定
している。ただし同研究の対象は脳卒中患者に限
定されない高齢者集団であり、脳卒中患者に特化
した最小臨床的重要差（Minimal Clinically Impor-

tant Difference：MCID）としては、Tilsonら 10）が
亜急性期脳卒中患者を対象に 0.16 m/sを報告し
ている。ただし Tilsonらの値は数週間のリハビリ
テーション介入による変化を対象としており、即
時効果を評価する本研究への直接的な適用は適切
でない。以上より本研究では、歩行速度の変化と
して臨床的に実質的な意味をもつとされる
0.10 m/sを、向上群を判定するための操作的定義
として採用した。なお、Hosoiら 11）は脳卒中患者
を対象とした 10 m歩行試験の同一セッション内
における最小可検変化量（Minimal Detectable 
Change：MDC）を 0.11 m/sと報告している。本
研究の閾値はこれをわずかに下回るため、閾値選
択の妥当性は 0.06～ 0.12 m/sの範囲での感度分
析により補完的に確認した。

表 1　対象者の基本特性（n＝ 180）
変数 全体（n＝ 180） 向上群（n＝ 31） 非向上群（n＝ 149） p値

年齢（歳） 61.9± 12.6 59.4± 12.5 62.4± 12.6 0.221

身長（cm） 162.9± 9.3 165.6± 8.5 162.4± 9.4 0.065

体重（kg） 61.2± 11.8 63.4± 10.5 60.8± 12.1 0.224

麻痺側足関節背屈角度（度） 4.7± 8.2 6.4± 7.3 4.3± 8.4 0.173

装具使用歴（年）† 3.4± 5.0 3.2± 6.6 3.4± 4.6 0.831

下肢 Br.stage（中央値［IQR］） 4 ［3─5］ 5［4─5］ 4［3─5］ ＜ 0.001＊

性別（男性 / 女性） 男性 107 / 女性 73 男性 20 / 女性 11 男性 87 / 女性 62 0.666

表在感覚 異常（あり） 121（67.2％） 15（48.4％） 106（71.1％） 0.025＊

深部感覚 異常（あり） 106（58.9％） 13（41.9％） 93（62.4％） 0.056

下腿三頭筋緊張 MAS＞ 0（あり） 149（82.8％） 20（64.5％） 129（86.6％） 0.007＊

足関節 ROM制限（あり）‡ 68（41.2％） 11（39.3％） 57（41.6％） 0.987

膝関節 ROM制限（あり） 17（9.4％） 1（3.2％） 16（10.7％） 0.313

股関節 ROM制限（あり） 25（13.9％） 4（12.9％） 21（14.1％） 1.000

高次脳機能障害（あり） 67（37.2％） 11（35.5％） 56（37.6％） 0.987

使用 AFO§ 継手付きプラスチック AFO 45（25.0％）／ゲイトソリューションデザイン 38（21.1％）／シューホー
ンブレース 29（16.1％）／ダブルクレンザック付き AFO 21（11.7％）／オルトップ AFO 18（10.0％）
／ RAPS-AFO 7（3.9％）／その他 22（12.2％）

足関節背屈設定 § 遊動 94（52.2％）／制動 64（35.6％）／固定 12（6.7％）／制限 10（5.6％）

足関節底屈設定 § 制動 102（56.7％）／制限 56（31.1％）／固定 21（11.7％）／遊動 1（0.6％）

†：  装具使用歴は非数値 4件（「なし」等）を除外（向上群 n＝ 30、非向上群 n＝ 146）。
‡： 足関節 ROM制限は欠損 15件を除外し、利用可能 165例（向上群 n＝ 28、非向上群 n＝ 137）で算出。
検定： 連続変数＝Welchの t検定 /Br.stage＝Mann-Whitneyの U検定 /カテゴリ変数＝ χ2検定（期待度数＜ 5は Fisher正確検定）。
＊ p＜ 0.05
§： 使用 AFOおよび足関節設定は対象者背景として全体の分布のみを示す。各層の症例数が少ないため、群別比較および多変量モデ

ルへの投入は行っていない。
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2 ─ 5　解析方法
向上群と非向上群を判別する臨床因子の特定に

は、ロジスティック回帰分析を用いた。候補とし
た独立変数は、AFO単独条件でのベースライン歩
行速度、下肢 Br.stage、表在感覚、深部感覚、MAS、
麻痺側足関節背屈角度、足関節・膝関節・股関節
ROM制限、高次脳機能障害の計 10因子である。
まず各因子を単変量ロジスティック回帰により検
討し、向上の有無との関連をオッズ比（odds ra-
tio：以下、OR）と 95％信頼区間（confidence inter-
val：以下、CI）として算出した。単変量ロジス
ティック回帰は候補因子の探索的スクリーニング
として実施した。10因子の多重比較に伴う第 I種
過誤の増大を考慮し、各因子の p値について
Holm法（family-wise error rateの制御）および
Benjamini-Hochberg法（false discovery rateの 制
御）による補正値を併記した。次に多変量モデルを
構築した。本研究の向上群は 31名であり、イベン
ト数に対して投入変数が過剰になると推定が不安
定になるため、EPV（events per variable）の基準を
考慮し、過学習を回避する目的で、臨床的解釈可
能性と単変量解析の結果に基づき、ベースライン
歩行速度と下腿三頭筋の筋緊張（MAS）の 2因子
を事前に規定して投入した多変量モデルを主モデ
ルとした。ベースライン歩行速度を事前規定因子
としたのは、ROSIの作動に一定以上の重心移動
を要すること、および歩行速度が運動麻痺・筋
力・バランス能力を統合的に反映する指標である
ことから、理論的に ROSIの適応を規定する変数
と位置づけたためである。モデル全体の有意性は
尤度比検定により評価し、判別精度は ROC曲線
下面積（area under the curve：以下、AUC）で、適
合度は Hosmer-Lemeshow検定で評価した。判別
性能は ROC解析に基づき Youden indexが最大と
なる確率閾値を最適閾値とし、その閾値での感
度・特異度・陽性的中率（PPV）・陰性的中率
（NPV）を算出した。投入 2因子間の多重共線性は
分散拡大係数（VIF）で確認した。なお、ROSI装着
前後の至適歩行速度の変化については対応のある
t検定を実施した。
対象者の群間比較には、変数の性質に応じて

Welchの t検定、Mann-Whitneyの U検定、Pear-

sonの χ2検定（期待度数 5未満のセルが存在する
場合は Fisherの正確確率検定）を用いた。また、
ベースライン速度を共変量とし ROSI後歩行速度
を従属変数とした共分散分析（ANCOVA）を補足
的に実施し、ベースライン速度調整後のMASの
効果を確認した。モデルの安定性を検討するため、
ブートストラップ法（2000回、パーセンタイル法、
各リサンプリングでモデルを再推定）による AUC
の 95％信頼区間を算出した。Δv閾値の妥当性を
確認するため、閾値を 0.06～ 0.12 m/sの範囲で
変化させた感度分析を実施した。統計学的有意水
準は 5％とし、統計解析には Python（version 3.12）
を使用した。

3. 結果
3 ─ 1　対象者の基本属性
解析対象 180名の基本特性を表1に示す。向上
群 31名（17.2％）、非向上群 149名（82.8％）であっ
た。
年齢、性別、身長、体重には両群間で有意差を
認めなかった。下肢 Br.stageの中央値は向上群で
5（IQR 4─5）、非向上群で 4（IQR 3─5）であり、向上
群でより高い分布を示した（Mann-Whitneyの U
検定、p＜ 0.001）。χ2検定では、表在感覚（p＝
0.025）と下腿三頭筋の筋緊張（MAS、p＝ 0.007）に
有意差を認め、深部感覚は有意傾向にとどまった
（p＝ 0.056）。一方、足関節・膝関節・股関節の

ROM制限、麻痺側足関節背屈角度、高次脳機能
障害には有意差を認めなかった。
装具使用歴は向上群 3.2± 6.6年、非向上群 3.4
± 4.6年であり、両群間に有意差を認めなかった
（p＝ 0.831）。

3 ─ 2　歩行速度の変化
ROSI装着前後の至適歩行速度を表2および図

2に示す。AFO単独条件でのベースライン歩行速
度は、向上群で 0.78± 0.18 m/s、非向上群で 0.61
± 0.26 m/sであり、向上群が有意に高値を示した
（Welchの t検定：t＝ 4.31、p＜ 0.001）。効果量
は Cohen's d＝ 0.67であった。
群内の前後比較では、向上群は ROSI装着前後

で平均 0.15± 0.04 m/sの速度向上を認め、上昇
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率は 20.0± 5.4％であった（対応のある t検定：t
＝ 20.65、p＜ 0.001、dz＝ 3.71）。これに対し非向
上群の変化は平均 0.02± 0.04 m/s、上昇率 3.5±
9.0％と軽微であった（t＝ 4.50、p＜ 0.001、dz＝
0.37）。
ベースライン歩行速度と Δvの相関は弱く、全

体で r＝ 0.171、R2＝ 0.029であった（図3）。群別
にみると、非向上群内では有意な相関を認めな
かったが（r＝－0.095、p＝ 0.249）、向上群内では
中等度の正の相関を認めた（r＝ 0.467、p＝
0.008）。相関係数の 95％信頼区間および群別の値

は図3の説明に示す。これらの所見と回帰平均効
果との関係については考察で詳述する。

3─ 3　ロジスティック回帰分析の結果
まず 10因子それぞれについて単変量ロジス

ティック回帰を行った（表3）。未補正 p値で有意
な関連を示したのは、下肢 Br.stage（OR＝ 2.27、
95％CI 1.37─3.74、p＝ 0.001）、AFO単独でのベー
スライン歩行速度（OR＝ 13.78、95％CI 2.75─
69.13、p＝ 0.001）、下腿三頭筋の筋緊張（MAS ≥
1；OR＝ 0.28、95％CI 0.12─0.68、p＝ 0.004）、表

図 2　ROSI装着前後の至適歩行速度（n＝ 180）

表 2　歩行速度の変化（AFO単独 vs AFO＋ ROSI）
指標 全体 （n＝ 180） 向上群 （n＝ 31） 非向上群 （n＝ 149）

v_pre（AFO単独、m/s） 0.644± 0.260 0.784± 0.183 0.615± 0.265

v_post（AFO＋ ROSI、m/s） 0.683± 0.280 0.936± 0.205 0.631± 0.264

Δv（変化量、m/s） 0.039± 0.067 0.152± 0.041 0.016± 0.044

速度上昇率（Δv/v_pre× 100、％） 6.31± 10.51 19.99± 5.35 3.47± 8.96

検定 t値 p値 効果量
ベースライン速度 v_pre：向上群 vs 非向上群（Welchの t検定） 4.31 ＜ 0.001 d＝ 0.67

向上群 群内前後比較 v_pre vs v_post（対応のある t検定） 20.65 ＜ 0.001 dz＝ 3.71

非向上群 群内前後比較 v_pre vs v_post（対応のある t検定） 4.50 ＜ 0.001 dz＝ 0.37

注）平均± SD。Cohen's d＝平均差／プール標準偏差、対応のある効果量 dz＝ Δvの平均÷ Δvの SD。
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在感覚（OR＝ 0.38、95％CI 0.17─0.84、p＝ 0.016）、
深 部 感 覚（OR＝ 0.43、95％CI 0.20─0.96、p＝
0.038）の 5因子であった。多重比較補正後は、ベー
スライン歩行速度・下肢 Br.stage・MASが Holm
法・Benjamini-Hochberg（BH）法のいずれでも有
意であり（補正 p≦ 0.036）、表在感覚は BH法での
み 有 意（BH補 正 p＝ 0.041、Holm補 正 p＝
0.114）、深部感覚は両補正で有意水準に達しな
か っ た（Holm補 正 p＝ 0.228、BH補 正 p＝
0.076）。麻痺側足関節背屈角度、足関節・膝関節・

股関節の ROM制限、高次脳機能障害は、いずれ
も有意な関連を示さなかった。
イベント数（向上群 31名）の制約から過学習を
回避するため、臨床的解釈可能性と単変量結果に
基づき事前に規定したベースライン歩行速度と
MASの 2因子を多変量モデルに投入した。本モデ
ルは有意であり（尤度比検定 p＜ 0.001、McFad-
den擬似 R2＝ 0.106）、AUCは 0.75であった。適
合度も Hosmer-Lemeshow検定で良好であった
（χ2＝ 7.00、df＝ 8、p＝ 0.54）。Youden法による

図 3　ベースライン歩行速度と速度変化量（Δv）の散布図（n＝ 180）

表 3　歩行速度向上群を判別する因子の単変量ロジスティック回帰
因子 OR 95％CI p Holm補正 p BH補正 p n

下肢 Br.stage† 2.27 1.37─3.74 0.001 0.014 0.007 180

ベースライン速度† 13.78 2.75─69.13 0.001 0.014 0.007 180

MAS ≥ 1† 0.28 0.12─0.68 0.004 0.036 0.015 180

表在感覚障害 0.38 0.17─0.84 0.016 0.114 0.041 180

深部感覚障害 0.43 0.20─0.96 0.038 0.228 0.076 180

麻痺側足関節背屈角度 1.03 0.98─1.09 0.207 1.000 0.317 180

膝関節 ROM制限 0.28 0.04─2.17 0.222 1.000 0.317 180

足関節 ROM制限 0.91 0.40─2.08 0.820 1.000 0.862 165

高次脳機能障害 0.91 0.41─2.05 0.826 1.000 0.862 180

股関節 ROM制限 0.90 0.29─2.84 0.862 1.000 0.862 180

OR＝オッズ比、95％CI＝ 95％信頼区間。Holm補正 p・BH補正 p＝多重比較補正後の p値（BH＝ Benjamini-Hochberg）。
† Holm・BH補正のいずれでも有意（上位 3因子）。足関節 ROM制限は欠損 15件を除き n＝ 165。
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最適判別閾値での感度は 71.0％、特異度 69.8％、
PPV 32.8％、NPV 92.0％であり、Youden indexは
0.41であった（表4）。
多変量モデルにおいて、AFO単独でのベースラ
イン歩行速度の調整オッズ比は 0.1 m/s上昇あた
り 1.30（95％CI 1.10─1.53、p＝ 0.002）であり、速
度が高いほど向上群となるオッズが高かった。下
腿三頭筋の筋緊張（MAS ≥ 1）の調整オッズ比は
0.30（95％CI 0.12─0.74、p＝ 0.009）であり、向上群
となるオッズを有意に低下させた。投入 2因子間
の相関は弱く（r＝－0.10）、VIFは 1.0近傍であり
多重共線性は認められなかった。
なお下肢 Br.stageは、単変量では有意であった

（OR＝ 2.27、p＝ 0.001）ものの、ベースライン歩
行速度との間に中等度の正の相関を認め（r＝
0.39、p＜ 0.001）、ベースライン速度を含む 2因子
モデルでは独自の寄与が減弱した。参考として 10
因子全てを投入した多変量モデルも試みたとこ
ろ、イベント数に対して変数が過剰であるなかで
も有意な因子はベースライン歩行速度とMASの
2因子であり、主モデルに投入した 2因子と一致
した。この点も、2因子モデルを主モデルとした
判断を支持するものである。
ブートストラップ法（パーセンタイル法、リサン

プリングごとにモデルを再推定）による AUCの
95％信頼区間は 0.66─0.83であった。また、Δv閾
値を 0.06～ 0.12 m/sの範囲で変化させた感度分

析では、ベースライン歩行速度は全閾値で一貫し
て有意であり（p≦ 0.004）、MASは主解析の閾値
で あ る 0.10 m/s以 上 で 有 意 で あ っ た（p≦
0.009）。

4. 考察
4 ─ 1　主要な知見の位置づけと回帰平均効果へ

の対応
本研究では、AFO単独でのベースライン歩行速
度と下腿三頭筋の筋緊張（MAS ≥ 1）が、向上群を
判別する有意な独立因子として抽出された。調整
オッズ比は、ベースライン歩行速度が 0.1 m/s上
昇あたり 1.30（95％CI 1.10─1.53、p＝ 0.002；1 m/
s換算で 13.4）、MAS ≥ 1が 0.30（p＝ 0.009）であっ
た。
Δvは ROSI装着前後の歩行速度の差として算
出されるため、ベースライン速度との間に見かけ
上の関連、すなわち回帰平均効果が生じる可能性
がある。しかし本研究では、ベースライン速度と
Δvの相関は r＝ 0.171（R2＝ 0.029、p＝ 0.022）と
弱く、回帰平均効果が働く場合に予想される全体
としての負の相関は認められなかった。むしろ向
上群内では正の相関を認めており（r＝ 0.467）、
ベースライン速度が高いほど Δvが大きいという
方向は、回帰平均効果とは逆である。以上より、
本研究の結果が回帰平均効果のみで説明されると
は考えにくい。

表 4　歩行速度向上に関する多変量ロジスティック回帰（最終モデル）
因子 調整 OR 95％CI p

ベースライン速度（/0.1 m/s） 1.30 1.10─1.53 0.002

MAS ≥ 1 0.30 0.12─0.74 0.009

モデル適合度・判別能
項目 値

McFadden擬似 R2 0.106

AUC（ROC曲線下面積） 0.747（Bootstrap 95％CI 0.66─0.83）
Hosmer-Lemeshow検定 χ2＝ 7.00、df＝ 8、p＝ 0.537

VIF（多重共線性） 1.01（2因子間 r＝－0.10）
Youden最適閾値 0.188

Youden index 0.41

感度 71.0％
特異度 69.8％
陽性的中率（PPV） 32.8％
陰性的中率（NPV） 92.0％
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一方MASは、群間比較（χ2検定、p＝ 0.007）で
も単変量ロジスティック回帰（OR＝ 0.28、p＝
0.004）でも有意であった。ベースライン歩行速度
との相関は弱く（r＝－0.10）、VIFも 1.0前後で
あったことから、両因子は互いに独立した予測情
報をもつものと考えられる。
向上群のベースライン歩行速度（0.78±

0.18 m/s）は非向上群（0.61± 0.26 m/s）より有意
に高く、効果量も Cohen's d＝ 0.67と中等度で
あった。向上群では ROSI装着により平均 0.15 m/
sの即時的な速度向上が得られており、この向上
幅はMDC（0.11 m/s）11）および substantial mean-
ingful change（0.10 m/s）9）を上回ることから、臨床
的に意味のある変化と判断できる。

4 ─ 2　ベースライン歩行速度が ROSI 効果を規
定する力学的機序

ROSIは荷重応答期に生じる鉛直方向床反力に
よってカーボンプレートを撓ませ、立脚中期の抜
重時にその弾性エネルギーを解放することでフォ
アフットロッカーを補助する装置である 7）。この
メカニズムが機能するためには、荷重応答期に十
分な鉛直方向床反力が生じることが前提となる。
歩行速度が低い症例では踵接地時の運動エネル
ギーが小さく、プレートの撓みと弾性エネルギー
の蓄積が不十分となるため、立脚中期以降の復元
力が得られにくい。ベースライン歩行速度はこう
した荷重を生み出す動的能力を反映する指標と考
えられ、速度が遅い症例では ROSIの力学的前提
が満たされにくいと解釈できる。
この解釈は別報の知見とも整合する 12）。主観的

改善が得られる歩行速度のカットオフ値は
0.63 m/sであり、体重に対する ROSI剛性比を 1.4
～ 1.5程度に調整したときに効果が最大化される
ことが報告されている。一定の歩行能力とそれに
見合った剛性設定が ROSI効果の前提となること
を支持する所見である。

4 ─ 3　下腿三頭筋の MAS が向上群の判別に 
寄与した意義

下腿三頭筋のMASは、単変量（OR＝ 0.28、p＝
0.004）でも 2因子モデル（調整 OR＝ 0.30、p＝

0.009）でも有意であり、ベースライン速度とは独
立した予測因子として抽出された。MAS ≥ 1の症
例ほど、向上群となるオッズは低かった。
先行研究 7）では背屈制動 AFOとの併用で ROSI

の効果が報告されており、背屈制限は COPの前
方移動を促進すると考えられている。この観点か
らは、下腿三頭筋の高い筋緊張も同様に ROSI効
果を支持すると予想されたが、実際には逆の結果
であった。背屈制動 AFOが生み出すのは角度を
制御された安定した底屈モーメントであるのに対
し、痙縮による抵抗は速度依存性の非予測的なも
のである 13）。後者は立脚中期の下腿前傾を乱し、
COPが ROSI軸を越える条件が成立しにくくな
ることで、FFR補助が発動しない可能性があり、
この機序的解釈の検証には今後の運動学的データ
による検討が必要である。
臨床的には、MASとベースライン速度の 2指標

に加え、立脚中期に下腿前傾が十分に得られてい
るかを歩行観察で確認することが適応判断の補助
となる。また、MASはボツリヌス毒素療法や装具
調整によって変化しうる指標であり、痙縮への介
入が ROSI適応拡大につながる可能性も今後の検
討課題である。
なお補足的検討として、ROSI後歩行速度を従
属変数、ベースライン速度を共変量とした AN-
COVAを実施したところ、ベースライン速度調整
後もMASの有意な効果が認められた（β＝
－0.028、p＝ 0.030）。この結果はMASがベース
ライン速度とは独立した ROSI効果の規定因子で
あることを支持する。

4─ 4　下肢 Br.stage が有意でなかった理由
下肢 Br.stageは単変量では有意であったが（OR
＝ 2.27、p＝ 0.001）、ベースライン速度との間に
中等度の相関があり（r＝ 0.39）、多変量モデルで
はその独自の寄与は減弱した。運動麻痺の重症度
は ROSI効果に直接寄与するのではなく、その結
果として現れる歩行速度を介して反映されている
と考えられる。
感覚障害・ROM制限・高次脳機能障害につい
ては、表在感覚が単変量で有意（p＝ 0.016）であっ
たほかは有意差に乏しかった。深部感覚は未補正
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では有意であったが（p＝ 0.038）、多重比較補正後
には有意水準に達しなかった。また向上群 31名と
いうサンプルサイズでは統計的検出力に限界があ
り、これらの因子との関連を否定することはでき
ない。

4 ─ 5　臨床的含意と判別精度の限界
本モデルから示唆される適応例の像は、AFO単

独でのベースライン歩行速度が比較的高く（向上
群の平均 0.78± 0.18 m/s）、かつ下腿三頭筋の筋
緊張が低い（MAS＝ 0）症例である。なお 0.78 m/s
は向上群の平均値であり、個別の適応を決定する
単独のカットオフ値ではない。
本モデルの判別精度は中等度（AUC＝ 0.75）で

あり、感度 71.0％、特異度 69.8％、PPV 32.8％、
NPV 92.0％であった。向上群が全体の 17.2％と少
数であるため PPVは低く、適応の確定には限界が
ある。一方で NPVは 92.0％と高く、非適応例を
除外するスクリーニングとしては有用と考えられ
る。なお、Youden法による最適閾値は本標本にお
ける解析上の値であり、PPV・NPVは適用集団に
おける向上群の有病率に依存するため、異なる集
団では判別性能が変動しうる点に留意を要する。
その上で、歩行観察による下腿前傾の確認と、装
着後の即時効果（Δv ≥ 0.10 m/s）の検証とを組み合
わせることが望ましい。

4─ 6　研究の限界
本研究にはいくつかの限界がある。第一に、イ

ベント数（向上群 31名）に対して候補変数が多く、
多変量モデルを 2因子に限定した点である。EPV
（events per variable）の観点から全 10因子を同時
に投入するモデルは過適合のおそれがあり、主た
る推論には用いなかった。独立データを用いた前
向き検証が必要である。
第二に、ベースライン歩行速度を投入変数とす

ることには構造的制約がある。因果的方向性の確
定には前向き RCTによる検証が今後の課題であ
る。
第三に、即時効果のみを評価しており長期効果

は未検討である。
第四に、多施設データであるため計測手順の均

一性に限界がある。特に ROM制限の判定は各施
設担当者の臨床的判断によるものであり、評価基
準の統一は行っていない。
第五に、本研究は歩行速度を主要アウトカムと
しており、下腿前傾角・足関節キネマティクス・
COP軌跡などの運動学的データを取得していな
い。痙縮が下腿前傾を乱すことで ROSI効果を阻
害するという機序的解釈の検証には、今後 3次元
動作解析等による追加検討が必要である。
第六に、本研究の対象は各施設の理学療法士が

ROSIの適応があると判断して組み入れた症例で
あり、脳卒中片麻痺者全体を代表する標本ではな
い。効果が期待される対象が選択的に含まれてい
る可能性があり、一般化には注意を要する。
第七に、測定順序を AFO単独条件、AFO＋

ROSI条件の固定順としたため、慣れや学習効果
に由来する順序効果を排除できず、ROSI条件が
常に後になることから速度向上が過大に評価され
ている可能性がある。
第八に、使用 AFOの種類および足関節設定は

多様であるが、本研究では層別化・調整を行って
おらず、靴の種類も記録していない。ROSIと AFO
の力学的相互作用は装具の種類・設定により異な
る可能性があり、装具条件を統制した検証が今後
の課題である。
第九に、閾値 0.10 m/sは Hosoiら 11）のMDC 

0.11 m/sをわずかに下回る。ただし実際には向上
群 31名中 30名の Δvが 0.11 m/sを上回り（向上
群の平均 0.15 m/s）、閾値を 0.06～ 0.12 m/sの範
囲で変化させた感度分析でも結果は一貫してい
た。したがって群分類が測定誤差に大きく影響さ
れた可能性は低いと考えられるが、本定義は臨床
的意味に基づく操作的定義であり、個々の症例で
は装着後にMDCを上回る変化量が得られたかを
併せて確認することが望ましい。

5. 結論
AFO単独でのベースライン歩行速度と下腿三

頭筋の筋緊張（MAS ≥ 1）が、ROSIによる歩行速度
向上群を判別する独立因子であった。ベースライ
ン速度が高くMASが低い症例ほど向上が期待で
きる。本モデルは判別精度が中等度（AUC＝ 0.75）
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で PPVは低いものの、NPVが高く非適応例の除
外スクリーニングに有用である。適応の確定には
限界があり、歩行観察による下腿前傾の確認と装
着時の即時効果（Δv ≥ 0.10 m/s）の検証を併せて判
断することが望ましい。

6. 利益相反
ROSIは株式会社マイスター靴工房 KAJIYAに

て製作された。中井要介および石井滉樹は株式会
社マイスター靴工房 KAJIYAの社員である。本研
究の実施にあたりその他の利益相反はない。
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Abstract:

Purpose: This study aimed to identify clinical factors that discriminate individuals with post-

stroke hemiplegia who achieve a clinically meaningful improvement in comfortable gait speed (≥

0.10 m/s) when fitted with the Reverse Omega Shoe Insert (ROSI).

Subjects and Methods: We analyzed 180 patients (107 men, 73 women; mean age 61.9 ± 12.6 

years) from a nationwide 39-facility ROSI monitoring study, comprising 31 improvers and 149 

non-improvers. Ten candidate factors, including baseline comfortable gait speed under an ankle-

foot orthosis (AFO) alone, were screened by univariate logistic regression. Because the number 

of events was limited, the main multivariable model was restricted to two prespecified factors, 

baseline gait speed and spasticity (MAS).

Results: The two-factor model was significant (likelihood-ratio test, p < 0.001), with an AUC of 

0.75 and adequate calibration (Hosmer-Lemeshow p=0.54). Higher baseline gait speed increased 

the odds of improvement (adjusted OR 1.30 per 0.1 m/s, 95% CI 1.10-1.53, p=0.002), whereas 

MAS ≥ 1 lowered them (adjusted OR 0.30, 95% CI 0.12-0.74, p=0.009). At the Youden-optimal 

threshold, sensitivity was 71.0%, specificity 69.8%, PPV 32.8%, and NPV 92.0%. On univariate 

analysis, lower-limb Brunnstrom stage, MAS, superficial sensation, and deep sensation were 

also significant; after correction for multiple comparisons, baseline gait speed, Brunnstrom 

stage, and MAS remained significant. The correlation between baseline gait speed and gait-

speed change was weak (r=0.171), arguing against regression to the mean.

Conclusion: Patients likely to benefit have a relatively high baseline gait speed and low 

spasticity. Given the modest discrimination and low PPV, these indicators are best used to screen 

out non-responders (high NPV) rather than to confirm responders, alongside gait observation 

and confirmation of an immediate gait-speed gain on a trial fitting.

Key words: stroke hemiplegia, ROSI, immediate effect, logistic regression, gait speed
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①支援系理学療法学および関連する分野の研究
を公表し、理学療法学を発展させる。

②理学療法士の卒後継続教育に資する教育的な
論文を掲載する。

③支援系理学療法の発展に関する記録や資料を
掲載する。

2．記事の種類
①研究論文（原著）：新規性および独創性があ
り、明確な結論を示した論文。症例の臨床的
問題や治療結果について科学的に研究を行
い、考察を行った論文。単一の対象者であっ
ても、被験者内での多重クロスオーバーデザ
イン（いわゆる n-of-1試験＊）による介入効果
を検証した研究論文を含む。
（＊参考：Kravitz, R.L. Design and implemen-
tation of N-of-1 trials: a user's guide.
https://ef fectivehealthcare.ahrq.gov/prod-
ucts/n-1-trials/research-2014-5）

②短報：研究の速報・略報として簡潔に記載さ
れた短い研究論文。

③症例報告：症例として報告の意義がある、あ
るいは新技術として公開することに意義があ
る論文

④その他：システマティックレビュー、症例報
告、実践報告、調査報告など編集委員会で掲
載が適切と判断された論文および記事（なお、
症例報告とは症例の治療および経過などにつ
いて論理的に提示し、考察を行ったもの。実
践報告とは、理学療法の研究・教育・臨床等
の実践の中で、新たな工夫や介入、結果等に
ついて具体的かつ客観的に情報提示し、その
内容が有益と判断されたもの）。

3．投稿者の資格
本誌への投稿資格は原則として、共著者のうち

に日本支援工学理学療法学会会員がいること。た
だし、会員が含まれない場合であっても編集委員
会が、本学会への貢献が認められた場合は、採択
することができる。
なお、依頼原稿についてはこの限りではない。
投稿論文の共著者に学生会員を含むことができ
る。研究や調査の際に倫理上人権上の配慮がなさ
れ、その旨が文中に明記されていること。人およ
び動物を対象とする研究の場合は、必要な倫理審
査を受けた旨を明記すること。

4．投稿原稿の条件
投稿原稿は他誌に発表または投稿中の原稿でな
いこと。本規定および執筆規定にしたがい作成す
ること。

5．投稿承諾書
著者の論文への責任および著作権譲渡の確認の
ため、別紙の投稿承諾書に自筆による署名をして
提出すること。

6．利益相反
利益相反の可能性がある事項（コンサルタント
料、株式所有、寄付金、特許など）がある場合は
本文中に記載すること。なお、利益相反に関して
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開示に関する基準」を遵守すること。
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7．著作権
本誌に掲載された論文の著作権は、日本支援工
学理学療法学会に属する。また、本誌に掲載され
た論文はオンライン公開される。

8．研究倫理
ヘルシンキ宣言および厚生労働省の「人を対象
とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」
などの医学研究に関する指針に基づき対象者の保
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護には十分留意し、説明と同意などの倫理的な配
慮に関する記述を必ず行うこと。また、研究にあ
たり、所属研究機関あるいは所属施設の倫理委員
会ないしそれに準ずる機関の承認を得ることを必
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9．原稿の採択
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著者校正は原則として 1回とし、誤字脱字を除
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11．掲載に関する費用
規定の分量の範囲内までは無料掲載するが、超

過した場合は超過分に要した実費を徴収する場合
がある。

12．原稿送付方法および連絡先
1）原稿送付方法
本学会のメールアドレス（journal@jsatpt.jspt.
or.jp）へ投稿すること。原稿書式など詳細は執
筆規程に定める。

2）問合せ先
〒 106-0032　東京都港区六本木 7-11-10
一般社団法人　日本支援工学理学療法学会　
「日本支援工学理学療法学会学会誌」編集室

TEL：03-6804-1626
E-mail：journal@jsatpt.jspt.or.jp
註 1： 国際医学雑誌編集者委員会：生物医学雑

誌への投稿のための統一規定（http://
www.icmje.org/recommendations/）

註 2： 厚生労働省：研究に関する指針について
（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunit-

suite/bunya/hokabunya/kenkyujigyou/i-
kenkyu/index.html

《執筆規程》

1．原稿の分量および形式
1）原稿はパソコンまたはワープロ（テキストファ
イル形式）を用い、A4版横書き縦 40行・横 40
字の 1,600字分を 1枚とし、文献、図表、写真
を含み、本文の合計が 10枚（16,000字相当）以
内を原則とする。1,600字用紙で 3枚程度の短
報も可能。

2）図表、写真は、それぞれ 1枚につき原稿 400字
分と換算し、原則として合計 5枚以内とする。
図は製版できるよう作成し、表はタイプ又は
ワープロで作成する。写真は白黒を原則とし、
カラー写真の場合には実費負担とする。

3）刷り上がり 5ページ（8,000字相当）までの掲載
は無料。6ページ以上の超過ページは実費徴収
する場合がある。

2．論文の構成
1）原稿の表紙に、①題名（和文および英文）、②キー
ワード（5語以内）、③希望する原稿カテゴリー
（研究論文（原著）、短報、研究報告、症例報告、
その他）、④前回投稿時の Paper ID（再投稿や
再々投稿の場合のみ）。

2）原稿本文には、和文の要旨（400字以内）とキー
ワード（5語以内）、本文、文献、英語要旨（300
語以内の Abstract）と Keywords（5語以内）の順
に記載し、通し番号を付け、図表及び写真を添
付する。また、原稿本文の各ページには行番号
を付けること。

3）図、表及び写真は 1枚ずつ別紙とし、図 1、表
1および写真 1などの番号をつける。さらに図
及び写真の標題や説明は、別紙 1枚に番号順に
記入する。

4）本文：本文は原則以下の項目に沿って本文を構
成すること。ただし、研究論文（原著）以外の記
事の種類の論文においては、著者の判断で項目
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名を変更してもよい。
①はじめに（序論、緒言）：研究の背景、臨床的
意義、研究の目的、取り扱っている主題の範
囲、先行研究との関連性の明示などを記述す
る。

②対象および方法
用いた研究方法について第 3者が追試できる
ように記述する。倫理的配慮も記述すること。

③結果（成績）
研究で得られた結果を本文および図表を用い
て記述する。データは、検証、追試を行いや
すいように図（グラフ）よりも表にして数値で
示す方が望ましい。

④考察（分析）
結果の分析・評価、今後の課題、などを記述
する。

⑤結論
研究で得られた結論を 200～ 300字で簡潔に
記述する。

⑥利益相反
利益相反の有無について記載する。

⑦謝辞
著者資格には該当しない研究への貢献者につ
いては謝辞に記載する。

5）文献：引用文献のみとする
6）年号は原則として西暦を使用し、外国語、外国
人名、地名は、原語もしくはカタカナ（最初は
原綴りを併記）で書く。略語は本文中の最初に
出たところでフルネームを入れる。

7）文献の記載方法
a）本文中の該当箇所の右肩に、順に 1）、2）…
の通し番号を付し、文末に番号順に揚げる。

b）雑誌の場合
著者名：題名．雑誌名，巻（号）：引用ページ，
発行年　の順に記載する。
（例）
井村恒郎 : 知覚抗争の現象について . 精神経
誌 , 60 : 1239─1247, 1958.
Baxter, L R, Scwartz, J M, et al. : Reduction of 
prefrontal cor tex metabolism common to 
three types of depression. Arch Gen Psychia-
try, 46 : 243─250, 1989.

c）単行本の場合
著者名：題名．監修ないし編集者，書名，版
数：引用ページ，発行社名，発行地名，西暦
発行日の順に記載する。
（例）
八木剛平 , 伊藤斉 : 躁鬱病 . 保崎秀夫編著 , 新
精神医学 : 282─306, 文光堂 , 東京 , 1990.
Gardnar, M B : Oncogenes and acute leuke-
mia. Stass SA（ed）, The Acute Leukemias : 327
─359, Marcel Dekker, New York, 1987.

d）著者名が 4名以上の場合、3名連記の上、○
○○，他、あるいは○○○ , et al. とする。

3． 投稿は原則として以下のファイル（①表紙：上
記 7の（1）を参照のこと、②本文、③図表、
④投稿関連電子ファイル：連絡先　査読候補
者等の希望リスト　投稿承諾書　COI自己申
告書　ネイティブチェック）を pdfファイルと
し、以下学会アドレスに添付ファイルとして
投稿してください。なおすべてのファイル名
には氏名を先頭に記してください。例：「山田
太郎表紙 .pdf」、山田太郎本文 .pdf」、他。

4．学会アドレス：journal@jsatpt.jspt.or.jp
5． 著者校正は 1回とする。校正の際の大幅な変
更は認めない。

6． 採択した原稿及び電子媒体は、原則として返
却しない。

7． 投稿承諾書・COI自己申告書・ネイティブ
チェック証明書は PDFにして、日本支援工学
理学療法学会事務局にメール（journal@jsatpt.
jspt.or.jp）にて提出する。宛先は以下の通り。
〒 106-0032　東京都港区六本木 7-11-10
一般社団法人　日本支援工学理学療法学会　
「日本支援工学理学療法学会学会誌」編集室

TEL：03-6804-1626
E-mail：journal@jsatpt.jspt.or.jp

8． 本誌に掲載された論文の著作権は日本支援工
学理学療法学会に帰属する。

9．査読候補者について
（1）査読者候補を 1名以上指名すること。該当
者の①氏名、②所属、③ e-mailアドレスを
投稿の際に同時入力すること。なお、査読者
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の最終的な選定は編集委員会で行うため、必
ずしも査読候補者が査読者に加わるとは限ら
ない。

（2）投稿者の不利益が予想される場合、投稿者
は該当者を指名して査読候補者から除外する
よう希望することができる。指名する場合は、
①投稿者に不利益が生じる理由、および該当
者の②氏名、所属、e-mailアドレス等を明記
した別紙（フォーマットは任意）を添付するこ
と。なお、査読者の最終的な選定は編集委員
会で行うため、該当者が査読者に加わる場合
もある。

10． 英文で執筆する場合はネイティブチェックを
受け、初回投稿時に証明書のコピーを添付す
る。
（2021年 9月 26日制定）
（2024年 2月 29日改正）
（2024年 9月 11日改正）
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編集後記
本号の編集担当中に令和 8年熊本地震が発生しました。JRAT（一社）日本災害リハビリテーション支援協会）の中央本部
ロジに入り、現地の状況をWeb会議等で知るにつけ、避難所での支援活動は、災害時支援工学リハビリテーションの実践
に他ならないと感じました。段ボールベッドの迅速な組立、効果的な据置型手すりの設置、簡易トイレへの導線と環境の
整備、避難所用靴の適合支援、災害医療用アプリ J-SPEED＋を活用した情報共有などいずれも支援工学理学療法学のテー
マとなりうる領域です。少子超高齢化と気候変動が進み災害が多発する現代社会の只中においては、公的支援財源も覚束
なくなる可能性すらあります。それゆえ、勤務先の医療機関や介護保険事業所ではなかなかモノを導入する予算がない、
患者・利用者側も予算がないといった制約の中でも、生活に資する道具の導入に工夫を重ねてきた実践知を知的財産とし
て共有化していくことも本学会誌の社会的役割ではなかろうかと感じています。みなさまにはより幅広く有益な支援工学
理学療法分野の投稿を期待しております。
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